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特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号） 

（最終改正 令和二年法律第七十二号） 

 

 

第一章 総則  

（目的）  

第一条 この法律は、特定非営利活動を行う団体に法人格を付与すること並びに運営組織及び事業活動

が適正であって公益の増進に資する特定非営利活動法人の認定に係る制度を設けること等により、ボ

ランティア活動をはじめとする市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展

を促進し、もって公益の増進に寄与することを目的とする。  

 

（定義）  

第二条 この法律において「特定非営利活動」とは、別表に掲げる活動に該当する活動であって、不特

定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とするものをいう。 

２ この法律において「特定非営利活動法人」とは、特定非営利活動を行うことを主たる目的とし、次

の各号のいずれにも該当する団体であって、この法律の定めるところにより設立された法人をいう。  

一 次のいずれにも該当する団体であって、営利を目的としないものであること。  

イ 社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと。 

ロ 役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の三分の一以下であること。 

二 その行う活動が次のいずれにも該当する団体であること。  

イ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とするもので

ないこと。 

ロ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするものでないこと。 

ハ 特定の公職（公職選挙法（昭和二十五年法律第百号）第三条に規定する公職をいう。以下同じ。）

の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。以下同じ。）若しくは公職にある者又は政党を推

薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とするものでないこと。 

３ この法律において「認定特定非営利活動法人」とは、第四十四条第一項の認定を受けた特定非営利

活動法人をいう。  

４ この法律において「特例認定特定非営利活動法人」とは、第五十八条第一項の特例認定を受けた特

定非営利活動法人をいう。  

 

 

公職選挙法 

第三条 この法律において「公職」とは、衆議院議員、参議院議員並びに地方公共団体の議会の議員及び長の職をい

う。 

 

政治資金規正法 

第三条 この法律において「政治団体」とは、次に掲げる団体をいう。 

一 政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し、又はこれに反対することを本来の目的とする団体 

二 特定の公職の候補者を推薦し、支持し、又はこれに反対することを本来の目的とする団体 

三 前二号に掲げるもののほか、次に掲げる活動をその主たる活動として組織的かつ継続的に行う団体 

イ 政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し、又はこれに反対すること。 

ロ 特定の公職の候補者を推薦し、支持し、又はこれに反対すること。 
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第二章 特定非営利活動法人  

 

第一節 通則  

 

（原則）  

第三条 特定非営利活動法人は、特定の個人又は法人その他の団体の利益を目的として、その事業を行

ってはならない。  

２ 特定非営利活動法人は、これを特定の政党のために利用してはならない。  

 

（名称の使用制限）  

第四条 特定非営利活動法人以外の者は、その名称中に、「特定非営利活動法人」又はこれに紛らわしい

文字を用いてはならない。  

 

（その他の事業）  

第五条 特定非営利活動法人は、その行う特定非営利活動に係る事業に支障がない限り、当該特定非営

利活動に係る事業以外の事業（以下「その他の事業」という。）を行うことができる。この場合におい

て、利益を生じたときは、これを当該特定非営利活動に係る事業のために使用しなければならない。  

２ その他の事業に関する会計は、当該特定非営利活動法人の行う特定非営利活動に係る事業に関する

会計から区分し、特別の会計として経理しなければならない。  

 

（住所）  

第六条 特定非営利活動法人の住所は、その主たる事務所の所在地にあるものとする。  

 

（登記）  

第七条 特定非営利活動法人は、政令で定めるところにより、登記しなければならない。 

２ 前項の規定により登記しなければならない事項は、登記の後でなければ、これをもって第三者に対

抗することができない。  

 

（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の準用）  

第八条 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）第七十八条の規定

は、特定非営利活動法人について準用する。  

 

 

○一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

(代表者の行為についての損害賠償責任) 

第七十八条 一般社団法人は、代表理事その他の代表者がその職務を行うについて第三者に加えた損害を賠償す

る責任を負う。 

 

 

（所轄庁）  

第九条 特定非営利活動法人の所轄庁は、その主たる事務所が所在する都道府県の知事（その事務所が

一の指定都市（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市

をいう。以下同じ。）の区域内のみに所在する特定非営利活動法人にあっては、当該指定都市の長）と

する。  
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第二節 設立  

 

（設立の認証）  

第十条 特定非営利活動法人を設立しようとする者は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところに

より、次に掲げる書類を添付した申請書を所轄庁に提出して、設立の認証を受けなければならない。 

一 定款  

二 役員に係る次に掲げる書類  

イ 役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有無を記載した名簿を

いう。以下同じ。） 

ロ 各役員が第二十条各号に該当しないこと及び第二十一条の規定に違反しないことを誓約し、並

びに就任を承諾する書面の謄本 

ハ 各役員の住所又は居所を証する書面として都道府県又は指定都市の条例で定めるもの 

三 社員のうち十人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所又は居

所を記載した書面  

四 第二条第二項第二号及び第十二条第一項第三号に該当することを確認したことを示す書面  

五 設立趣旨書  

六 設立についての意思の決定を証する議事録の謄本  

七 設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書  

八 設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書（その行う活動に係る事業の収益及び費用の見

込みを記載した書類をいう。以下同じ。）  

２ 所轄庁は、前項の認証の申請があった場合には、遅滞なく、その旨及び次に掲げる事項をインター

ネットの利用その他の内閣府令で定める方法により公表するとともに、同項第一号、第二号イ、第五

号、第七号及び第八号に掲げる書類（同項第二号イに掲げる書類については、これに記載された事項

中、役員の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの。第二号において「特定添付書類」という。）

を、申請書を受理した日から二週間、その指定した場所において公衆の縦覧に供しなければならない。  

一 申請のあった年月日  

二 特定添付書類に記載された事項 

３ 前項の規定による公表は、第十二条第一項の規定による認証又は不認証の決定がされるまでの間、

行うものとする。 

４ 第一項の規定により提出された申請書又は当該申請書に添付された同項各号に掲げる書類に不備が

あるときは、当該申請をした者は、当該不備が都道府県又は指定都市の条例で定める軽微なものであ

る場合に限り、これを補正することができる。ただし、所轄庁が当該申請書を受理した日から一週間

を経過したときは、この限りでない。  

 

（定款）  

第十一条 特定非営利活動法人の定款には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  

一 目的  

二 名称  

三 その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類  

四 主たる事務所及びその他の事務所の所在地  

五 社員の資格の得喪に関する事項  

六 役員に関する事項  

七 会議に関する事項  

八 資産に関する事項  

九 会計に関する事項  

十 事業年度  

十一 その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する事項  

十二 解散に関する事項  

十三 定款の変更に関する事項  
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十四 公告の方法  

２ 設立当初の役員は、定款で定めなければならない。  

３ 第一項第十二号に掲げる事項中に残余財産の帰属すべき者に関する規定を設ける場合には、その者

は、特定非営利活動法人その他次に掲げる者のうちから選定されるようにしなければならない。 

一 国又は地方公共団体  

二 公益社団法人又は公益財団法人  

三 私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）第三条に規定する学校法人  

四 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第二十二条に規定する社会福祉法人  

五 更生保護事業法（平成七年法律第八十六号）第二条第六項に規定する更生保護法人  

 

（認証の基準等）  

第十二条 所轄庁は、第十条第一項の認証の申請が次の各号に適合すると認めるときは、その設立を認

証しなければならない。  

一 設立の手続並びに申請書及び定款の内容が法令の規定に適合していること。  

二 当該申請に係る特定非営利活動法人が第二条第二項に規定する団体に該当するものであること。  

三 当該申請に係る特定非営利活動法人が次に掲げる団体に該当しないものであること。  

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条

第二号に規定する暴力団をいう。以下この号及び第四十七条第六号において同じ。） 

ロ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下この号において同じ。）若しく

は暴力団の構成員でなくなった日から五年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等」という。）

の統制の下にある団体 

四 当該申請に係る特定非営利活動法人が十人以上の社員を有するものであること。 

２ 前項の規定による認証又は不認証の決定は、正当な理由がない限り、第十条第二項の期間を経過し

た日から二月（都道府県又は指定都市の条例でこれより短い期間を定めたときは、当該期間）以内

に行わなければならない。  

３ 所轄庁は、第一項の規定により認証の決定をしたときはその旨を、同項の規定により不認証の決定

をしたときはその旨及びその理由を、当該申請をした者に対し、速やかに、書面により通知しなけれ

ばならない。  

 

○暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 

(定義) 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 暴力的不法行為等 別表に掲げる罪のうち国家公安委員会規則で定めるものに当たる違法な行為をいう。 

二 暴力団 その団体の構成員(その団体の構成団体の構成員を含む。)が集団的に又は常習的に暴力的不法 

行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 

 

 

（意見聴取等）  

第十二条の二 第四十三条の二及び第四十三条の三の規定は、第十条第一項の認証の申請があった場合

について準用する。  

 

（成立の時期等）  

第十三条 特定非営利活動法人は、その主たる事務所の所在地において設立の登記をすることによって

成立する。 

２ 特定非営利活動法人は、前項の登記をしたときは、遅滞なく、当該登記をしたことを証する登記事

項証明書及び次条の財産目録を添えて、その旨を所轄庁に届け出なければならない。  

３ 設立の認証を受けた者が設立の認証があった日から六月を経過しても第一項の登記をしないときは、

所轄庁は、設立の認証を取り消すことができる。  
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（財産目録の作成及び備置き）  

第十四条 特定非営利活動法人は、成立の時に財産目録を作成し、常にこれをその事務所に備え置かな

ければならない。  

 

第三節 管理  

 

（通常社員総会）  

第十四条の二 理事は、少なくとも毎年一回、通常社員総会を開かなければならない。  

 

（臨時社員総会）  

第十四条の三 理事は、必要があると認めるときは、いつでも臨時社員総会を招集することができる。  

２ 総社員の五分の一以上から社員総会の目的である事項を示して請求があったときは、理事は、臨時

社員総会を招集しなければならない。ただし、総社員の五分の一の割合については、定款でこれと異

なる割合を定めることができる。 

 

（社員総会の招集）  

第十四条の四 社員総会の招集の通知は、その社員総会の日より少なくとも五日前に、その社員総会の

目的である事項を示し、定款で定めた方法に従ってしなければならない。  

 

（社員総会の権限）  

第十四条の五 特定非営利活動法人の業務は、定款で理事その他の役員に委任したものを除き、すべて

社員総会の決議によって行う。  

 

（社員総会の決議事項）  

第十四条の六 社員総会においては、第十四条の四の規定によりあらかじめ通知をした事項についての

み、決議をすることができる。ただし、定款に別段の定めがあるときは、この限りでない。  

 

（社員の表決権）  

第十四条の七 各社員の表決権は、平等とする。  

２ 社員総会に出席しない社員は、書面で、又は代理人によって表決をすることができる。 

３ 社員は、定款で定めるところにより、前項の規定に基づく書面による表決に代えて、電磁的方法（電

子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって内閣府令で定めるも

のをいう。第二十八条の二第一項第三号において同じ。）により表決をすることができる。 

４ 前三項の規定は、定款に別段の定めがある場合には、適用しない。  

 

（表決権のない場合）  

第十四条の八 特定非営利活動法人と特定の社員との関係について議決をする場合には、その社員は、

表決権を有しない。 

  

（社員総会の決議の省略）  

第十四条の九 理事又は社員が社員総会の目的である事項について提案をした場合において、当該提案

につき社員の全員が書面又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものとし

て内閣府令で定めるものをいう。）により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の社員

総会の決議があったものとみなす。  

２ 前項の規定により社員総会の目的である事項の全てについての提案を可決する旨の社員総会の決議

があったものとみなされた場合には、その時に当該社員総会が終結したものとみなす。 

 

（役員の定数）  
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第十五条 特定非営利活動法人には、役員として、理事三人以上及び監事一人以上を置かなければなら

ない。  

 

（理事の代表権）  

第十六条 理事は、すべて特定非営利活動法人の業務について、特定非営利活動法人を代表する。ただ

し、定款をもって、その代表権を制限することができる。 

 

（業務の執行）  

第十七条 特定非営利活動法人の業務は、定款に特別の定めのないときは、理事の過半数をもって決す

る。 

 

（理事の代理行為の委任）  

第十七条の二 理事は、定款又は社員総会の決議によって禁止されていないときに限り、特定の行為の

代理を他人に委任することができる。  

 

（仮理事）  

第十七条の三 理事が欠けた場合において、業務が遅滞することにより損害を生ずるおそれがあるとき

は、所轄庁は、利害関係人の請求により又は職権で、仮理事を選任しなければならない。  

 

（利益相反行為）  

第十七条の四 特定非営利活動法人と理事との利益が相反する事項については、理事は、代表権を有し

ない。この場合においては、所轄庁は、利害関係人の請求により又は職権で、特別代理人を選任しな

ければならない。  

 

（監事の職務）  

第十八条 監事は、次に掲げる職務を行う。  

一 理事の業務執行の状況を監査すること。  

二 特定非営利活動法人の財産の状況を監査すること。  

三 前二号の規定による監査の結果、特定非営利活動法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令

若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを社員総会又は所轄庁に

報告すること。  

四 前号の報告をするために必要がある場合には、社員総会を招集すること。  

五 理事の業務執行の状況又は特定非営利活動法人の財産の状況について、理事に意見を述べること。  

 

（監事の兼職禁止）  

第十九条 監事は、理事又は特定非営利活動法人の職員を兼ねてはならない。  

 

（役員の欠格事由）  

第二十条 次の各号のいずれかに該当する者は、特定非営利活動法人の役員になることができない。 

一 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から

二年を経過しない者 

三 この法律若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定（同法第三十二条の三

第七項及び第三十二条の十一第一項の規定を除く。第四十七条第一号ハにおいて同じ。）に違反した

ことにより、又は刑法（明治四十年法律第四十五号）第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二

百八条の二、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大

正十五年法律第六十号）の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日又

はその執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 

四 暴力団の構成員等 
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五 第四十三条の規定により設立の認証を取り消された特定非営利活動法人の解散当時の役員で、設

立の認証を取り消された日から二年を経過しない者 

六 心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として内閣府令で定めるもの 

 

○刑法 

(傷害) 

第二百四条 人の身体を傷害した者は、十五年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

(現場助勢) 

第二百六条 前二条の犯罪が行われるに当たり、現場において勢いを助けた者は、自ら人を傷害しなくても、一年以

下の懲役又は十万円以下の罰金若しくは科料に処する。 

(暴行) 

第二百八条 暴行を加えた者が人を傷害するに至らなかったときは、二年以下の懲役若しくは三十万円以下の罰金又

は拘留若しくは科料に処する。 

(凶器準備集合及び結集) 

第二百八条の二 二人以上の者が他人の生命、身体又は財産に対し共同して害を加える目的で集合した場合において、

凶器を準備して又はその準備があることを知って集合した者は、二年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

２ 前項の場合において、凶器を準備して又はその準備があることを知って人を集合させた者は、三年以下の懲役に

処する。 

(脅迫) 

第二百二十二条 生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人を脅迫した者は、二年以下の懲

役又は三十万円以下の罰金に処する。 

２ 親族の生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人を脅迫した者も、前項と同様とする。 

(背任) 

第二百四十七条 他人のためにその事務を処理する者が、自己若しくは第三者の利益を図り又は本人に損害を加える

目的で、その任務に背く行為をし、本人に財産上の損害を加えたときは、五年以下の懲役又は五十万円以下の罰金

に処する。 

 

 

（役員の親族等の排除）  

第二十一条 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の親族が一人

を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の親族が役員の総数の三分の一を超

えて含まれることになってはならない。  

（役員の欠員補充）  

第二十二条 理事又は監事のうち、その定数の三分の一を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補

充しなければならない。 

 

（役員の変更等の届出）  

第二十三条 特定非営利活動法人は、その役員の氏名又は住所若しくは居所に変更があったときは、遅

滞なく、変更後の役員名簿を添えて、その旨を所轄庁に届け出なければならない。  

２ 特定非営利活動法人は、役員が新たに就任した場合（任期満了と同時に再任された場合を除く。）に

おいて前項の届出をするときは、当該役員に係る第十条第一項第二号ロ及びハに掲げる書類を所轄庁

に提出しなければならない。  

 

（役員の任期）  

第二十四条 役員の任期は、二年以内において定款で定める期間とする。ただし、再任を妨げない。  

２ 前項の規定にかかわらず、定款で役員を社員総会で選任することとしている特定非営利活動法人に
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あっては、定款により、後任の役員が選任されていない場合に限り、同項の規定により定款で定めら

れた任期の末日後最初の社員総会が終結するまでその任期を伸長することができる。  

 

（定款の変更）  

第二十五条 定款の変更は、定款で定めるところにより、社員総会の議決を経なければならない。  

２ 前項の議決は、社員総数の二分の一以上が出席し、その出席者の四分の三以上の多数をもってしな

ければならない。ただし、定款に特別の定めがあるときは、この限りでない。  

３ 定款の変更（第十一条第一項第一号から第三号まで、第四号（所轄庁の変更を伴うものに限る。）、

第五号、第六号（役員の定数に係るものを除く。）、第七号、第十一号、第十二号（残余財産の帰属す

べき者に係るものに限る。）又は第十三号に掲げる事項に係る変更を含むものに限る。）は、所轄庁の

認証を受けなければ、その効力を生じない。 

４ 特定非営利活動法人は、前項の認証を受けようとするときは、都道府県又は指定都市の条例で定め

るところにより、当該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更後の定款を添付した申

請書を、所轄庁に提出しなければならない。この場合において、当該定款の変更が第十一条第一項第

三号又は第十一号に掲げる事項に係る変更を含むものであるときは、当該定款の変更の日の属する事

業年度及び翌事業年度の事業計画書及び活動予算書を併せて添付しなければならない。  

５ 第十条第二項から第四項まで及び第十二条の規定は、第三項の認証について準用する。  

６ 特定非営利活動法人は、定款の変更（第三項の規定により所轄庁の認証を受けなければならない事

項に係るものを除く。）をしたときは、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、遅滞なく、

当該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更後の定款を添えて、その旨を所轄庁に届

け出なければならない。  

７ 特定非営利活動法人は、定款の変更に係る登記をしたときは、遅滞なく、当該登記をしたことを証

する登記事項証明書を所轄庁に提出しなければならない。 

 

第二十六条 所轄庁の変更を伴う定款の変更に係る前条第四項の申請書は、変更前の所轄庁を経由して

変更後の所轄庁に提出するものとする。  

２ 前項の場合においては、前条第四項の添付書類のほか、第十条第一項第二号イ及び第四号に掲げる

書類並びに直近の第二十八条第一項に規定する事業報告書等（設立後当該書類が作成されるまでの間

は第十条第一項第七号の事業計画書、同項第八号の活動予算書及び第十四条の財産目録、合併後当該

書類が作成されるまでの間は第三十四条第五項において準用する第十条第一項第七号の事業計画書、

第三十四条第五項において準用する第十条第一項第八号の活動予算書及び第三十五条第一項の財産目

録）を申請書に添付しなければならない。  

３ 第一項の場合において、当該定款の変更を認証したときは、所轄庁は、内閣府令で定めるところに

より、遅滞なく、変更前の所轄庁から事務の引継ぎを受けなければならない。  

 

（会計の原則）  

第二十七条 特定非営利活動法人の会計は、この法律に定めるもののほか、次に掲げる原則に従って、

行わなければならない。  

一 削除  

二 会計簿は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳すること。  

三 計算書類（活動計算書及び貸借対照表をいう。次条第一項において同じ。）及び財産目録は、会計

簿に基づいて活動に係る事業の実績及び財政状態に関する真実な内容を明瞭に表示したものとする

こと。  

四 採用する会計処理の基準及び手続については、毎事業年度継続して適用し、みだりにこれを変更

しないこと。  

 

（事業報告書等の備置き等及び閲覧）  

第二十八条 特定非営利活動法人は、毎事業年度初めの三月以内に、都道府県又は指定都市の条例で定

めるところにより、前事業年度の事業報告書、計算書類及び財産目録並びに年間役員名簿（前事業年
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度において役員であったことがある者全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事

業年度における報酬の有無を記載した名簿をいう。）並びに前事業年度の末日における社員のうち十人

以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所又は居所を記載した書面（以

下「事業報告書等」という。）を作成し、これらを、その作成の日から起算して五年が経過した日を含

む事業年度の末日までの間、その事務所に備え置かなければならない。  

２ 特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、役員名簿及び定款等

（定款並びにその認証及び登記に関する書類の写しをいう。以下同じ。）を、その事務所に備え置かな

ければならない。  

３ 特定非営利活動法人は、その社員その他の利害関係人から次に掲げる書類の閲覧の請求があった場

合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧させなければならない。  

一 事業報告書等（設立後当該書類が作成されるまでの間は第十条第一項第七号の事業計画書、同項

第八号の活動予算書及び第十四条の財産目録、合併後当該書類が作成されるまでの間は第三十四条

第五項において準用する第十条第一項第七号の事業計画書、第三十四条第五項において準用する第

十条第一項第八号の活動予算書及び第三十五条第一項の財産目録。第三十条及び第四十五条第一項

第五号イにおいて同じ。）  

二 役員名簿  

三 定款等  

 

（貸借対照表の公告） 

第二十八条の二 特定非営利活動法人は、内閣府令で定めるところにより、前条第一項の規定による前

事業年度の貸借対照表の作成後遅滞なく、次に掲げる方法のうち定款で定める方法によりこれを公告

しなければならない。 

一 官報に掲載する方法 

二 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法 

三 電子公告（電磁的方法により不特定多数の者が公告すべき内容である情報の提供を受けることが 

 できる状態に置く措置であって内閣府令で定めるものをとる公告の方法をいう。以下この条におい 

 て同じ。） 

四 前三号に掲げるもののほか、不特定多数の者が公告すべき内容である情報を認識することができ

る状態に置く措置として内閣府令で定める方法 

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する貸借対照表の公告の方法として同項第一号又は第二号に

掲げる方法を定款で定める特定非営利活動法人は、当該貸借対照表の要旨を公告することで足りる。 

３ 特定非営利活動法人が第一項第三号に掲げる方法を同項に規定する貸借対照表の公告の方法とする

旨を定款で定める場合には、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることが

できない場合の当該公告の方法として、同項第一号又は第二号に掲げる方法のいすれかを定めること

ができる。 

４ 特定非営利活動法人が第一項の規定により電子公告による公告をする場合には、前条第一項の規定

による前事業年度の貸借対照表の作成の日から起算して五年が経過した日を含む事業年度の末日まで

の間、継続して当該公告をしなければならない。 

５ 前項の規定にかかわらず、同項の規定により電子公告による公告をしなければならない期間（第二

号において「公告期間」という。）中公告の中断（不特定多数の者が提供を受けることができる状態に

置かれた情報がその状態に置かれないこととなったこと又はその情報がその状態に置かれた後改変さ

れたことをいう。以下この項において同じ。）が生じた場合において、次のいずれにも該当するときは、

その公告の中断は、当該電子公告による公告の効力に影響を及ぼさない。 

 一 公告の中断が生ずることにつき特定非営利活動法人が善意でかつ重大な過失がないこと又は特定

非営利活動法人に正当な事由があること。 

 二 公告の中断が生じた時間の合計が公告期間の十分の一を超えないこと。 

 三 特定非営利活動法人が公告の中断が生じたことを知った後速やかにその旨、公告の中断が生じた

時間及び公告の中断の内容を当該電子公告による公告に付して公告したこと。 
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（事業報告書等の提出）  

第二十九条 特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、毎事業年度

一回、事業報告書等を所轄庁に提出しなければならない。  

 

（事業報告書等の公開）  

第三十条 所轄庁は、特定非営利活動法人から提出を受けた事業報告書等（過去五年間に提出を受けた

ものに限る。）、役員名簿又は定款等について閲覧又は謄写の請求があったときは、都道府県又は指定

都市の条例で定めるところにより、これらの書類（事業報告書等又は役員名簿については、これらに

記載された事項中、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの）を閲覧させ、又は謄写させ

なければならない。  

 

第四節 解散及び合併  

 

（解散事由）  

第三十一条 特定非営利活動法人は、次に掲げる事由によって解散する。  

一 社員総会の決議  

二 定款で定めた解散事由の発生  

三 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能  

四 社員の欠亡  

五 合併  

六 破産手続開始の決定  

七 第四十三条の規定による設立の認証の取消し  

２ 前項第三号に掲げる事由による解散は、所轄庁の認定がなければ、その効力を生じない。 

３ 特定非営利活動法人は、前項の認定を受けようとするときは、第一項第三号に掲げる事由を証する

書面を、所轄庁に提出しなければならない。 

４ 清算人は、第一項第一号、第二号、第四号又は第六号に掲げる事由によって解散した場合には、遅

滞なくその旨を所轄庁に届け出なければならない。 

 

（解散の決議）  

第三十一条の二 特定非営利活動法人は、総社員の四分の三以上の賛成がなければ、解散の決議をする

ことができない。ただし、定款に別段の定めがあるときは、この限りでない。  

 

（特定非営利活動法人についての破産手続の開始）  

第三十一条の三 特定非営利活動法人がその債務につきその財産をもって完済することができなくなっ

た場合には、裁判所は、理事若しくは債権者の申立てにより又は職権で、破産手続開始の決定をする。  

２ 前項に規定する場合には、理事は、直ちに破産手続開始の申立てをしなければならない。  

 

（清算中の特定非営利活動法人の能力）  

第三十一条の四 解散した特定非営利活動法人は、清算の目的の範囲内において、その清算の結了に至

るまではなお存続するものとみなす。 

（清算人）  

第三十一条の五 特定非営利活動法人が解散したときは、破産手続開始の決定による解散の場合を除き、

理事がその清算人となる。ただし、定款に別段の定めがあるとき、又は社員総会において理事以外の

者を選任したときは、この限りでない。  

 

（裁判所による清算人の選任）  

第三十一条の六 前条の規定により清算人となる者がないとき、又は清算人が欠けたため損害を生ずる

おそれがあるときは、裁判所は、利害関係人若しくは検察官の請求により又は職権で、清算人を選任



11 

 

することができる。  

 

 

（清算人の解任）  

第三十一条の七 重要な事由があるときは、裁判所は、利害関係人若しくは検察官の請求により又は職

権で、清算人を解任することができる。  

 

（清算人の届出）  

第三十一条の八 清算中に就任した清算人は、その氏名及び住所を所轄庁に届け出なければならない。  

（清算人の職務及び権限）  

第三十一条の九 清算人の職務は、次のとおりとする。  

一 現務の結了  

二 債権の取立て及び債務の弁済  

三 残余財産の引渡し  

２ 清算人は、前項各号に掲げる職務を行うために必要な一切の行為をすることができる。  

 

（債権の申出の催告等）  

第三十一条の十 清算人は、特定非営利活動法人が第三十一条第一項各号に掲げる事由によって解散し

た後、遅滞なく、公告をもって、債権者に対し、一定の期間内にその債権の申出をすべき旨の催告を

しなければならない。この場合において、その期間は、二月を下ることができない。  

２ 前項の公告には、債権者がその期間内に申出をしないときは清算から除斥されるべき旨を付記しな

ければならない。ただし、清算人は、判明している債権者を除斥することができない。  

３ 清算人は、判明している債権者には、各別にその申出の催告をしなければならない。  

４ 第一項の公告は、官報に掲載してする。  

 

（期間経過後の債権の申出）  

第三十一条の十一 前条第一項の期間の経過後に申出をした債権者は、特定非営利活動法人の債務が完

済された後まだ権利の帰属すべき者に引き渡されていない財産に対してのみ、請求をすることができ

る。  

 

（清算中の特定非営利活動法人についての破産手続の開始）  

第三十一条の十二 清算中に特定非営利活動法人の財産がその債務を完済するのに足りないことが明ら

かになったときは、清算人は、直ちに破産手続開始の申立てをし、その旨を公告しなければならない。  

２ 清算人は、清算中の特定非営利活動法人が破産手続開始の決定を受けた場合において、破産管財人

にその事務を引き継いだときは、その任務を終了したものとする。  

３ 前項に規定する場合において、清算中の特定非営利活動法人が既に債権者に支払い、又は権利の帰

属すべき者に引き渡したものがあるときは、破産管財人は、これを取り戻すことができる。  

４ 第一項の規定による公告は、官報に掲載してする。  

 

（残余財産の帰属）  

第三十二条 解散した特定非営利活動法人の残余財産は、合併及び破産手続開始の決定による解散の場

合を除き、所轄庁に対する清算結了の届出の時において、定款で定めるところにより、その帰属すべ

き者に帰属する。  

２ 定款に残余財産の帰属すべき者に関する規定がないときは、清算人は、所轄庁の認証を得て、その

財産を国又は地方公共団体に譲渡することができる。  

３ 前二項の規定により処分されない財産は、国庫に帰属する。  

 

（裁判所による監督）  

第三十二条の二 特定非営利活動法人の解散及び清算は、裁判所の監督に属する。  
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２ 裁判所は、職権で、いつでも前項の監督に必要な検査をすることができる。  

３ 特定非営利活動法人の解散及び清算を監督する裁判所は、所轄庁に対し、意見を求め、又は調査を

嘱託することができる。  

４ 所轄庁は、前項に規定する裁判所に対し、意見を述べることができる。  

（清算結了の届出）  

第三十二条の三 清算が結了したときは、清算人は、その旨を所轄庁に届け出なければならない。  

 

（解散及び清算の監督等に関する事件の管轄）  

第三十二条の四 特定非営利活動法人の解散及び清算の監督並びに清算人に関する事件は、その主たる

事務所の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。  

 

（不服申立ての制限）  

第三十二条の五 清算人の選任の裁判に対しては、不服を申し立てることができない。  

 

（裁判所の選任する清算人の報酬）  

第三十二条の六 裁判所は、第三十一条の六の規定により清算人を選任した場合には、特定非営利活動

法人が当該清算人に対して支払う報酬の額を定めることができる。この場合においては、裁判所は、

当該清算人及び監事の陳述を聴かなければならない。  

 

第三十二条の七 削除  

 

（検査役の選任）  

第三十二条の八 裁判所は、特定非営利活動法人の解散及び清算の監督に必要な調査をさせるため、検

査役を選任することができる。  

２ 第三十二条の五及び第三十二条の六の規定は、前項の規定により裁判所が検査役を選任した場合に

ついて準用する。この場合において、同条中「清算人及び監事」とあるのは、「特定非営利活動法人及

び検査役」と読み替えるものとする。  

 

（合併）  

第三十三条 特定非営利活動法人は、他の特定非営利活動法人と合併することができる。  

 

（合併手続）  

第三十四条 特定非営利活動法人が合併するには、社員総会の議決を経なければならない。  

２ 前項の議決は、社員総数の四分の三以上の多数をもってしなければならない。ただし、定款に特別

の定めがあるときは、この限りでない。  

３ 合併は、所轄庁の認証を受けなければ、その効力を生じない。 

４ 特定非営利活動法人は、前項の認証を受けようとするときは、第一項の議決をした社員総会の議事

録の謄本を添付した申請書を、所轄庁に提出しなければならない。  

５ 第十条及び第十二条の規定は、第三項の認証について準用する。  

 

第三十五条 特定非営利活動法人は、前条第三項の認証があったときは、その認証の通知のあった日か

ら二週間以内に、貸借対照表及び財産目録を作成し、次項の規定により債権者が異議を述べることが

できる期間が満了するまでの間、これをその事務所に備え置かなければならない。  

２ 特定非営利活動法人は、前条第三項の認証があったときは、その認証の通知のあった日から二週間

以内に、その債権者に対し、合併に異議があれば一定の期間内に述べるべきことを公告し、かつ、判

明している債権者に対しては、各別にこれを催告しなければならない。この場合において、その期間

は、二月を下回ってはならない。  

 

第三十六条 債権者が前条第二項の期間内に異議を述べなかったときは、合併を承認したものとみなす。  



13 

 

２ 債権者が異議を述べたときは、特定非営利活動法人は、これに弁済し、若しくは相当の担保を供し、

又はその債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社若しくは信託業務を営む金融機関に相

当の財産を信託しなければならない。ただし、合併をしてもその債権者を害するおそれがないときは、

この限りでない。  

 

第三十七条 合併により特定非営利活動法人を設立する場合においては、定款の作成その他特定非営利

活動法人の設立に関する事務は、それぞれの特定非営利活動法人において選任した者が共同して行わ

なければならない。  

 

（合併の効果）  

第三十八条 合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立した特定非営利活動法人は、合

併によって消滅した特定非営利活動法人の一切の権利義務（当該特定非営利活動法人がその行う事業

に関し行政庁の認可その他の処分に基づいて有する権利義務を含む。）を承継する。  

 

（合併の時期等）  

第三十九条 特定非営利活動法人の合併は、合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立

する特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地において登記をすることによって、その効力を生ず

る。 

２ 第十三条第二項及び第十四条の規定は前項の登記をした場合について、第十三条第三項の規定は前

項の登記をしない場合について、それぞれ準用する。  

 

第四十条 削除  

 

第五節 監督  

 

（報告及び検査）  

第四十一条 所轄庁は、特定非営利活動法人（認定特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活動法

人を除く。以下この項及び次項において同じ。）が法令、法令に基づいてする行政庁の処分又は定款に

違反する疑いがあると認められる相当な理由があるときは、当該特定非営利活動法人に対し、その業

務若しくは財産の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、当該特定非営利活動法人の事務所その他

の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させること

ができる。  

２ 所轄庁は、前項の規定による検査をさせる場合においては、当該検査をする職員に、同項の相当の

理由を記載した書面を、あらかじめ、当該特定非営利活動法人の役員その他の当該検査の対象となっ

ている事務所その他の施設の管理について権限を有する者（以下この項において「特定非営利活動法

人の役員等」という。）に提示させなければならない。この場合において、当該特定非営利活動法人の

役員等が当該書面の交付を要求したときは、これを交付させなければならない。 

３ 第一項の規定による検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示しな

ければならない。  

４ 第一項の規定による検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。  

 

（改善命令）  

第四十二条 所轄庁は、特定非営利活動法人が第十二条第一項第二号、第三号又は第四号に規定する要

件を欠くに至ったと認めるときその他法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反し、

又はその運営が著しく適正を欠くと認めるときは、当該特定非営利活動法人に対し、期限を定めて、

その改善のために必要な措置を採るべきことを命ずることができる。  

 

（設立の認証の取消し）  

第四十三条 所轄庁は、特定非営利活動法人が、前条の規定による命令に違反した場合であって他の方
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法により監督の目的を達することができないとき又は三年以上にわたって第二十九条の規定による事

業報告書等の提出を行わないときは、当該特定非営利活動法人の設立の認証を取り消すことができる。  

２ 所轄庁は、特定非営利活動法人が法令に違反した場合において、前条の規定による命令によっては

その改善を期待することができないことが明らかであり、かつ、他の方法により監督の目的を達する

ことができないときは、同条の規定による命令を経ないでも、当該特定非営利活動法人の設立の認証

を取り消すことができる。  

３ 前二項の規定による設立の認証の取消しに係る聴聞の期日における審理は、当該特定非営利活動法

人から請求があったときは、公開により行うよう努めなければならない。  

４ 所轄庁は、前項の規定による請求があった場合において、聴聞の期日における審理を公開により行

わないときは、当該特定非営利活動法人に対し、当該公開により行わない理由を記載した書面を交付

しなければならない。  

 

（意見聴取）  

第四十三条の二 所轄庁は、特定非営利活動法人について第十二条第一項第三号に規定する要件を欠い

ている疑い又はその役員について第二十条第四号に該当する疑いがあると認めるときは、その理由

を付して、警視総監又は道府県警察本部長の意見を聴くことができる。  

 

（所轄庁への意見） 

第四十三条の三 警視総監又は道府県警察本部長は、特定非営利活動法人について第十二条第一項第三

号に規定する要件を欠いていると疑うに足りる相当な理由又はその役員について第二十条第四号に該

当すると疑うに足りる相当な理由があるため、所轄庁が当該特定非営利活動法人に対して適当な措置

を採ることが必要であると認めるときは、所轄庁に対し、その旨の意見を述べることができる。  

 

第三章 認定特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活動法人  

 

第一節 認定特定非営利活動法人  

 

（認定）  

第四十四条 特定非営利活動法人のうち、その運営組織及び事業活動が適正であって公益の増進に資す

るものは、所轄庁の認定を受けることができる。 

２ 前項の認定を受けようとする特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところ

により、次に掲げる書類を添付した申請書を所轄庁に提出しなければならない。ただし、次条第一項

第一号ハに掲げる基準に適合する特定非営利活動法人が申請をする場合には、第一号に掲げる書類を

添付することを要しない。  

一 実績判定期間内の日を含む各事業年度（その期間が一年を超える場合は、当該期間をその初日以

後一年ごとに区分した期間（最後に一年未満の期間を生じたときは、その一年未満の期間）。以下同

じ。）の寄附者名簿（各事業年度に当該申請に係る特定非営利活動法人が受け入れた寄附金の支払者

ごとに当該支払者の氏名（法人にあっては、その名称）及び住所並びにその寄附金の額及び受け入

れた年月日を記載した書類をいう。以下同じ。）  

二 次条第一項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（前号に掲げる書類を除く。）及び第四

十七条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類  

三 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類  

３ 前項第一号の「実績判定期間」とは、第一項の認定を受けようとする特定非営利活動法人の直前に

終了した事業年度の末日以前五年（同項の認定を受けたことのない特定非営利活動法人が同項の認定

を受けようとする場合にあっては、二年）内に終了した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日か

ら当該末日までの期間をいう。 

 

（認定の基準）  

第四十五条 所轄庁は、前条第一項の認定の申請をした特定非営利活動法人が次の各号に掲げる基準に
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適合すると認めるときは、同項の認定をするものとする。  

一 広く市民からの支援を受けているかどうかを判断するための基準として次に掲げる基準のいずれ

かに適合すること。  

イ 実績判定期間（前条第三項に規定する実績判定期間をいう。以下同じ。）における経常収入金額

（（１）に掲げる金額をいう。）のうちに寄附金等収入金額（（２）に掲げる金額（内閣府令で定め

る要件を満たす特定非営利活動法人にあっては、（２）及び（３）に掲げる金額の合計額）をいう。）

の占める割合が政令で定める割合以上であること。 

（１）総収入金額から国等（国、地方公共団体、法人税法（昭和四十年法律第三十四号）別表第

一に掲げる独立行政法人、地方独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関法人及び我

が国が加盟している国際機関をいう。以下この（１）において同じ。）からの補助金その他国

等が反対給付を受けないで交付するもの（次項において「国の補助金等」という。）、臨時的

な収入その他の内閣府令で定めるものの額を控除した金額 

（２） 受け入れた寄附金の額の総額（第四号ニにおいて「受入寄附金総額」という。）から一者

当たり基準限度超過額（同一の者からの寄附金の額のうち内閣府令で定める金額を超える部

分の金額をいう。）その他の内閣府令で定める寄附金の額の合計額を控除した金額 

（３）社員から受け入れた会費の額の合計額から当該合計額に次号に規定する内閣府令で定める

割合を乗じて計算した金額を控除した金額のうち（２）に掲げる金額に達するまでの金額 

ロ 実績判定期間内の日を含む各事業年度における判定基準寄附者（当該事業年度における同一の

者からの寄附金（寄附者の氏名（法人にあっては、その名称）その他の内閣府令で定める事項が

明らかな寄附金に限る。以下このロにおいて同じ。）の額の総額（当該同一の者が個人である場合

には、当該事業年度におけるその者と生計を一にする者からの寄附金の額を加算した金額）が政

令で定める額以上である場合の当該同一の者をいい、当該申請に係る特定非営利活動法人の役員

である者及び当該役員と生計を一にする者を除く。以下同じ。）の数（当該事業年度において個人

である判定基準寄附者と生計を一にする他の判定基準寄附者がいる場合には、当該判定基準寄附

者と当該他の判定基準寄附者を一人とみなした数）の合計数に十二を乗じてこれを当該実績判定

期間の月数で除して得た数が政令で定める数以上であること。 

ハ 前条第二項の申請書を提出した日の前日において、地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六

号）第三十七条の二第一項第四号（同法第一条第二項の規定により都について準用する場合を含

む。）に掲げる寄附金又は同法第三百十四条の七第一項第四号（同法第一条第二項の規定により特

別区について準用する場合を含む。）に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人としてこれ

らの寄附金を定める条例で定められているもの（その条例を制定した道府県（都を含む。）又は市

町村（特別区を含む。）の区域内に事務所を有するものに限る。）であること。 

二 実績判定期間における事業活動のうちに次に掲げる活動の占める割合として内閣府令で定める割

合が百分の五十未満であること。 

イ 会員又はこれに類するものとして内閣府令で定める者（当該申請に係る特定非営利活動法人の

運営又は業務の執行に関係しない者で内閣府令で定めるものを除く。以下この号において「会員

等」という。）に対する資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」とい

う。）、会員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動（資産の譲渡等

のうち対価を得ないで行われるものその他内閣府令で定めるものを除く。） 

ロ その便益の及ぶ者が次に掲げる者その他特定の範囲の者（前号ハに掲げる基準に適合する場合

にあっては、（４）に掲げる者を除く。）である活動（会員等を対象とする活動で内閣府令で定め

るもの及び会員等に対する資産の譲渡等を除く。） 

（１）会員等 

（２）特定の団体の構成員 

（３）特定の職域に属する者 

（４）特定の地域として内閣府令で定める地域に居住し又は事務所その他これに準ずるものを有

する者 

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する普及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他の活動 

ニ 特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動 
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三 その運営組織及び経理に関し、次に掲げる基準に適合していること。  

イ 各役員について、次に掲げる者の数の役員の総数のうちに占める割合が、それぞれ三分の一以

下であること。 

（１） 当該役員並びに当該役員の配偶者及び三親等以内の親族並びに当該役員と内閣府令で定め

る特殊の関係のある者 

（２） 特定の法人（当該法人との間に発行済株式又は出資（その有する自己の株式又は出資を除

く。）の総数又は総額の百分の五十以上の株式又は出資の数又は金額を直接又は間接に保有す

る関係その他の内閣府令で定める関係のある法人を含む。）の役員又は使用人である者並びに

これらの者の配偶者及び三親等以内の親族並びにこれらの者と内閣府令で定める特殊の関係

のある者 

ロ 各社員の表決権が平等であること。 

ハ その会計について公認会計士若しくは監査法人の監査を受けていること又は内閣府令で定める

ところにより帳簿及び書類を備え付けてこれらにその取引を記録し、かつ、当該帳簿及び書類を

保存していること。 

ニ その支出した金銭でその費途が明らかでないものがあることその他の不適正な経理として内閣

府令で定める経理が行われていないこと。 

四 その事業活動に関し、次に掲げる基準に適合していること。  

イ 次に掲げる活動を行っていないこと。 

（１）宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成すること。 

（２）政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対すること。 

（３）特定の公職の候補者若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対

すること。 

ロ その役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族

又はこれらの者と内閣府令で定める特殊の関係のある者に対し特別の利益を与えないことその他

の特定の者と特別の関係がないものとして内閣府令で定める基準に適合していること。 

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうちに特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合又

はこれに準ずるものとして内閣府令で定める割合が百分の八十以上であること。 

ニ 実績判定期間における受入寄附金総額の百分の七十以上を特定非営利活動に係る事業費に充て

ていること。 

五 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、当該書

類（イに掲げる書類については、これらに記載された事項中、個人の住所又は居所に係る記載の部

分を除いたもの）をその事務所において閲覧させること。  

イ 事業報告書等、役員名簿及び定款等 

ロ 前条第二項第二号及び第三号に掲げる書類並びに第五十四条第二項第二号から第四号までに掲

げる書類及び同条第三項の書類 

六 各事業年度において、事業報告書等を第二十九条の規定により所轄庁に提出していること。 

七 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により利益を

得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと。  

八 前条第二項の申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後一年を超え

る期間が経過していること。  

九 実績判定期間において、第三号、第四号イ及びロ並びに第五号から第七号までに掲げる基準（当

該実績判定期間中に、前条第一項の認定又は第五十八条第一項の特例認定を受けていない期間が含

まれる場合には、当該期間については第五号ロに掲げる基準を除く。）に適合していること。  

２ 前項の規定にかかわらず、前条第一項の認定の申請をした特定非営利活動法人の実績判定期間に国

の補助金等がある場合及び政令で定める小規模な特定非営利活動法人が同項の認定の申請をした場

合における前項第一号イに規定する割合の計算については、政令で定める方法によることができる。 

 

 

（合併特定非営利活動法人に関する適用） 
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第四十六条 前二条に定めるもののほか、第四十四条第一項の認定を受けようとする特定非営利活動法

人が合併後存続した特定非営利活動法人又は合併によって設立した特定非営利活動法人で同条第二

項の申請書を提出しようとする事業年度の初日においてその合併又は設立の日以後一年を超える期

間が経過していないものである場合における前二条の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定め

る。 

 

 （欠格事由）  

第四十七条 第四十五条の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する特定非営利活動法人は、第四十

四条第一項の認定を受けることができない。  

一 その役員のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの  

イ 認定特定非営利活動法人が第六十七条第一項若しくは第二項の規定により第四十四条第一項の

認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が第六十七条第三項において準用する

同条第一項若しくは第二項の規定により第五十八条第一項の特例認定を取り消された場合におい

て、その取消しの原因となった事実があった日以前一年内に当該認定特定非営利活動法人又は当

該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から五年を経

過しないもの 

ロ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日か

ら五年を経過しない者 

ハ この法律若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定に違反したことによ

り、若しくは刑法第二百四条 、第二百六条、第二百八条、第二百八条の二、第二百二十二条若し

くは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯したことにより、又は国

税若しくは地方税に関する法律中偽りその他不正の行為により国税若しくは地方税を免れ、納付

せず、若しくはこれらの税の還付を受け、若しくはこれらの違反行為をしようとすることに関す

る罪を定めた規定に違反したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその

執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者 

ニ 暴力団の構成員等 

二 第六十七条第一項若しくは第二項の規定により第四十四条第一項の認定を取り消され、又は第六

十七条第三項において準用する同条第一項若しくは第二項の規定により第五十八条第一項の特例認

定を取り消され、その取消しの日から五年を経過しないもの  

三 その定款又は事業計画書の内容が法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反しているもの  

四 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から三年を経過

しないもの  

五 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から三年を経過しないもの  

六 次のいずれかに該当するもの  

イ 暴力団 

ロ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制の下にあるもの 

 

（認定に関する意見聴取）  

第四十八条 所轄庁は、第四十四条第一項の認定をしようとするときは、次の各号に掲げる事由の区分

に応じ、当該事由の有無について、当該各号に定める者の意見を聴くことができる。  

一 前条第一号ニ及び第六号に規定する事由 警視総監又は道府県警察本部長 

二 前条第四号及び第五号に規定する事由 国税庁長官、関係都道府県知事又は関係市町村長（以下

「国税庁長官等」という。） 

 

（認定の通知等）  

第四十九条 所轄庁は、第四十四条第一項の認定をしたときはその旨を、同項の認定をしないことを決

定したときはその旨及びその理由を、当該申請をした特定非営利活動法人に対し、速やかに、書面に

より通知しなければならない。  

２ 所轄庁は、第四十四条第一項の認定をしたときは、インターネットの利用その他の適切な方法によ
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り、当該認定に係る認定特定非営利活動法人に係る次に掲げる事項を公示しなければならない。  

一 名称  

二 代表者の氏名  

三 主たる事務所及びその他の事務所の所在地  

四 当該認定の有効期間  

五 前各号に掲げるもののほか、都道府県又は指定都市の条例で定める事項  

３ 所轄庁は、特定非営利活動法人で二以上の都道府県の区域内に事務所を設置するものについて第四

十四条第一項の認定をしたときは、当該認定に係る認定特定非営利活動法人の名称その他の内閣府令

で定める事項を、その主たる事務所が所在する都道府県以外の都道府県でその事務所が所在する都道

府県の知事（以下「所轄庁以外の関係知事」という。）に対し通知しなければならない。  

４ 認定特定非営利活動法人で二以上の都道府県の区域内に事務所を設置するものは、第一項の規定に

よる認定の通知を受けたときは、内閣府令で定めるところにより、遅滞なく、次に掲げる書類を所轄

庁以外の関係知事に提出しなければならない。  

一 直近の事業報告書等（合併後当該書類が作成されるまでの間は、第三十四条第五項において準用

する第十条第一項第七号の事業計画書、第三十四条第五項において準用する第十条第一項第八号の

活動予算書及び第三十五条第一項の財産目録。第五十二条第四項及び第五項において同じ。）、役員

名簿及び定款等  

二 第四十四条第二項の規定により所轄庁に提出した同項各号に掲げる添付書類の写し  

三 認定に関する書類の写し  

 

（名称等の使用制限）  

第五十条 認定特定非営利活動法人でない者は、その名称又は商号中に、認定特定非営利活動法人であ

ると誤認されるおそれのある文字を用いてはならない。  

２ 何人も、不正の目的をもって、他の認定特定非営利活動法人であると誤認されるおそれのある名称

又は商号を使用してはならない。  

 

（認定の有効期間及びその更新）  

第五十一条 第四十四条第一項の認定の有効期間（次項の有効期間の更新がされた場合にあっては、当

該更新された有効期間。以下この条及び第五十七条第一項第一号において同じ。）は、当該認定の日（次

項の有効期間の更新がされた場合にあっては、従前の認定の有効期間の満了の日の翌日。第五十四条

第一項において同じ。）から起算して五年とする。  

２ 前項の有効期間の満了後引き続き認定特定非営利活動法人として特定非営利活動を行おうとする認

定特定非営利活動法人は、その有効期間の更新を受けなければならない。  

３ 前項の有効期間の更新を受けようとする認定特定非営利活動法人は、第一項の有効期間の満了の日

の六月前から三月前までの間（以下この項において「更新申請期間」という。）に、所轄庁に有効期間

の更新の申請をしなければならない。ただし、災害その他やむを得ない事由により更新申請期間にそ

の申請をすることができないときは、この限りでない。  

４ 前項の申請があった場合において、第一項の有効期間の満了の日までにその申請に対する処分がさ

れないときは、従前の認定は、同項の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なお効力を

有する。  

５ 第四十四条第二項（第一号に係る部分を除く。）及び第三項、第四十五条第一項（第三号ロ、第六号、

第八号及び第九号に係る部分を除く。）及び第二項、第四十六条から第四十八条まで並びに第四十九条

第一項、第二項及び第四項（第一号に係る部分を除く。）の規定は、第二項の有効期間の更新について

準用する。ただし、第四十四条第二項第二号及び第三号に掲げる書類については、既に所轄庁に提出

されている当該書類の内容に変更がないときは、その添付を省略することができる。  

 

（役員の変更等の届出、定款の変更の届出等及び事業報告書等の提出に係る特例並びにこれらの書類

の閲覧）  

第五十二条 認定特定非営利活動法人についての第二十三条、第二十五条第六項及び第七項並びに第二
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十九条の規定の適用については、これらの規定中「所轄庁に」とあるのは、「所轄庁（二以上の都道府

県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人にあっては、所轄庁及び所轄庁以外の関係知

事）に」とする。 

２ 二以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人は、第二十五条第三項の定

款の変更の認証を受けたときは、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、遅滞なく、当

該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更後の定款を所轄庁以外の関係知事に提出し

なければならない。  

３ 第二十六条第一項の場合においては、認定特定非営利活動法人は、同条第二項に掲げる添付書類の

ほか、内閣府令で定めるところにより、寄附者名簿その他の内閣府令で定める書類を申請書に添付し

なければならない。 

４ 認定特定非営利活動法人は、事業報告書等、役員名簿又は定款等の閲覧の請求があった場合には、

正当な理由がある場合を除いて、これをその事務所において閲覧させなければならない。 

５ 認定特定非営利活動法人は、前項の請求があった場合において事業報告書等又は役員名簿を閲覧さ

せるときは、同項の規定にかかわらず、これらに記載された事項中、個人の住所又は居所に係る記載

の部分を除くことができる。 

 

（代表者の氏名の変更の届出等並びに事務所の新設及び廃止に関する通知等）  

第五十三条 認定特定非営利活動法人は、代表者の氏名に変更があったときは、遅滞なく、その旨を所

轄庁に届け出なければならない。  

２ 所轄庁は、認定特定非営利活動法人について、第四十九条第二項各号（第二号及び第四号を除く。）

に掲げる事項に係る定款の変更についての第二十五条第三項の認証をしたとき若しくは同条第六項の

届出を受けたとき、前項の届出を受けたとき又は第四十九条第二項第五号に掲げる事項に変更があっ

たときは、インターネットの利用その他の適切な方法により、その旨を公示しなければならない。  

３ 所轄庁は、認定特定非営利活動法人の事務所が所在する都道府県以外の都道府県の区域内に新たに

事務所を設置する旨又はその主たる事務所が所在する都道府県以外の都道府県の区域内の全ての事務

所を廃止する旨の定款の変更についての第二十五条第三項の認証をしたとき又は同条第六項の届出を

受けたときは、その旨を当該都道府県の知事に通知しなければならない。  

４ 認定特定非営利活動法人は、その事務所が所在する都道府県以外の都道府県の区域内に新たに事務

所を設置したときは、内閣府令で定めるところにより、遅滞なく、第四十九条第四項各号に掲げる書

類を、当該都道府県の知事に提出しなければならない。  

 

（認定申請の添付書類及び役員報酬規程等の備置き等及び閲覧）  

第五十四条 認定特定非営利活動法人は、第四十四条第一項の認定を受けたときは、同条第二項第二号

及び第三号に掲げる書類を、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、同条第一項の認定

の日から起算して五年間、その事務所に備え置かなければならない。  

２ 認定特定非営利活動法人は、毎事業年度初めの三月以内に、都道府県又は指定都市の条例で定める

ところにより、次に掲げる書類を作成し、第一号に掲げる書類についてはその作成の日から起算して

五年間、第二号から第四号までに掲げる書類についてはその作成の日から起算して五年が経過した日

を含む事業年度の末日までの間、その事務所に備え置かなければならない。  

一 前事業年度の寄附者名簿  

二 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程  

 三 前事業年度の収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関す

る事項その他の内閣府令で定める事項を記載した書類  

四 前三号に掲げるもののほか、内閣府令で定める書類 

３ 認定特定非営利活動法人は、助成金の支給を行ったときは、都道府県又は指定都市の条例で定める

ところにより、遅滞なく、その助成の実績を記載した書類を作成し、その作成の日から起算して五年

が経過した日を含む事業年度の末日までの間、これをその事務所に備え置かなければならない。  

４ 認定特定非営利活動法人は、第四十四条第二項第二号若しくは第三号に掲げる書類又は第二項第二

号から第四号までに掲げる書類若しくは前項の書類の閲覧の請求があった場合には、正当な理由があ
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る場合を除いて、これをその事務所において閲覧させなければならない。  

 

（役員報酬規程等の提出）  

第五十五条 認定特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、毎事業

年度一回、前条第二項第二号から第四号までに掲げる書類（同項第三号に掲げる書類については、資

産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項以外の事項を記載した書類に限る。）

を所轄庁（二以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人にあっては、所轄

庁及び所轄庁以外の関係知事。以下この条において同じ。）に提出しなければならない。ただし、前条

第二項第二号に掲げる書類については、既に所轄庁に提出されている当該書類の内容に変更がない場

合は、この限りでない。 

２ 認定特定非営利活動法人は、助成金の支給を行ったときは、都道府県又は指定都市の条例で定める

ところにより、前条第三項の書類を所轄庁に提出しなければならない。  

 

（役員報酬規程等の公開）  

第五十六条 所轄庁は、認定特定非営利活動法人から提出を受けた第四十四条第二項第二号若しくは第

三号に掲げる書類又は第五十四条第二項第二号から第四号までに掲げる書類若しくは同条第三項の書

類（過去五年間に提出を受けたものに限る。）について閲覧又は謄写の請求があったときは、都道府県

又は指定都市の条例で定めるところにより、これを閲覧させ、又は謄写させなければならない。  

 

（認定の失効）  

第五十七条 認定特定非営利活動法人について、次のいずれかに掲げる事由が生じたときは、第四十四

条第一項の認定は、その効力を失う。  

一 第四十四条第一項の認定の有効期間が経過したとき（第五十一条第四項に規定する場合にあって

は、更新拒否処分がされたとき。）。  

二 認定特定非営利活動法人が認定特定非営利活動法人でない特定非営利活動法人と合併をした場合

において、その合併が第六十三条第一項の認定を経ずにその効力を生じたとき（同条第四項に規定

する場合にあっては、その合併の不認定処分がされたとき。）。  

三 認定特定非営利活動法人が解散したとき。  

２ 所轄庁は、前項の規定により第四十四条第一項の認定がその効力を失ったときは、インターネット

の利用その他の適切な方法により、その旨を公示しなければならない。  

３ 所轄庁は、認定特定非営利活動法人で二以上の都道府県の区域内に事務所を設置するものについて

第一項の規定により第四十四条第一項の認定がその効力を失ったときは、その旨を所轄庁以外の関係

知事に対し通知しなければならない。  

 

第二節 特例認定特定非営利活動法人  

 

（特例認定）  

第五十八条 特定非営利活動法人であって新たに設立されたもののうち、その運営組織及び事業活動が

適正であって特定非営利活動の健全な発展の基盤を有し公益の増進に資すると見込まれるものは、所

轄庁の特例認定を受けることができる。 

２ 第四十四条第二項（第一号に係る部分を除く。）及び第三項の規定は、前項の特例認定を受けようと

する特定非営利活動法人について準用する。この場合において、同条第三項中「五年（同項の認定を

受けたことのない特定非営利活動法人が同項の認定を受けようとする場合にあっては、二年）」とある

のは、「二年」と読み替えるものとする。 

 

（特例認定の基準）  

第五十九条 所轄庁は、前条第一項の特例認定の申請をした特定非営利活動法人が次の各号に掲げる基

準に適合すると認めるときは、同項の特例認定をするものとする。  

一 第四十五条第一項第二号から第九号までに掲げる基準に適合すること。  
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二 前条第二項において準用する第四十四条第二項の申請書を提出した日の前日において、その設立

の日（当該特定非営利活動法人が合併後存続した特定非営利活動法人である場合にあっては当該特

定非営利活動法人又はその合併によって消滅した各特定非営利活動法人の設立の日のうち最も早い

日、当該特定非営利活動法人が合併によって設立した特定非営利活動法人である場合にあってはそ

の合併によって消滅した各特定非営利活動法人の設立の日のうち最も早い日）から五年を経過しな

い特定非営利活動法人であること。  

三 第四十四条第一項の認定又は前条第一項の特例認定を受けたことがないこと。  

 

（特例認定の有効期間）  

第六十条 第五十八条第一項の特例認定の有効期間は、当該特例認定の日から起算して三年とする。  

 

 

（特例認定の失効）  

第六十一条 特例認定特定非営利活動法人について、次のいずれかに掲げる事由が生じたときは、第五

十八条第一項の特例認定は、その効力を失う。  

一 第五十八条第一項の特例認定の有効期間が経過したとき。  

二 特例認定特定非営利活動法人が特例認定特定非営利活動法人でない特定非営利活動法人と合併を

した場合において、その合併が第六十三条第一項又は第二項の認定を経ずにその効力を生じたとき

（同条第四項に規定する場合にあっては、その合併の不認定処分がされたとき。）。  

三 特例認定特定非営利活動法人が解散したとき。  

四 特例認定特定非営利活動法人が第四十四条第一項の認定を受けたとき。 

 

（認定特定非営利活動法人に関する規定の準用）  

第六十二条 第四十六条から第五十条まで、第五十二条から第五十六条まで並びに第五十七条第二項及

び第三項の規定は、特例認定特定非営利活動法人について準用する。この場合において、第五十四条

第一項中「五年間」とあるのは「三年間」と、同条第二項中「五年間」とあるのは「三年間」と、「そ

の作成の日から起算して五年が経過した日を含む事業年度」とあるのは「翌々事業年度」と、同条第

三項中「五年が経過した日を含む事業年度の末日」とあるのは「第六十条の有効期間の満了の日」と、

第五十六条中「五年間」とあるのは「三年間」と読み替えるものとする。 

 

第三節 認定特定非営利活動法人等の合併  

 

第六十三条 認定特定非営利活動法人が認定特定非営利活動法人でない特定非営利活動法人と合併をし

た場合は、合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立した特定非営利活動法人は、そ

の合併について所轄庁の認定がされたときに限り、合併によって消滅した特定非営利活動法人のこの

法律の規定による認定特定非営利活動法人としての地位を承継する。  

２ 特例認定特定非営利活動法人が特例認定特定非営利活動法人でない特定非営利活動法人（認定特定

非営利活動法人であるものを除く。）と合併をした場合は、合併後存続する特定非営利活動法人又は合

併によって設立した特定非営利活動法人は、その合併について所轄庁の認定がされたときに限り、合

併によって消滅した特定非営利活動法人のこの法律の規定による特例認定特定非営利活動法人として

の地位を承継する。 

３ 第一項の認定を受けようとする認定特定非営利活動法人又は前項の認定を受けようとする特例認定

特定非営利活動法人は、第三十四条第三項の認証の申請に併せて、所轄庁に第一項の認定又は前項の

認定の申請をしなければならない。  

４ 前項の申請があった場合において、その合併がその効力を生ずる日までにその申請に対する処分が

されないときは、合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立した特定非営利活動法人

は、その処分がされるまでの間は、合併によって消滅した特定非営利活動法人のこの法律の規定によ

る認定特定非営利活動法人又は特例認定特定非営利活動法人としての地位を承継しているものとみな

す。  
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５ 第四十四条第二項及び第三項、第四十五条、第四十七条から第四十九条まで並びに第五十四条第一

項の規定は第一項の認定について、第五十八条第二項において準用する第四十四条第二項及び第三項、

第五十九条並びに前条において準用する第四十七条から第四十九条まで及び第五十四条第一項の規定

は第二項の認定について、それぞれ準用する。この場合において、必要な技術的読替えその他これら

の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

第四節 認定特定非営利活動法人等の監督  

 

（報告及び検査）  

第六十四条 所轄庁は、認定特定非営利活動法人又は特例認定特定非営利活動法人（以下「認定特定非

営利活動法人等」という。）が法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反し、又はそ

の運営が著しく適正を欠いている疑いがあると認めるときは、当該認定特定非営利活動法人等に対し、

その業務若しくは財産の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、当該認定特定非営利活動法人等の

事務所その他の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検

査させることができる。  

２ 所轄庁以外の関係知事は、認定特定非営利活動法人等が法令、法令に基づいてする行政庁の処分若

しくは定款に違反し、又はその運営が著しく適正を欠いている疑いがあると認めるときは、当該認定

特定非営利活動法人等に対し、当該都道府県の区域内における業務若しくは財産の状況に関し報告を

させ、又はその職員に、当該都道府県の区域内に所在する当該認定特定非営利活動法人等の事務所そ

の他の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させる

ことができる。  

３ 所轄庁又は所轄庁以外の関係知事は、前二項の規定による検査をさせる場合においては、当該検査

をする職員に、これらの項の疑いがあると認める理由を記載した書面を、あらかじめ、当該認定特定

非営利活動法人等の役員その他の当該検査の対象となっている事務所その他の施設の管理について権

限を有する者（第五項において「認定特定非営利活動法人等の役員等」という。）に提示させなければ

ならない。  

４ 前項の規定にかかわらず、所轄庁又は所轄庁以外の関係知事が第一項又は第二項の規定による検査

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認める場合には、前項の規定による書面の提示を要しな

い。  

５ 前項の場合において、所轄庁又は所轄庁以外の関係知事は、第一項又は第二項の規定による検査を

終了するまでの間に、当該検査をする職員に、これらの項の疑いがあると認める理由を記載した書面

を、認定特定非営利活動法人等の役員等に提示させるものとする。  

６ 第三項又は前項の規定は、第一項又は第二項の規定による検査をする職員が、当該検査により第三

項又は前項の規定により理由として提示した事項以外の事項について第一項又は第二項の疑いがある

と認められることとなった場合において、当該事項に関し検査を行うことを妨げるものではない。こ

の場合において、第三項又は前項の規定は、当該事項に関する検査については適用しない。  

７ 第四十一条第三項及び第四項の規定は、第一項又は第二項の規定による検査について準用する。  

 

（勧告、命令等）  

第六十五条 所轄庁は、認定特定非営利活動法人等について、第六十七条第二項各号（同条第三項にお

いて準用する場合を含む。次項において同じ。）のいずれかに該当すると疑うに足りる相当な理由があ

る場合には、当該認定特定非営利活動法人等に対し、期限を定めて、その改善のために必要な措置を

採るべき旨の勧告をすることができる。  

２ 所轄庁以外の関係知事は、認定特定非営利活動法人等について、第六十七条第二項各号（第一号に

あっては、第四十五条第一項第三号に係る部分を除く。）のいずれかに該当すると疑うに足りる相当な

理由がある場合には、当該認定特定非営利活動法人等に対し、期限を定めて、当該都道府県の区域内

における事業活動について、その改善のために必要な措置を採るべき旨の勧告をすることができる。  

３ 所轄庁又は所轄庁以外の関係知事は、前二項の規定による勧告をしたときは、インターネットの利

用その他の適切な方法により、その勧告の内容を公表しなければならない。  
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４ 所轄庁又は所轄庁以外の関係知事は、第一項又は第二項の規定による勧告を受けた認定特定非営利

活動法人等が、正当な理由がなく、その勧告に係る措置を採らなかったときは、当該認定特定非営利

活動法人等に対し、その勧告に係る措置を採るべきことを命ずることができる。  

５ 第一項及び第二項の規定による勧告並びに前項の規定による命令は、書面により行うよう努めなけ

ればならない。  

６ 所轄庁又は所轄庁以外の関係知事は、第四項の規定による命令をしたときは、インターネットの利

用その他の適切な方法により、その旨を公示しなければならない。  

７ 所轄庁又は所轄庁以外の関係知事は、第一項若しくは第二項の規定による勧告又は第四項の規定に

よる命令をしようとするときは、次の各号に掲げる事由の区分に応じ、当該事由の有無について、当

該各号に定める者の意見を聴くことができる。  

一 第四十七条第一号ニ又は第六号に規定する事由 警視総監又は道府県警察本部長  

二 第四十七条第四号又は第五号に規定する事由 国税庁長官等  

 

（その他の事業の停止）  

第六十六条 所轄庁は、その他の事業を行う認定特定非営利活動法人につき、第五条第一項の規定に違

反してその他の事業から生じた利益が当該認定特定非営利活動法人が行う特定非営利活動に係る事業

以外の目的に使用されたと認めるときは、当該認定特定非営利活動法人に対し、その他の事業の停止

を命ずることができる。  

２ 前条第五項及び第六項の規定は、前項の規定による命令について準用する。  

 

（認定又は特例認定の取消し）  

第六十七条 所轄庁は、認定特定非営利活動法人が次のいずれかに該当するときは、第四十四条第一項

の認定を取り消さなければならない。  

一 第四十七条各号（第二号を除く。）のいずれかに該当するとき。  

二 偽りその他不正の手段により第四十四条第一項の認定、第五十一条第二項の有効期間の更新又は

第六十三条第一項の認定を受けたとき。  

三 正当な理由がなく、第六十五条第四項又は前条第一項の規定による命令に従わないとき。  

四 認定特定非営利活動法人から第四十四条第一項の認定の取消しの申請があったとき。  

２ 所轄庁は、認定特定非営利活動法人が次のいずれかに該当するときは、第四十四条第一項の認定を

取り消すことができる。  

一 第四十五条第一項第三号、第四号イ若しくはロ又は第七号に掲げる基準に適合しなくなったとき。  

二 第二十九条、第五十二条第四項又は第五十四条第四項の規定を遵守していないとき。  

三 前二号に掲げるもののほか、法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反したとき。  

３ 前二項の規定は、第五十八条第一項の特例認定について準用する。この場合において、第一項第二

号中「、第五十一条第二項の有効期間の更新又は第六十三条第一項の認定」とあるのは、「又は第六十

三条第二項の認定」と読み替えるものとする。  

４ 第四十三条第三項及び第四項、第四十九条第一項から第三項まで並びに第六十五条第七項の規定は、

第一項又は第二項の規定による認定の取消し（第六十九条において「認定の取消し」という。）及び前

項において準用する第一項又は第二項の規定による特例認定の取消し（同条において「特例認定の取

消し」という。）について準用する。  

 

 

（所轄庁への意見等）  

第六十八条 所轄庁以外の関係知事は、認定特定非営利活動法人等が第六十五条第四項の規定による命

令に従わなかった場合その他の場合であって、所轄庁が当該認定特定非営利活動法人等に対して適当

な措置を採ることが必要であると認めるときは、所轄庁に対し、その旨の意見を述べることができる。  

２ 次の各号に掲げる者は、認定特定非営利活動法人等についてそれぞれ当該各号に定める事由がある

と疑うに足りる相当な理由があるため、所轄庁が当該認定特定非営利活動法人等に対して適当な措置

を採ることが必要であると認める場合には、所轄庁に対し、その旨の意見を述べることができる。  
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一 警視総監又は道府県警察本部長 第四十七条第一号ニ又は第六号に該当する事由  

二 国税庁長官等 第四十七条第四号又は第五号に該当する事由  

３ 所轄庁は、この章に規定する認定特定非営利活動法人等に関する事務の実施に関して特に必要があ

ると認めるときは、所轄庁以外の関係知事に対し、当該所轄庁以外の関係知事が採るべき措置につい

て、必要な要請をすることができる。  

 

（所轄庁への指示）  

第六十九条 内閣総理大臣は、この章に規定する認定特定非営利活動法人等に関する事務の実施に関し

て地域間の均衡を図るため特に必要があると認めるときは、所轄庁に対し、第六十五条第一項の規定

による勧告、同条第四項の規定による命令、第六十六条第一項の規定による命令又は認定の取消し若

しくは特例認定の取消しその他の措置を採るべきことを指示することができる。 

 

第四章 税法上の特例  

 

第七十条 特定非営利活動法人は、法人税法その他法人税に関する法令の規定の適用については、同法

第二条第六号に規定する公益法人等とみなす。この場合において、同法第三十七条の規定を適用する

場合には同条第四項中「公益法人等（」とあるのは「公益法人等（特定非営利活動促進法（平成十年

法律第七号）第二条第二項に規定する法人（以下「特定非営利活動法人」という。）並びに」と、同法

第六十六条の規定を適用する場合には同条第一項及び第二項中「普通法人」とあるのは「普通法人（特

定非営利活動法人を含む。）」と、同条第三項中「公益法人等（」とあるのは「公益法人等（特定非営

利活動法人及び」と、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第六十八条の六の規定を適用

する場合には同条中「みなされているもの」とあるのは「みなされているもの（特定非営利活動促進

法第二条第二項に規定する法人については、小規模な法人として政令で定めるものに限る。）」とする。  

２ 特定非営利活動法人は、消費税法（昭和六十三年法律第百八号）その他消費税に関する法令の規定

の適用については、同法別表第三に掲げる法人とみなす。  

３ 特定非営利活動法人は、地価税法（平成三年法律第六十九号）その他地価税に関する法令の規定（同

法第三十三条の規定を除く。）の適用については、同法第二条第六号に規定する公益法人等とみなす。

ただし、同法第六条の規定による地価税の非課税に関する法令の規定の適用については、同法第二条

第七号に規定する人格のない社団等とみなす。  

第七十一条 個人又は法人が、認定特定非営利活動法人等に対し、その行う特定非営利活動に係る事業

に関連する寄附又は贈与をしたときは、租税特別措置法で定めるところにより、当該個人又は法人に

対する所得税、法人税又は相続税の課税について寄附金控除等の特例の適用があるものとする。  

 

第五章 雑則  

 

（情報の提供等）  

第七十二条 内閣総理大臣及び所轄庁は、特定非営利活動法人に対する寄附その他の特定非営利活動へ

の市民の参画を促進するため、認定特定非営利活動法人等その他の特定非営利活動法人の事業報告書

その他の活動の状況に関するデータベースの整備を図り、国民にインターネットその他の高度情報通

信ネットワークの利用を通じて迅速に情報を提供できるよう必要な措置を講ずるものとする。  

２ 所轄庁及び特定非営利活動法人は、特定非営利活動法人の事業報告書その他の活動の状況に関する

情報を前項の規定により内閣総理大臣が整備するデータベースに記録することにより、当該情報の積

極的な公表に努めるものとする。 

 

（協力依頼）  

第七十三条 所轄庁は、この法律の施行のため必要があると認めるときは、官庁、公共団体その他の者

に照会し、又は協力を求めることができる。 

 

（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律の適用） 
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第七十四条 第十条第一項（第三十四条第五項において準用する場合を含む。）の規定による提出及び第

十条第二項（第二十五条第五項及び第三十四条第五項において準用する場合を含む。）の規定による縦

覧、第十二条第三項（第二十五条第五項及び第三十四条第五項において準用する場合を含む。）の規定

による通知、第十三条第二項（第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定による届出、

第二十三条第一項の規定による届出、第二十五条第四項の規定による提出、同条第六項の規定による

届出及び同条第七項の規定による提出、第二十九条の規定による提出、第三十条の規定による閲覧、

第三十一条第三項の規定による提出、第三十四条第四項の規定による提出、第四十三条第四項（第六

十七条第四項において準用する場合を含む。）の規定による交付、第四十四条第二項（第五十一条第五

項、第五十八条第二項（第六十三条第五項において準用する場合を含む。）及び第六十三条第五項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による提出、第四十九条第一項（第五十一条第五項、第六十二条（第

六十三条第五項において準用する場合を含む。）、第六十三条第五項及び第六十七条第四項において準

用する場合を含む。）の規定による通知及び第四十九条第四項（第五十一条第五項、第六十二条（第六

十三条第五項において準用する場合を含む。）及び第六十三条第五項において準用する場合を含む。）

の規定による提出、第五十二条第二項（第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による提出、

第五十三条第四項（第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による提出、第五十五条第一項

及び第二項（これらの規定を第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による提出並びに第五

十六条（第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による閲覧について情報通信技術を活用し

た行政の推進等に関する法律（平成十四年法律第百五十一号）の規定を適用する場合においては、同

法第六条第一項及び第四項から第六項まで、第七条第一項、第四項及び第五項、第八条第一項並びに

第九条第一項及び第三項中「主務省令」とあるのは、「都道府県又は指定都市の条例」とする。 

 

（民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律の適用）  

第七十五条 第十四条（第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定による作成及び備置き、

第二十八条第一項の規定による作成及び備置き、同条第二項の規定による備置き並びに同条第三項の

規定による閲覧、第三十五条第一項の規定による作成及び備置き、第四十五条第一項第五号（第五十

一条第五項及び第六十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定による閲覧、第五十二条第四

項及び第五項（これらの規定を第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による閲覧、第五十

四条第一項（第六十二条（第六十三条第五項において準用する場合を含む。）及び第六十三条第五項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による備置き、第五十四条第二項及び第三項（これらの規定を第

六十二条において準用する場合を含む。）の規定による作成及び備置き並びに第五十四条第四項（第六

十二条において準用する場合を含む。）の規定による閲覧について民間事業者等が行う書面の保存等に

おける情報通信の技術の利用に関する法律（平成十六年法律第百四十九号）の規定を適用する場合に

おいては、同法中「主務省令」とあるのは、「都道府県又は指定都市の条例」とし、同法第九条の規定

は、適用しない。 

 

 （実施規定）  

第七十六条 この法律に定めるもののほか、この法律の規定の実施のための手続その他その執行に関し

必要な細則は、内閣府令又は都道府県若しくは指定都市の条例で定める。  

 

第六章 罰則  

 

第七十七条 偽りその他不正の手段により第四十四条第一項の認定、第五十一条第二項の有効期間の更

新、第五十八条第一項の特例認定又は第六十三条第一項若しくは第二項の認定を受けた者は、六月以

下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。  

 

第七十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。  

一 正当な理由がないのに、第四十二条の規定による命令に違反して当該命令に係る措置を採らなか

った者  

二 第五十条第一項の規定に違反して、認定特定非営利活動法人であると誤認されるおそれのある文
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字をその名称又は商号中に用いた者  

三 第五十条第二項の規定に違反して、他の認定特定非営利活動法人であると誤認されるおそれのあ

る名称又は商号を使用した者  

四 第六十二条において準用する第五十条第一項の規定に違反して、特例認定特定非営利活動法人で

あると誤認されるおそれのある文字をその名称又は商号中に用いた者  

五 第六十二条において準用する第五十条第二項の規定に違反して、他の特例認定特定非営利活動法

人であると誤認されるおそれのある名称又は商号を使用した者  

六 正当な理由がないのに、第六十五条第四項の規定による命令に違反して当該命令に係る措置を採

らなかった者  

七 正当な理由がないのに、第六十六条第一項の規定による停止命令に違反して引き続きその他の事

業を行った者  

 

第七十九条 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この項において

同じ。）の代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関して前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して

も、各本条の罰金刑を科する。  

２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理人が、その訴訟行

為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法

律の規定を準用する。  

 

第八十条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、特定非営利活動法人の理事、監事又は清算

人は、二十万円以下の過料に処する。  

一 第七条第一項の規定による政令に違反して、登記することを怠ったとき。  

二 第十四条（第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定に違反して、財産目録を備え

置かず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき。  

三 第二十三条第一項若しくは第二十五条第六項（これらの規定を第五十二条第一項（第六十二条に

おいて準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第五十三条第一

項（第六十二条において準用する場合を含む。）の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出を

したとき。  

四 第二十八条第一項若しくは第二項、第五十四条第一項（第六十二条（第六十三条第五項において

準用する場合を含む。）及び第六十三条第五項において準用する場合を含む。）又は第五十四条第二

項及び第三項（これらの規定を第六十二条において準用する場合を含む。）の規定に違反して、書類

を備え置かず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき。  

五 第二十五条第七項若しくは第二十九条（これらの規定を第五十二条第一項（第六十二条において

準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第四十九条第四項（第五十

一条第五項、第六十二条（第六十三条第五項において準用する場合を含む。）及び第六十三条第五項

において準用する場合を含む。）又は第五十二条第二項、第五十三条第四項若しくは第五十五条第一

項若しくは第二項（これらの規定を第六十二条において準用する場合を含む。）の規定に違反して、

書類の提出を怠ったとき。  

六 第三十一条の三第二項又は第三十一条の十二第一項の規定に違反して、破産手続開始の申立てを

しなかったとき。  

七 第二十八条の二第一項、第三十一条の十第一項又は第三十一条の十二第一項の規定に違反して、

公告をせず、又は不正の公告をしたとき。  

八 第三十五条第一項の規定に違反して、書類の作成をせず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、

若しくは不実の記載をしたとき。  

九 第三十五条第二項又は第三十六条第二項の規定に違反したとき。  

十 第四十一条第一項又は第六十四条第一項若しくは第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽

の報告をし、又はこれらの項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。  

第八十一条  第四条の規定に違反した者は、十万円以下の過料に処する。  
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別表 （第二条関係）  

一 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

二 社会教育の推進を図る活動 

三 まちづくりの推進を図る活動 

四 観光の振興を図る活動 

五 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 

六 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

七 環境の保全を図る活動 

八 災害救援活動 

九 地域安全活動 

十 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

十一 国際協力の活動 

十二 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

十三 子どもの健全育成を図る活動 

十四 情報化社会の発展を図る活動 

十五 科学技術の振興を図る活動 

十六 経済活動の活性化を図る活動 

十七 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

十八 消費者の保護を図る活動 

十九 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 

二十 前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活動 

 

 

附 則 抄 

(施行期日) 

１ この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

(平成一〇年政令第二二九号で平成一〇年一二月一日から施行) 

 

(検討) 

２ 特定非営利活動法人制度については、この法律の施行の日から起算して三年以内に検討を加え、そ

の結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

(経過措置) 

３ この法律の施行の日から六月を経過する日までの間に行われた第十条第一項の認証の申請について

の第十二条第二項の規定の適用については、同項中「二月以内」とあるのは、「この法律の施行後十月

以内」とする。 

 

附 則 (平成一一年一二月八日法律第一五一号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

第三条 民法の一部を改正する法律(平成十一年法律第百四十九号)附則第三条第三項の規定により従前

の例によることとされる準禁治産者及びその保佐人に関するこの法律による改正規定の適用について

は、次に掲げる改正規定を除き、なお従前の例による。 

一から二十五まで 略 

第四条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

附 則 (平成一二年六月七日法律第一一一号) 抄 
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(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

附 則 (平成一三年一二月五日法律第一三八号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。 

 

附 則 (平成一四年七月三日法律第七九号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、平成十四年八月一日から施行する。 

 

附 則 (平成一四年一二月六日法律第一三八号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、平成十六年一月一日から施行する。 

 

附 則 (平成一四年一二月一三日法律第一五二号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律(平成十四年法律第百五十

一号)の施行の日から施行する。 

(施行の日＝平成一五年二月三日) 

(罰則に関する経過措置) 

第四条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

(その他の経過措置の政令への委任) 

第五条 前三条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

 

附 則 (平成一四年一二月一八日法律第一七三号) 

(施行期日) 

第一条 この法律は、平成十五年五月一日から施行する。 

(経過措置) 

第二条 この法律による改正後の特定非営利活動促進法(以下「新法」という。)第五条第二項の規定は、

この法律の施行の日(以下「施行日」という。)以後に開始する事業年度から適用し、施行日前に開始

した事業年度については、なお従前の例による。 

２ この法律の施行の際新法第五条第一項に規定するその他の事業(この法律による改正前の特定非営

利活動促進法(以下「旧法」という。)第五条第一項に規定する収益事業を除く。)を行っている特定非

営利活動法人の当該その他の事業については、新法第十一条第一項(第十一号に係る部分に限る。)の

規定は、施行日から起算して一年を経過する日までの間は、適用しない。 

第三条 施行日前に旧法第十条第一項の認証の申請、旧法第二十五条第四項の認証の申請及び旧法第三

十四条第四項の認証の申請をした者のこれらの申請に係る申請書に添付すべき書類については、なお

従前の例による。 

２ 施行日前に旧法第十条第一項の認証の申請、旧法第二十五条第四項の認証の申請及び旧法第三十四

条第四項の認証の申請をした者のこれらの申請に係る認証の基準については、なお従前の例による。 

第四条 この法律の施行の際定款に事業年度の定めのない特定非営利活動法人(特定非営利活動法人の

設立の認証の申請に係る団体を含む。次項において同じ。)については、新法第十一条第一項(第十号

に係る部分に限る。)の規定は、施行日から起算して一年を経過する日までの間は、適用しない。 

２ この法律の施行の際事業年度を設けていない特定非営利活動法人についての当初の事業年度の開始

の日の前日までの期間に係る新法第二十七条第四号、第二十八条第一項及び第二十九条第一項並びに

附則第二条第一項の規定の適用については、新法第二十七条第四号中「毎事業年度」とあるのは「毎

年」と、新法第二十八条第一項中「毎事業年度」とあるのは「毎年」と、「前事業年度」とあるのは「前

年」と、「翌々事業年度」とあるのは「その年の翌々年」と、新法第二十九条第一項中「毎事業年度」
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とあるのは「毎年」と、附則第二条第一項中「この法律の施行の日(以下「施行日」という。)以後に

開始する事業年度」とあるのは「平成十六年一月一日(同日前に当初の事業年度が開始した場合にあっ

ては、当該開始の日)」と、「施行日前に開始した事業年度」とあるのは「平成十五年十二月三十一日(同

日までに当初の事業年度が開始した場合にあっては、当該開始の日の前日)までの期間」とする。 

 

附 則 (平成一五年四月九日法律第二三号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

 

附 則 (平成一六年六月二日法律第七六号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、破産法(平成十六年法律第七十五号。次条第八項並びに附則第三条第八項、第五条

第八項、第十六項及び第二十一項、第八条第三項並びに第十三条において「新破産法」という。)の施

行の日から施行する。 

(施行の日＝平成一七年一月一日) 

(政令への委任) 

第十四条 附則第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、

政令で定める。 

 

附 則 (平成一六年六月一八日法律第一二四号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、新不動産登記法の施行の日から施行する。 

(施行の日＝平成一七年三月七日) 

 

附 則 (平成一六年一二月一日法律第一四七号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。 

(平成一七年政令第三六号で平成一七年四月一日から施行) 

 

附 則 (平成一六年一二月一日法律第一五〇号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、平成十七年四月一日から施行する。 

(罰則に関する経過措置) 

第四条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

附 則 (平成一六年一二月三日法律第一五四号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日(以下「施行

日」という。)から施行する。 

(平成一六年政令第四二六号で平成一六年一二月三〇日から施行) 

(処分等の効力) 

第百二十一条 この法律の施行前のそれぞれの法律(これに基づく命令を含む。以下この条において同

じ。)の規定によってした処分、手続その他の行為であって、改正後のそれぞれの法律の規定に相当の

規定があるものは、この附則に別段の定めがあるものを除き、改正後のそれぞれの法律の相当の規定

によってしたものとみなす。 

(罰則に関する経過措置) 
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第百二十二条 この法律の施行前にした行為並びにこの附則の規定によりなお従前の例によることとさ

れる場合及びこの附則の規定によりなおその効力を有することとされる場合におけるこの法律の施行

後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

(その他の経過措置の政令への委任) 

第百二十三条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定め

る。 

 

附 則 (平成二〇年三月三一日法律第九号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、平成二十年四月一日から施行する。ただし、次条の規定は、所得税法等の一部を

改正する法律(平成二十年法律第二十三号)の公布の日から施行する。 

(公布の日＝平成二〇年四月三〇日) 

 

附 則 (平成二〇年四月三〇日法律第二三号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、平成二十年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一から四まで 略 

五 次に掲げる規定 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律(平成十八年法律第四十八号)の施

行の日(平成二十年十二月一日) 

イ 略 

ロ 第二条中法人税法第二条第九号の次に一号を加える改正規定、同法第四条の改正規定、同法第

九条に一項を加える改正規定、同法第十条の改正規定、同法第十条の二の改正規定、同法第十三

条第二項第一号の改正規定(「内国法人である」を削る部分に限る。)、同項第二号の改正規定、

同法第三十七条第三項第二号の改正規定、同条第四項の改正規定(同項中「、公益法人等」の下に

「(別表第二に掲げる一般社団法人及び一般財団法人を除く。以下この項及び次項において同

じ。)」を加える部分及び同項ただし書中「内国法人である」を削る部分に限る。)、同条第五項

の改正規定、同法第三十八条第二項第一号の改正規定、同法第六十六条の改正規定、同法第百四

十三条の改正規定、同法第百五十条第二項の改正規定(「である公益法人等又は人格のない社団等」

を「(人格のない社団等に限る。)」に改める部分に限る。)、同法別表第一の改正規定(同表第一号

の表日本中央競馬会の項の次に次のように加える部分を除く。)、同法別表第二の改正規定(同表

第一号の表貸金業協会の項の前に次のように加える部分(医療法人(医療法(昭和二十三年法律第二

百五号)第四十二条の二第一項(社会医療法人)に規定する社会医療法人に限る。)の項に係る部分に

限る。)及び同表農業協同組合連合会(医療法(昭和二十三年法律第二百五号)第三十一条(公的医療

機関の定義)に規定する公的医療機関に該当する病院又は診療所を設置するもので政令で定める

要件を満たすものとして財務大臣が指定をしたものに限る。)の項中「(昭和二十三年法律第二百

五号)」を削る部分を除く。)及び法人税法別表第三の改正規定並びに附則第十条、第十一条、第

十五条及び第二十一条の規定、附則第九十三条中租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及び

地方税法の特例等に関する法律第四条第二項、第四項及び第六項の改正規定並びに附則第九十七

条、第百四条、第百五条、第百七条、第百八条及び第百十一条の規定 

(罰則に関する経過措置) 

第百十九条 この法律(附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条において同じ。)

の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法

律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

(この法律の公布の日が平成二十年四月一日後となる場合における経過措置) 

第百十九条の二 この法律の公布の日が平成二十年四月一日後となる場合におけるこの法律による改正

後のそれぞれの法律の規定の適用に関し必要な事項(この附則の規定の読替えを含む。)その他のこの

法律の円滑な施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

(平二〇法九・追加) 
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(その他の経過措置の政令への委任) 

第百二十条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

 

附 則 (平成二〇年五月二日法律第二六号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、平成二十年十月一日から施行する。 

 

附 則 (平成二〇年五月二日法律第二八号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 (平成二三年五月二五日法律第五三号) 

 この法律は、新非訟事件手続法の施行の日から施行する。 

 

附 則 (平成二三年六月二二日法律第七〇号)  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、次条の規定は公布の日から、附則

第十七条の規定は地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律（平成二十三年法律第三十七号）の公布の日又はこの法律の公布の日のいずれか遅い日

から施行する。 

 

（旧特定非営利活動促進法の規定に基づいてされた申請等及びこれに係る事務の引継ぎに関する経

過措置） 

第二条 この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前に、この法律による改正前の特定非営利活

動促進法（以下「旧特定非営利活動促進法」という。）の規定に基づいて旧特定非営利活動促進法第

九条の所轄庁（次項において「旧所轄庁」という。）に対してされた申請等（申請、届出及び提出を

いう。同項において同じ。）は、この法律による改正後の特定非営利活動促進法（以下「新特定非営

利活動促進法」という。）第九条の所轄庁（同項において「新所轄庁」という。）に対してされたもの

とする。 

２ 旧所轄庁は、この法律の施行の際、新所轄庁となる都道府県の知事又は指定都市（地方自治法（昭

和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市をいう。）の長に対し、その事

務の遂行に支障が生じることのないよう、旧特定非営利活動促進法の規定に基づいてされた申請等に

係る書類その他の資料を、適時かつ適切な方法で引き継ぐものとする。 

 

 

（認証の申請に関する経過措置） 

第三条 新特定非営利活動促進法第十条第一項の規定は、施行日以後に同項の認証の申請をする者の当

該申請に係る申請書に添付すべき書類について適用し、施行日前に旧特定非営利活動促進法第十条第

一項の認証の申請をした者の当該申請に係る申請書に添付すべき書類については、なお従前の例によ

る。 

２ 当分の間、特定非営利活動法人は、新特定非営利活動促進法第十条第一項第八号の規定にかかわら

ず、同号の活動予算書に代えて、旧特定非営利活動促進法第十条第一項第八号の収支予算書を添付す

ることができる。 

３ 前項の規定により添付することができることとされる収支予算書は、新特定非営利活動促進法第十

条第一項第八号の活動予算書とみなして、新特定非営利活動促進法の規定を適用する。 

 

（役員名簿に関する経過措置） 

第四条 特定非営利活動法人は、施行日以後最初に新特定非営利活動促進法第二十九条に掲げる書類を

提出するとき（施行日以後に新特定非営利活動促進法第二十三条第一項の規定により変更後の役員名
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簿を添えて届け出た場合を除く。）は、役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員につい

ての報酬の有無を記載した名簿をいう。次項において同じ。）を併せて提出しなければならない。 

２ 前項の規定に違反して、役員名簿の提出を怠ったときは、特定非営利活動法人の理事、監事又は清

算人は、二十万円以下の過料に処する。 

 

（定款の変更に関する経過措置） 

第五条 新特定非営利活動促進法第二十五条第三項及び第四項の規定は施行日以後に同条第三項の認

証の申請をする特定非営利活動法人について、同条第六項の規定は施行日以後に同項の届出をする特

定非営利活動法人について適用し、施行日前に旧特定非営利活動促進法第二十五条第三項の認証の申

請又は同条第六項の届出をした特定非営利活動法人については、なお従前の例による。 

２ 新特定非営利活動促進法第二十五条第七項の規定は、施行日以後に同条第三項の認証の申請又は同

条第六項の届出をする特定非営利活動法人について適用し、施行日前に旧特定非営利活動促進法第二

十五条第三項の認証の申請又は同条第六項の届出をした特定非営利活動法人については、なお従前の

例による。 

 

（事業報告書等及び活動計算書に関する経過措置） 

第六条 新特定非営利活動促進法第二十八条第一項の規定は、施行日以後に開始する事業年度に係る同

項に規定する事業報告書等について適用し、施行日前に開始した事業年度に係る旧特定非営利活動促

進法第二十八条第一項に規定する事業報告書等及び役員名簿等については、なお従前の例による。 

２ 当分の間、特定非営利活動法人は、新特定非営利活動促進法第二十八条第一項の規定にかかわらず、

新特定非営利活動促進法第二十七条第三号の活動計算書に代えて、旧特定非営利活動促進法第二十七

条第三号の収支計算書を作成し、備え置くことができる。 

３ 前項の規定により作成し、備え置くことができることとされる収支計算書は、新特定非営利活動促

進法第二十七条第三号の活動計算書とみなして、新特定非営利活動促進法の規定を適用する。 

４ 新特定非営利活動促進法第二十九条の規定は、施行日以後に開始する事業年度に係る同条に規定す

る事業報告書等について適用し、施行日前に開始した事業年度に係る旧特定非営利活動促進法第二十

九条第一項に規定する事業報告書等、役員名簿等及び定款等については、なお従前の例による。 

 

（仮認定に関する経過措置） 

第七条 施行日から起算して三年を経過する日までの間に新特定非営利活動促進法第五十八条第二項

の規定により準用する新特定非営利活動促進法第四十四条第二項の申請書を提出した特定非営利活

動法人については、新特定非営利活動促進法第五十九条（第二号に係る部分に限る。）の規定は、適

用しない。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第八条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場

合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

（租税特別措置法の一部改正） 

第九条 租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）の一部を次のように改正する。 

第四十一条の十八の二の見出し中「認定特定非営利活動法人」を「認定特定非営利活動法人等」に

改め、同条第一項中「第六十六条の十一の二第三項に規定する認定特定非営利活動法人（以下この条

において「認定特定非営利活動法人」という。）に対し、当該認定特定非営利活動法人の行う特定非

営利活動促進法（平成十年法律第七号）」を「認定特定非営利活動法人等（特定非営利活動促進法（平

成十年法律第七号）第二条第三項に規定する認定特定非営利活動法人及び同条第四項に規定する仮認

定特定非営利活動法人をいう。以下この条において同じ。）に対し、当該認定特定非営利活動法人等

の行う同法」に改め、同条第二項、第四項及び第五項中「認定特定非営利活動法人」を「認定特定非

営利活動法人等」に改める。 

第六十六条の十一の二第一項中「認定特定非営利活動法人で」を「特定非営利活動促進法第二条第
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三項に規定する認定特定非営利活動法人（次項において「認定特定非営利活動法人」という。）で」

に、「事業の」を「事業で特定非営利活動（特定非営利活動促進法第二条第一項に規定する特定非営

利活動をいう。次項及び第三項において同じ。）に係る事業に該当するものの」に、「特定非営利活動

促進法第四十六条第一項」を「同法第七十条第一項」に、「同項中「第三十七条の規定を適用する場

合」とあるのは、「第三十七条の規定を適用する場合（租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六

号）第六十六条の十一の二第三項に規定する認定特定非営利活動法人について法人税法第三十七条の

規定を適用する場合を除く。）」を「同条第四項中「公益法人等が」とあるのは「公益法人等又は認定

特定非営利活動法人（租税特別措置法第六十六条の十一の二第一項（認定特定非営利活動法人に対す

る寄附金の損金算入等の特例）に規定する認定特定非営利活動法人をいう。次項において同じ。）が」

と、同条第五項中「公益法人等が」とあるのは「公益法人等又は認定特定非営利活動法人が」と、「に

あつては、」とあるのは「にあつては」と、「金額）」とあるのは「金額とし、認定特定非営利活動法

人にあつてはその収益事業に属する資産のうちからその収益事業以外の事業で租税特別措置法第六

十六条の十一の二第一項に規定する特定非営利活動に係る事業に該当するもののために支出した金

額とする。）」に改め、同条第二項中「法人が」を「法人（前項の規定の適用を受ける法人を除く。）

が」に、「うちに認定特定非営利活動法人」を「うちに認定特定非営利活動法人等（認定特定非営利

活動法人及び特定非営利活動促進法第二条第四項に規定する仮認定特定非営利活動法人をいう。以下

この項において同じ。）」に、「当該認定特定非営利活動法人」を「当該認定特定非営利活動法人等」

に改め、「特定非営利活動促進法第二条第一項に規定する」を削り、「及び認定特定非営利活動法人」

を「及び認定特定非営利活動法人等」に、「第六十六条の十一の二第三項」を「第六十六条の十一の

二第二項」に、「認定特定非営利活動法人を」を「認定特定非営利活動法人等を」に、「特定非営利活

動促進法（平成十年法律第七号）第二条第一項（定義）」を「同条第二項」に改め、同条第三項から

第八項までを削り、同条第九項中「第三項」を「特定非営利活動促進法第四十四条第一項」に、「生

じた日」を「生じた日として政令で定める日」に、「各事業年度に」を「各事業年度（その取消しの

日を含む事業年度終了の日前七年以内に終了した各事業年度に限る。以下この項において同じ。）に」

に改め、「以外の事業」の下に「で特定非営利活動に係る事業に該当するもの」を加え、同項を同条

第三項とし、同条第十項を同条第四項とし、同条第十一項を同条第五項とし、同条第十二項中「第四

項から第八項まで及び」を削り、「ほか、」の下に「第一項に規定する認定特定非営利活動法人が同項

の規定により法人税法第三十七条第五項の規定を読み替えて同条第一項の規定を適用する場合の同

項に規定する政令で定めるところにより計算した金額その他」を加え、「及び第九項」を削り、同項

を同条第六項とする。 

第六十八条の九十六の見出し中「認定特定非営利活動法人」を「認定特定非営利活動法人等」に改

め、同条第一項中「認定特定非営利活動法人」を「認定特定非営利活動法人等」に、「特定非営利活

動促進法（平成十年法律第七号）第二条第一項（定義）」を「同法第六十八条の九十六第一項」に改

める。 

第七十条第十項中「第六十六条の十一の二第三項」を「特定非営利活動促進法第二条第三項」に、

「特定非営利活動促進法第二条第一項」を「同条第一項」に改める。 

 

（租税特別措置法の一部改正に伴う経過措置） 

第十条 施行日前に前条の規定による改正前の租税特別措置法（以下この条において「旧租税特別措置

法」という。）第六十六条の十一の二第三項の認定を受けた法人のその認定の有効期間については、

なお従前の例による。 

２ 法人が施行日前に行った旧租税特別措置法第六十六条の十一の二第三項の認定の申請につき、国税

庁長官が施行日以後に行う同項の認定については、なお従前の例による。 

３ 施行日前に旧租税特別措置法第六十六条の十一の二第三項の認定を受けた法人（施行日以後に前項

の規定に基づきなお従前の例により同条第三項の認定を受けた法人を含み、新特定非営利活動促進法

第二条第三項に規定する認定特定非営利活動法人を除く。）の国税庁長官が施行日以後に行う旧租税

特別措置法第六十六条の十一の二第五項の認定の取消しについては、なお従前の例による。 

４ 施行日前に旧租税特別措置法第六十六条の十一の二第三項の認定を受けた法人（施行日以後に第二

項の規定に基づきなお従前の例により同条第三項の認定を受けた法人を含み、施行日以後に前項の規
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定に基づきなお従前の例により認定を取り消された法人、その認定の有効期間が終了した法人及び新

特定非営利活動促進法第二条第三項に規定する認定特定非営利活動法人を除く。以下「旧認定特定非

営利活動法人」という。）については、新特定非営利活動促進法第五十条第一項の規定は、適用しな

い。 

５ 前条の規定による改正後の租税特別措置法（以下「新租税特別措置法」という。）第四十一条の十

八の二の規定は、平成二十四年分以後の所得税について適用し、平成二十三年分以前の所得税につい

ては、なお従前の例による。 

６ 個人が平成二十四年以後の各年において支出する寄附金の額のうちに旧認定特定非営利活動法人

に対する寄附金の額がある場合においては、当該旧認定特定非営利活動法人を新特定非営利活動促進

法第二条第三項に規定する認定特定非営利活動法人とみなして、新租税特別措置法第四十一条の十八

の二の規定その他の所得税に関する法令の規定を適用する。 

７ 新租税特別措置法第六十六条の十一の二第一項の規定は、法人の施行日以後に終了する事業年度分

の法人税（次項に規定する事業年度分の法人税を除く。）について適用し、法人の施行日前に終了し

た事業年度分の法人税については、なお従前の例による。 

８ 旧認定特定非営利活動法人の施行日以後に終了する事業年度分の法人税については、旧租税特別措

置法第六十六条の十一の二第一項の規定は、なおその効力を有する。この場合において、同項中「第

四十六条第一項」とあるのは「第七十条第一項」と、「同項中「第三十七条の規定を適用する場合」

とあるのは、「第三十七条の規定を適用する場合（租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）

第六十六条の十一の二第三項に規定する認定特定非営利活動法人について法人税法第三十七条の規

定を適用する場合を除く。）」」とあるのは「同条第四項中「公益法人等が」とあるのは「公益法人等

又は認定特定非営利活動法人（特定非営利活動促進法の一部を改正する法律（平成二十三年法律第七

十号）附則第十条第八項（租税特別措置法の一部改正に伴う経過措置）の規定によりなおその効力を

有するものとされる同法附則第九条（租税特別措置法の一部改正）の規定による改正前の租税特別措

置法第六十六条の十一の二第一項（認定特定非営利活動法人に対する寄附金の損金算入等の特例）に

規定する認定特定非営利活動法人をいう。次項において同じ。）が」と、同条第五項中「公益法人等

が」とあるのは「公益法人等又は認定特定非営利活動法人が」」とする。 

９ 新租税特別措置法第六十六条の十一の二第二項の規定は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十

四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。以下この項及び次項において同じ。）の施

行日以後に終了する事業年度分の法人税について適用し、法人の施行日前に終了した事業年度分の法

人税については、なお従前の例による。 

10 法人が施行日以後に終了する事業年度において支出する寄附金の額のうちに旧認定特定非営利活

動法人に対する寄附金の額がある場合においては、当該旧認定特定非営利活動法人を新特定非営利活

動促進法第二条第三項に規定する認定特定非営利活動法人とみなして、新租税特別措置法第六十六条

の十一の二第二項の規定を適用する。この場合において、同項中「をいう。）」とあるのは「をいい、

特定非営利活動促進法の一部を改正する法律（平成二十三年法律第七十号）附則第十条第四項（租税

特別措置法の一部改正に伴う経過措置）に規定する旧認定特定非営利活動法人を含む。）」と、「同条

第二項」とあるのは「租税特別措置法第六十六条の十一の二第二項」とする。 

11 新租税特別措置法第六十六条の十一の二第三項の規定は、施行日以後に同項に規定する認定を取り

消された法人について適用し、施行日前に旧租税特別措置法第六十六条の十一の二第九項に規定する

認定を取り消された法人については、なお従前の例による。 

12 施行日以後に第三項の規定に基づきなお従前の例により認定を取り消された法人については、旧租

税特別措置法第六十六条の十一の二第九項から第十一項までの規定は、なおその効力を有する。この

場合において、同条第九項中「第三項」とあるのは、「特定非営利活動促進法の一部を改正する法律

（平成二十三年法律第七十号）附則第九条の規定による改正前の租税特別措置法第六十六条の十一の

二第三項」とする。 

13 新租税特別措置法第六十八条の九十六第一項の規定は、連結親法人又は当該連結親法人による連結

完全支配関係にある連結子法人の施行日以後に終了する連結事業年度分の法人税について適用し、連

結親法人又は当該連結親法人による連結完全支配関係にある連結子法人の施行日前に終了した連結

事業年度分の法人税については、なお従前の例による。 



35 

 

14 連結親法人又は当該連結親法人による連結完全支配関係にある連結子法人が施行日以後に終了す

る連結事業年度において支出する寄附金の額のうちに旧認定特定非営利活動法人に対する寄附金の

額がある場合においては、当該旧認定特定非営利活動法人を新特定非営利活動促進法第二条第三項に

規定する認定特定非営利活動法人とみなして、新租税特別措置法第六十八条の九十六第一項の規定を

適用する。この場合において、同項中「をいう。）」とあるのは「をいい、特定非営利活動促進法の一

部を改正する法律（平成二十三年法律第七十号）附則第十条第四項（租税特別措置法の一部改正に伴

う経過措置）に規定する旧認定特定非営利活動法人を含む。）」と、「同法」とあるのは「租税特別措

置法」とする。 

15 新租税特別措置法第七十条第十項の規定は、施行日以後に相続又は遺贈（贈与をした者の死亡によ

り効力を生ずる贈与を含む。以下この条において同じ。）により取得する財産に係る相続税について

適用し、施行日前に相続又は遺贈により取得した財産に係る相続税については、なお従前の例による。 

16 施行日以後に相続又は遺贈により財産を取得した者が、当該取得した財産を新租税特別措置法第七

十条第一項に規定する申告書の提出期限までに旧認定特定非営利活動法人に対し、当該旧認定特定非

営利活動法人の行う新特定非営利活動促進法第二条第一項に規定する特定非営利活動に係る事業に

関連する贈与（贈与をした者の死亡により効力を生ずる贈与を除く。）をする場合においては、当該

旧認定特定非営利活動法人を同条第三項に規定する認定特定非営利活動法人とみなして、新租税特別

措置法第七十条第十項の規定を適用する。 

 

（地方税法の一部改正） 

第十一条 地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）の一部を次のように改正する。 

第四十五条の二第一項及び第三百十七条の二第一項中「租税特別措置法第六十六条の十一の二第三

項に規定する認定特定非営利活動法人」を「特定非営利活動促進法第二条第三項に規定する認定特定

非営利活動法人及び同条第四項に規定する仮認定特定非営利活動法人」に改める。 

 

（地方税法の一部改正に伴う経過措置） 

第十二条 前条の規定による改正後の地方税法（以下この条において「新地方税法」という。）第四十

五条の二の規定は、平成二十五年度以後の年度分の個人の道府県民税について適用し、平成二十四年

度分までの個人の道府県民税については、なお従前の例による。 

２ 附則第十条第六項の規定によりみなして適用する場合における旧認定特定非営利活動法人に対す

る新租税特別措置法第四十一条の十八の二第二項に規定する特定非営利活動に関する寄附金につい

ては、新地方税法第三十七条の二第一項第三号に規定する特定非営利活動に関する寄附金とみなして、

同項の規定を適用する。 

３ 旧認定特定非営利活動法人については、新特定非営利活動促進法第二条第三項に規定する認定特定

非営利活動法人とみなして、新地方税法第四十五条の二の規定を適用する。 

４ 新地方税法第三百十七条の二の規定は、平成二十五年度以後の年度分の個人の市町村民税について

適用し、平成二十四年度分までの個人の市町村民税については、なお従前の例による。 

５ 附則第十条第六項の規定によりみなして適用する場合における旧認定特定非営利活動法人に対す

る新租税特別措置法第四十一条の十八の二第二項に規定する特定非営利活動に関する寄附金につい

ては、新地方税法第三百十四条の七第一項第三号に規定する特定非営利活動に関する寄附金とみなし

て、同項の規定を適用する。 

６ 旧認定特定非営利活動法人については、新特定非営利活動促進法第二条第三項に規定する認定特定

非営利活動法人とみなして、新地方税法第三百十七条の二の規定を適用する。 

 

（住民基本台帳法の一部改正） 

第十三条 住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）の一部を次のように改正する。 

別表第一の一の項を次のように改める。 

一 削除  

 

別表第二の一の項を同表の一の二の項とし、同項の前に次のように加える。 
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一 指定

都 市 の

長 

特定非営利活動促進法（平成十年法

律第七号）による同法第十条第一項

の認証、同法第二十三条第二項の届

出又は同法第三十四条第三項の認証

に関する事務であつて総務省令で定

めるもの 

別表第四の一の項を同表の一の二の項とし、同項の前に次のように加える。 

一 指定

都 市 の

長 

特定非営利活動促進法による同法第

十条第一項の認証、同法第二十三条

第二項の届出又は同法第三十四条第

三項の認証に関する事務であつて総

務省令で定めるもの 

 

（行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の一部改正） 

第十四条 行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成十四年法律第百五十一号）の

一部を次のように改正する。 

別表特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）の項中「第四十一条第二項」の下に「並びに第

六十四条第三項及び第五項」を加える。 

 

（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律の一部改正） 

第十五条 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成二十三年法律第

二十九号）の一部を次のように改正する。 

第八条第二項中「認定特定非営利活動法人」を「認定特定非営利活動法人等」に改める。 

 

（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律の一部改正に伴う経過措置） 

第十六条 前条の規定による改正後の東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律第八条第二項の規定は、平成二十四年分以後の所得税について適用し、平成二十三年分以前の

所得税については、なお従前の例による。 

 

（地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の

一部改正） 

第十七条 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律の一部を次のように改正する。 

第七条を次のように改める。 

第七条 削除 

附則第一条第二号中「第二条、第七条」を「第二条」に改め、「、第九十六条」を削る。 

附則第九十六条を次のように改める。 

第九十六条 削除 

 

（政令への委任） 

第十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

 

（検討） 

第十九条 特定非営利活動法人制度については、この法律の施行後三年を目途として、新特定非営利活

動促進法の実施状況、特定非営利活動を取り巻く社会経済情勢の変化等を勘案し、特定非営利活動法人

の認定に係る制度、特定非営利活動法人に対する寄附を促進させるための措置、「特定非営利活動法人」

という名称その他の特定非営利活動に関する施策の在り方について検討が加えられ、その結果に基づい

て必要な措置が講ぜられるものとする。 
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附 則 （平成二三年六月二四日法律第七四号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。  

 

 

   附 則 （平成二三年八月三〇日法律第一〇五号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。  

 

（罰則に関する経過措置） 

第八十一条  この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条において同じ。）

の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法

律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  

 

（政令への委任） 

第八十二条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経

過措置を含む。）は、政令で定める。  

 

   附 則 （平成二四年八月一日法律第五三号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

一  第二条の規定並びに附則第五条、第七条、第十条、第十二条、第十四条、第十六条、第十八条、

第二十条、第二十三条、第二十八条及び第三十一条第二項の規定 公布の日から起算して六月を超

えない範囲内において政令で定める日  

 

附 則 （平成二五年一一月二七日法律第八六号） 抄 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日(平成

２６年５月２０日)から施行する。  

 

    附 則 （平成二八年六月七日法律第七〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日（平成２９

年４月１日）から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 

 一 第七十二条の見出しの改正規定及び同条に一項を加える改正規定 公布の日 

二 第十四条の七第三項の改正規定、第二十八条の次に一条を加える改正規定及び第八十条第七号の

改正規定並びに附則第四条の規定 公布の日から起算して二年六月を超えない範囲内において政令

で定める日（平成３０年１０月１日） 

 

 

（認証の申請に関する経過措置） 

第二条 この法律による改正後の特定非営利活動促進法（以下「新法」という。）第十条第二項及び第三

項（これらの規定を新法第二十五条第五項及び第三十四条第五項において準用する場合を含む。）の規

定は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）以後に新法第十条第一項、第二十五条第三項又

は第三十四条第三項の認証の申請があった場合について適用し、施行日前にこの法律による改正前の

特定非営利活動促進法（以下「旧法」という。）第十条第一項、第二十五条第三項又は第三十四条第三
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項の認証の申請があった場合については、なお従前の例による。 

 

 （事業報告書等に関する経過措置） 

第三条 新法第二十八条第一項及び第三十条の規定は、施行日以後に開始する事業年度に係る新法第二

十八条第一項に規定する事業報告書等について適用し、施行日前に開始した事業年度に係る旧法第二

十八条第一項に規定する事業報告書等については、なお従前の例による。 

 

（貸借対照表の公告に関する経過措置） 

第四条 新法第二十八条の二第一項の規定は、特定非営利活動法人（新法第二条第二項に規定する特定

非営利活動法人をいう。以下同じ。）が附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日（以下この条におい

て「第二号施行日」という。）以後に新法第二十八条第一項の規定により作成する貸借対照表について

適用する。 

２ 特定非営利活動法人が施行日前に旧法第二十八条第一項の規定により作成し、又は施行日から第二

号施行日の前日までの間に新法第二十八条第一項の規定により作成した貸借対照表のうち直近の事業

年度に係るもの（以下この項及び次項において「特定貸借対照表」という。）については、当該特定非

営利活動法人が第二号施行日に同項の規定により作成したものとみなして新法第二十八条の二第一項

の規定を適用する。ただし、特定貸借対照表を作成した後に当該特定非営利活動法人について合併が

あった場合は、この限りでない。 

３ 前項の規定は、第二号施行日までに定款で定める方法により特定貸借対照表を公告している特定非

営利活動法人については、適用しない。 

 （認定、有効期間の更新又は仮認定の基準に関する経過措置） 

第五条 施行日前に旧法第四十四条第一項の認定の申請、旧法第五十一条第三項の有効期間の更新の申

請、旧法第五十八条第一項の仮認定の申請又は旧法第六十三条第一項の認定若しくは同条第二項の認

定の申請をした者のこれらの申請に係る認定、有効期間の更新又は仮認定の基準については、なお従

前の例による。 

 

 （役員報酬規程等に関する経過措置） 

第六条 新法第五十四条第二項及び第五十六条（これらの規定を新法第六十二条において準用する場合

を含む。）の規定は、施行日以後に開始する事業年度に係る同項第二号から第四号まで（新法第六十二

条において準用する場合を含む。）に掲げる書類について適用し、施行日前に開始した事業年度に係る

旧法第五十四条第二項第二号から第四号まで（旧法第六十二条において準用する場合を含む。）に掲げ

る書類については、なお従前の例による。 

 

 （助成金の支給に係る書類に関する経過措置） 

第七条 新法第五十四条第三項及び第五十六条（これらの規定を新法第六十二条において準用する場合

を含む。）の規定は、施行日以後に行われる助成金の支給に係る同項（新法第六十二条において準用す

る場合を含む。）の書類について適用し、施行日前に行われた助成金の支給に係る旧法第五十四条第三

項（旧法第六十二条において準用する場合を含む。）の書類については、なお従前の例による。 

 

（海外への送金又は金銭の持出しに係る書類に関する経過措置） 

第八条 この法律の施行の際現に旧法第四十四条第一項の認定又は旧法第五十八条第一項の仮認定を受

けている特定非営利活動法人（以下この条において「認定特定非営利活動法人等」という。）による施

行日の属する事業年度以前における海外への送金又は金銭の持出しに係る旧法第五十四条第四項（旧

法第六十二条において準用する場合を含む。）の書類の作成、当該認定特定非営利活動法人等の事務所

における備置き及び閲覧並びに当該書類の所轄庁への提出並びに当該書類の所轄庁における閲覧又は

謄写については、なお従前の例による。 

２ 前項の規定によりなお従前の例によることとされる場合における認定特定非営利活動法人等の監督

については、なお従前の例による。 
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（仮認定を受けている特定非営利活動法人に関する経過措置） 

第九条 この法律の施行の際現に旧法第五十八条第一項の仮認定を受けている特定非営利活動法人は、

新法第五十八条第一項の特例認定を受けた特定非営利活動法人とみなす。この場合において、当該特

例認定を受けた特定非営利活動法人とみなされる特定非営利活動法人に係る特例認定の有効期間は、

旧法第五十八条第一項の仮認定の有効期間の残存期間とする。 

 

（仮認定の申請に関する経過措置） 

第十条 施行日前に旧法第五十八条第一項の規定により所轄庁に対しされた仮認定の申請は、新法第五

十八条第一項の規定により所轄庁に対してされた特例認定の申請とみなす。 

 

 （地方税法及び租税特別措置法の一部改正） 

第十一条 次に掲げる法律の規定中「仮認定特定非営利活動法人」を「特例認定特定非営利活動法人」

に改める。 

 一 地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第四十五条の二第一項ただし書及び第三百十七条

の二第一項ただし書 

 二 租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第四十一条の十八の二第一項及び第六十六条の

十一の二第二項 

 

（処分等の効力） 

第十二条 この法律の施行前にこの法律による改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。以

下この条において同じ。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、この法律による改正

後のそれぞれの法律の規定に相当の規定があるものは、この附則に別段の定めがあるものを除き、こ

の法律による改正後のそれぞれの法律の相当の規定によってしたものとみなす。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第十三条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場

合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

（国家戦略特別区域法の一部改正） 

第十四条 国家戦略特別区域法（平成二十五年法律第百七号）の一部を次のように改正する。 

  第二十四条の三中「公告する」を「公告し、又はインターネットの利用により公表する」に、「二月

間」を「一月間」に、「一月」を「二週間」に改める。 

 

（政令への委任） 

第十五条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

 

（検討） 

第十六条 特定非営利活動法人制度については、この法律の施行後三年を目途として、新法の実施状況、

特定非営利活動（新法第二条第一項に規定する特定非営利活動をいう。）を取り巻く社会経済情勢の 

変化等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

 

附 則 （令和元年五月三一日法律第一六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して九月を超えない範囲内において政令で定める日（令和

元年１２月１６日）から施行する。 

 

附 則 （令和元年六月一四日法律第三七号） 抄 

（施行期日） 
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第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を経過した日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第四十条、第五十九条、第六十一条、第七十五条（児童福祉法第三十四条の二十の改正規定

に限る。）、第八十五条、第百二条、第百七条（民間あっせん機関による養子縁組のあっせん

に係る児童の保護等に関する法律第二十六条の改正規定に限る。）、第百十一条、第百四十三

条、第百四十九条、第百五十二条、第百五十四条（不動産の鑑定評価に関する法律第二十五条

第六号の改正規定に限る。）及び第百六十八条並びに次条並びに附則第三条及び第六条の規定 

公布の日 

二 第三条、第四条、第五条（国家戦略特別区域法第十九条の二第一項の改正規定を除く。）、

第二章第二節及び第四節、第四十一条（地方自治法第二百五十二条の二十八の改正規定を除

く。）、第四十二条から第四十八条まで、第五十条、第五十四条、第五十七条、第六十条、第

六十二条、第六十六条から第六十九条まで、第七十五条（児童福祉法第三十四条の二十の改正

規定を除く。）、第七十六条、第七十七条、第七十九条、第八十条、第八十二条、第八十四条、

第八十七条、第八十八条、第九十条（職業能力開発促進法第三十条の十九第二項第一号の改正

規定を除く。）、第九十五条、第九十六条、第九十八条から第百条まで、第百四条、第百八条、

第百九条、第百十二条、第百十三条、第百十五条、第百十六条、第百十九条、第百二十一条、

第百二十三条、第百三十三条、第百三十五条、第百三十八条、第百三十九条、第百六十一条か

ら第百六十三条まで、第百六十六条、第百六十九条、第百七十条、第百七十二条（フロン類の

使用の合理化及び管理の適正化に関する法律第二十九条第一項第一号の改正規定に限る。）並

びに第百七十三条並びに附則第十六条、第十七条、第二十条、第二十一条及び第二十三条から

第二十九条までの規定 公布の日から起算して六月を経過した日（令和元年１２月１４日） 

 

（行政庁の行為等に関する経過措置） 

第二条 この法律（前条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条及び次条において同

じ。）の施行の日前に、この法律による改正前の法律又はこれに基づく命令の規定（欠格条項そ

の他の権利の制限に係る措置を定めるものに限る。）に基づき行われた行政庁の処分その他の行

為及び当該規定により生じた失職の効力については、なお従前の例による。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

（検討） 

第七条 政府は、会社法（平成十七年法律第八十六号）及び一般社団法人及び一般財団法人に関す

る法律（平成十八年法律第四十八号）における法人の役員の資格を成年被後見人又は被保佐人で

あることを理由に制限する旨の規定について、この法律の公布後一年以内を目途として検討を加

え、その結果に基づき、当該規定の削除その他の必要な法制上の措置を講ずるものとする。 

 

附 則 （令和二年十二月九日法律第七十二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

 

（認証の申請に関する経過措置） 

第二条 この法律による改正後の特定非営利活動促進法（以下この条及び次条において「新法」と

いう。）第十条第二項から第四項まで（これらの規定を新法第二十五条第五項及び第三十四条第

五項において準用する場合を含む。）の規定は、この法律の施行日（以下この条及び次条におい

て「施行日」という。）以後に新法第十条第一項、第二十五条第三項又は第三十四条第三項の認

証の申請があった場合について適用し、施行日前にこの法律による改正前の特定非営利活動促進

法第十条第一項、第二十五条第三項又は第三十四条第三項の認証の申請があった場合については、

なお従前の例による。 
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（書類の提出に関する経過措置） 

第三条 新法第五十五条第１項（新法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定は、新法

第二条第三項に規定する認定特定非営利活動法人又は同条第四項に規定する特例認定特定非営

利活動法人（以下この条において「認定特定非営利活動法人等」という。）が施行日以後に開始

する事業年度において提出すべき書類について適用し、認定特定非営利活動法人等が施行日前に

開始した事業年度において提出すべき書類については、なお従前の例による。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第四条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされ

る場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

 

（政令への委任） 

第七条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

 

（情報通信技術の利用のための措置） 

第八条 政府は、この法律の施行後速やかに、特定非営利活動促進法に基づく事務又は業務に係る

関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るため、当該事務又は業務につい

て、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことがで

きるようにするため、必要な措置を講ずるものとする。 
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特定非営利活動促進法施行令(政令第三百十九号) 

(最終改正 令和二年政令第六十五号) 

 

内閣は、特定非営利活動促進法(平成十年法律第七号)第七条第一項、第四十五条第一項第一号イ及び

ロ並びに第二項(同法第五十一条第五項及び第六十三条第五項において準用する場合を含む。)、第四十

六条(同法第五十一条第五項及び第六十二条において準用する場合を含む。)並びに第六十三条第五項の

規定に基づき、並びに同法を実施するため、この政令を制定する。 

 

(認定の基準となる寄附金等収入金額の割合) 

第一条 特定非営利活動促進法(以下「法」という。)第四十五条第一項第一号イに規定する政令で定め

る割合は、五分の一とする。 

 

(判定基準寄附者の要件等) 

第二条 法第四十五条第一項第一号ロに規定する政令で定める額は、三千円とする。 

ただし、当該事業年度における当該同一の者からの休眠預金等交付金関係助成金(民間公益活動を促

進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律(平成二十八年法律第百一号)第十九条第二項

第三号イに規定する民間公益活動を行う団体若しくは同号ロに規定する資金分配団体からの助成金

(同法第八条に規定する休眠預金等交付金に係る資金をその原資に含むものに限る。)又は同法第二十

一条第一項に規定する指定活用団体からの助成金(同法第八条に規定する休眠預金等交付金に係る資

金を原資とするものに限る。)をいう。)の額がある場合は、三千円に当該休眠預金等交付金関係助成

金の額の総額を加算した金額とする。 

2 法第四十五条第一項第一号ロに規定する政令で定める数は、百とする。 

 

(小規模な特定非営利活動法人) 

第三条 法第四十五条第二項に規定する政令で定める小規模な特定非営利活動法人(第五条第二項及び

第三項において「小規模法人」という。)は、実績判定期間(法第四十四条第三項に規定する実績判定   

期間をいう。以下同じ。)における総収入金額に十二を乗じてこれを当該実績判定期間の月数で除して

得た金額が八百万円未満で、かつ、当該実績判定期間において受け入れた寄附金の額の総額が三千円

以上である寄附者(当該申請に係る特定非営利活動法人の役員又は社員である者を除く。)の数が五十人

以上である特定非営利活動法人とする。 

 

(実績判定期間の月数の計算方法) 

第四条 法第四十五条第一項第一号ロ及び前条の月数は、暦に従って計算し、一月に満たない端数を生

じたときは、これを一月とする。 

 

(国の補助金等がある場合における寄附金等収入金額の割合の計算方法等) 

第五条 法第四十四条第一項の認定を受けようとする特定非営利活動法人の実績判定期間に国の補助金

等(法第四十五条第一項第一号イ(1)に規定する国の補助金等をいう。以下この条において同じ。)があ

る場合における同号イに規定する割合の計算については、当該国の補助金等の金額のうち同号イ(2)

に掲げる金額に達するまでの金額は、同号イに規定する寄附金等収入金額に含めることができる。こ

の場合において、当該国の補助金等の金額は、同号イに規定する経常収入金額に含めるものとする。 

2 小規模法人が法第四十四条第一項の認定を受けようとする場合における法第四十五条第一項第一号

に掲げる基準については、同号イの規定にかかわらず、実績判定期間における第一号に掲げる金額の

うちに第二号に掲げる金額(内閣府令で定める要件を満たす小規模法人にあっては、同号及び第三号に

掲げる金額の合計額)の占める割合が五分の一以上であることとすることができる。 

一 総収入金額から国の補助金等、臨時的な収入その他の内閣府令で定めるものの額を控除した金額 

二 法第四十五条第一項第一号イ(2)に規定する受入寄附金総額から同号イ(2)に規定する一者当たり

基準限度超過額その他の内閣府令で定める寄附金の額の合計額を控除した金額 
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三 社員から受け入れた会費の額の合計額から当該合計額に法第四十五条第一項第二号に規定する内

閣府令で定める割合を乗じて計算した金額を控除した金額のうち前号に掲げる金額に達するまでの

金額 

3 前項の規定の適用を受けようとする小規模法人の実績判定期間に国の補助金等がある場合における

同項に規定する割合の計算については、当該国の補助金等の金額のうち同項第二号に掲げる金額に達

するまでの金額は、同号に掲げる金額に含めることができる。この場合において、当該国の補助金等

の金額は、同項第一号に掲げる金額に含めるものとする。 

(合併特定非営利活動法人に関する法第四十四条及び第四十五条の規定の適用) 

第六条 法第四十四条第一項の認定を受けようとする特定非営利活動法人が合併後存続した特定非営利

活動法人で同条第二項の申請書を提出しようとする事業年度の初日においてその合併の日以後一年を

超える期間が経過していないものである場合における同条及び法第四十五条の規定の適用については、

法第四十四条第三項中「の末日」とあるのは「の末日(当該末日の翌々日以後に合併をした場合にあっ

ては、その合併の日の前日。以下この項において同じ。)」と、「各事業年度」とあるのは「当該特定

非営利活動法人又は合併によって消滅した各特定非営利活動法人の各事業年度」と、法第四十五条第

一項第八号中「その設立の日」とあるのは「当該申請に係る特定非営利活動法人又は合併によって消

滅した各特定非営利活動法人の設立の日のうち最も早い日」とする。 

2 前項に規定する場合において、当該特定非営利活動法人の合併前の期間につき法第四十五条第一項

第一号、第二号、第四号ハ及びニ並びに第九号に掲げる基準に適合するか否かの判定は、次の各号に

掲げる基準に応じ、当該各号に定めるところにより行うものとする。 

一 法第四十五条第一項第一号、第二号並びに第四号ハ及びニに掲げる基準 当該特定非営利活動法

人及び合併によって消滅した各特定非営利活動法人を一の法人とみなして判定すること。 

二 法第四十五条第一項第九号(同項第五号ロに係る部分を除く。)に掲げる基準 当該特定非営利活

動法人及び合併によって消滅した各特定非営利活動法人のそれぞれについて判定すること。 

三 法第四十五条第一項第九号(同項第五号ロに係る部分に限る。)に掲げる基準 当該特定非営利活

動法人及び合併によって消滅した各特定非営利活動法人(いずれも実績判定期間中に法第四十四条

第一項の認定又は法第五十八条第一項の特例認定を受けていた期間が含まれるものに限る。)のそれ

ぞれについて判定すること。 

3 前二項の規定は、法第四十四条第一項の認定を受けようとする特定非営利活動法人が合併によって

設立した特定非営利活動法人で同条第二項の申請書を提出しようとする事業年度の初日においてその

設立の日以後一年を超える期間が経過していないものである場合における同条及び法第四十五条の規

定の適用について準用する。この場合において、第一項中「当該末日の翌々日以後に合併をした場合

にあっては、その合併」とあるのは「前項の申請書を提出しようとする日の前日において、設立後最

初の事業年度が終了していない場合にあっては、その設立」と、同項中「当該特定非営利活動法人又

は合併」及び「当該申請に係る特定非営利活動法人又は合併」とあり、並びに前項各号中「当該特定

非営利活動法人及び合併」とあるのは「合併」と、同項中「合併前」とあるのは「設立前」と、それ

ぞれ読み替えるものとする。 

 

(認定の有効期間の更新に関する認定特定非営利活動法人の認定に係る規定の準用) 

第七条 第一条の規定は法第五十一条第五項において準用する法第四十五条第一項第一号イに規定する

政令で定める割合について、第二条の規定は法第五十一条第五項において準用する法第四十五条第一

項第一号ロに規定する政令で定める額及び数について、第三条の規定は法第五十一条第五項において

準用する法第四十五条第二項に規定する政令で定める小規模な特定非営利活動法人について、第四条

の規定は法第五十一条第五項において準用する法第四十五条第一項第一号ロ及びこの条において準用

する第三条の月数の計算方法について、第五条の規定は法第五十一条第五項において準用する法第四

十五条第二項に規定する政令で定める方法について、前条(第二項第二号及び第三号に係る部分を除

く。)の規定は法第五十一条第五項において準用する法第四十六条に規定する政令で定める事項につい

て、それぞれ準用する。この場合において、前条第一項中「と、法第四十五条第一項第八号中「その

設立の日」とあるのは「当該申請に係る特定非営利活動法人又は合併によって消滅した各特定非営利

活動法人の設立の日のうち最も早い日」とする」とあるのは「とする」と、同条第二項中「法第四十
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五条第一項第一号、第二号、第四号ハ及びニ並びに第九号」とあるのは「法第五十一条第五項におい

て準用する法第四十五条第一項第一号、第二号並びに第四号ハ及びニ」と、同条第三項中「前項の」

とあるのは「第五十一条第五項において準用する前項の」と、それぞれ読み替えるものとする。 

 

(特例認定特定非営利活動法人に関する法第五十八条及び第五十九条の規定の適用) 

第八条 法第五十八条第一項の特例認定を受けようとする特定非営利活動法人が合併後存続した特定非

営利活動法人で同条第二項において準用する法第四十四条第二項の申請書を提出しようとする事業年

度の初日においてその合併の日以後一年を超える期間が経過していないものである場合における法第

五十八条の規定の適用については、同条第二項中「五年」とあるのは「以前五年」と、「二年)」とあ

るのは「二年)内に終了した」と、「「二年」とあるのは「「(当該末日の翌々日以後に合併をした場合に

あっては、その合併の日の前日。以下この項において同じ。)以前二年内に終了した当該特定非営利活

動法人又は合併によって消滅した各特定非営利活動法人の」とする。 

2 前項に規定する場合において、法第五十九条第一号の規定による当該特定非営利活動法人の合併前

の期間につき法第四十五条第一項第二号、第四号ハ及びニ並びに第九号(同項第五号ロに係る部分を除

く。)に掲げる基準に適合するか否かの判定は、次の各号に掲げる基準に応じ、当該各号に定めるとこ

ろにより行うものとする。 

一 法第四十五条第一項第二号並びに第四号ハ及びニに掲げる基準 当該特定非営利活動法人及び合

併によって消滅した各特定非営利活動法人を一の法人とみなして判定すること。 

二 法第四十五条第一項第九号(同項第五号ロに係る部分を除く。)に掲げる基準 当該特定非営利活

動法人及び合併によって消滅した各特定非営利活動法人のそれぞれについて判定すること。 

3 第一項に規定する場合において、法第五十九条第一号の規定により法第四十五条第一項第八号に掲

げる基準に適合するか否かを判定する場合においては、同号中「その設立の日」とあるのは、「当該申

請に係る特定非営利活動法人又は合併によって消滅した各特定非営利活動法人の設立の日のうち最も

早い日」と読み替えるものとする。 

4 前三項の規定は、法第五十八条第一項の特例認定を受けようとする特定非営利活動法人が合併によ

って設立した特定非営利活動法人で同条第二項において準用する法第四十四条第二項の申請書を提出

しようとする事業年度の初日においてその設立の日以後一年を超える期間が経過していないものであ

る場合における法第五十八条及び第五十九条の規定の適用について準用する。この場合において、第

一項中「当該末日の翌々日以後に合併をした場合にあっては、その合併」とあるのは「第五十八条第

二項において準用する前項の申請書を提出しようとする日の前日において、設立後最初の事業年度が

終了していない場合にあっては、その設立」と、同項中「当該特定非営利活動法人又は合併」とあり、

第二項各号中「当該特定非営利活動法人及び合併」とあり、及び前項中「当該申請に係る特定非営利

活動法人又は合併」とあるのは「合併」と、第二項中「合併前」とあるのは「設立前」と、それぞれ

読み替えるものとする。 

 

(認定特定非営利活動法人等の合併についての認定に関する技術的読替え等) 

第九条 法第六十三条第五項の規定により法第四十四条第二項及び第三項、第四十五条並びに第四十九

条の規定を準用する場合には、法第四十四条第二項ただし書中「次条第一項第一号ハに掲げる基準に

適合する特定非営利活動法人が申請をする」とあるのは「合併後存続する特定非営利活動法人又は合

併によって設立した特定非営利活動法人が次条第一項第一号ハに掲げる基準に適合する」と、同条第

三項中「第一項の認定を受けようとする特定非営利活動法人の」とあるのは「合併後存続する特定非

営利活動法人又は合併によって消滅する各特定非営利活動法人(合併によって特定非営利活動法人を

設立する場合にあっては、合併によって消滅する各特定非営利活動法人。以下この項において同じ。)

の各事業年度のうち」と、「五年(同項の認定を受けたことのない特定非営利活動法人が同項の認定を

受けようとする場合にあっては、二年)」とあるのは「二年」と、「各事業年度」とあるのは「合併後

存続する特定非営利活動法人又は合併によって消滅する各特定非営利活動法人の各事業年度」と、法

第四十五条第一項中「前条第一項の認定の申請をした」とあるのは「第六十三条第一項の認定の申請

に係る合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立した」と、同項第一号ロ及び第二号

イ中「当該申請に係る」とあるのは「合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立した」
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と、同項第八号中「前条第二項の申請書を提出した日を含む事業年度の初日」とあるのは「合併後存

続する特定非営利活動法人又は合併によって消滅する各特定非営利活動法人(合併によって特定非営

利活動法人を設立する場合にあっては、合併によって消滅する各特定非営利活動法人)の各事業年度の

うち直前に終了した事業年度の末日の翌日」と、「その設立」とあるのは「合併後存続する特定非営利

活動法人及び合併によって消滅する各特定非営利活動法人(合併によって特定非営利活動法人を設立

する場合にあっては、合併によって消滅する各特定非営利活動法人)であって認定特定非営利活動法人

又は特例認定特定非営利活動法人でないものの設立」と、同条第二項中「前条第一項の認定の申請を

した」とあるのは「第六十三条第一項の認定の申請に係る合併後存続する特定非営利活動法人又は合

併によって設立する」と、「政令で定める小規模な特定非営利活動法人が同項の認定の申請をした」と

あるのは「同項の認定の申請に係る合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立する特

定非営利活動法人が政令で定める小規模な特定非営利活動法人となる」と、法第四十九条第二項及び

第三項中「当該認定に係る認定特定非営利活動法人」とあるのは「合併後存続する特定非営利活動法

人又は合併によって設立した特定非営利活動法人」と、それぞれ読み替えるものとする。 

2 法第六十三条第五項の規定により法第五十八条第二項において準用する法第四十四条第三項、法第

五十九条及び法第六十二条において準用する法第四十九条の規定を準用する場合には、法第五十八条

第二項において準用する法第四十四条第三項中「第一項の認定を受けようとする特定非営利活動法人

の」とあるのは「合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって消滅する各特定非営利活動法

人(合併によって特定非営利活動法人を設立する場合にあっては、合併によって消滅する各特定非営利

活動法人。以下この項において同じ。)の各事業年度のうち」と、「各事業年度」とあるのは「合併後

存続する特定非営利活動法人又は合併によって消滅する各特定非営利活動法人の各事業年度」と、法

第五十九条中「前条第一項の特例認定の申請をした」とあるのは「合併後存続する特定非営利活動法

人又は合併によって設立した」と、同条第二号中「その設立の日(当該特定非営利活動法人が合併後存

続した特定非営利活動法人である場合にあっては当該特定非営利活動法人又はその合併によって消滅

した各特定非営利活動法人の設立の日のうち最も早い日、当該特定非営利活動法人が合併によって設

立した特定非営利活動法人である場合にあってはその合併によって消滅した各特定非営利活動法人の

設立の日のうち最も早い日)」とあるのは「合併後存続する特定非営利活動法人及び合併によって消滅

する各特定非営利活動法人(合併によって特定非営利活動法人を設立する場合にあっては、合併によっ

て消滅する各特定非営利活動法人)であって特例認定特定非営利活動法人でないものが、その設立の

日」と、同条第三号中「第四十四条第一項」とあるのは「合併後存続する特定非営利活動法人及び合

併によって消滅する各特定非営利活動法人(合併によって特定非営利活動法人を設立する場合にあっ

ては、合併によって消滅する各特定非営利活動法人)であって特例認定特定非営利活動法人でないもの

が、第四十四条第一項」と、法第六十二条において準用する法第四十九条第二項及び第三項中「当該

認定に係る認定特定非営利活動法人」とあるのは「合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によ

って設立した特定非営利活動法人」と、それぞれ読み替えるものとする。 

3 法第六十三条第五項の規定により法第四十四条第三項の規定を準用する場合において、合併後存続

する特定非営利活動法人及び合併によって消滅する各特定非営利活動法人(合併によって特定非営利

活動法人を設立する場合にあっては、合併によって消滅する各特定非営利活動法人。以下この項にお

いて同じ。)の実績判定期間につき法第六十三条第五項において準用する法第四十五条第一項第一号、

第二号、第四号ハ及びニ並びに第九号に掲げる基準に適合するか否かの判定は、次の各号に掲げる基

準に応じ、当該各号に定めるところにより行うものとする。 

一 法第六十三条第五項において準用する法第四十五条第一項第一号、第二号並びに第四号ハ及びニ

に掲げる基準 合併後存続する特定非営利活動法人及び合併によって消滅する各特定非営利活動法

人を一の法人とみなして判定すること。 

二 法第六十三条第五項において準用する法第四十五条第一項第九号(同項第五号ロに係る部分を除

く。)に掲げる基準 合併後存続する特定非営利活動法人及び合併によって消滅する各特定非営利活

動法人のそれぞれについて判定すること。 

三 法第六十三条第五項において準用する法第四十五条第一項第九号(同項第五号ロに係る部分に限

る。)に掲げる基準 合併後存続する特定非営利活動法人及び合併によって消滅する各特定非営利活

動法人(いずれも実績判定期間中に法第四十四条第一項の認定又は法第五十八条第一項の特例認定
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を受けていた期間が含まれるものに限る。)のそれぞれについて判定すること。 

4 法第六十三条第五項において準用する法第五十九条第一号の規定により法第四十五条第一項第二号

及び第八号に掲げる基準に適合するか否かを判定する場合においては、同項第二号イ中「当該申請に

係る」とあるのは「合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立した」と、同項第八号

中「前条第二項の申請書を提出した日を含む事業年度の初日」とあるのは「合併後存続する特定非営

利活動法人又は合併によって消滅する各特定非営利活動法人(合併によって特定非営利活動法人を設

立する場合にあっては、合併によって消滅する各特定非営利活動法人)の各事業年度のうち直前に終了

した事業年度の末日の翌日」と、「その設立」とあるのは「合併後存続する特定非営利活動法人及び合

併によって消滅する各特定非営利活動法人(合併によって特定非営利活動法人を設立する場合にあっ

ては、合併によって消滅する各特定非営利活動法人)であって特例認定特定非営利活動法人でないもの

の設立」と、それぞれ読み替えるものとする。 

5 法第六十三条第五項の規定により法第五十八条第二項において準用する法第四十四条第三項の規定

を準用する場合において、法第六十三条第五項において準用する法第五十九条第一号の規定による合

併後存続する特定非営利活動法人及び合併によって消滅する各特定非営利活動法人(合併によって特

定非営利活動法人を設立する場合にあっては、合併によって消滅する各特定非営利活動法人。以下こ

の項において同じ。)の実績判定期間につき法第四十五条第一項第二号、第四号ハ及びニ並びに第九号

に掲げる基準に適合するか否かの判定は、次の各号に掲げる基準に応じ、当該各号に定めるところに

より行うものとする。 

一 法第四十五条第一項第二号並びに第四号ハ及びニに掲げる基準 合併後存続する特定非営利活動

法人及び合併によって消滅する各特定非営利活動法人を一の法人とみなして判定すること。 

二 法第四十五条第一項第九号(同項第五号ロに係る部分を除く。)に掲げる基準 合併後存続する特

定非営利活動法人及び合併によって消滅する各特定非営利活動法人のそれぞれについて判定するこ

と。 

三 法第四十五条第一項第九号(同項第五号ロに係る部分に限る。)に掲げる基準 合併後存続する特

定非営利活動法人及び合併によって消滅する各特定非営利活動法人(いずれも特例認定特定非営利

活動法人であるものに限る。)のそれぞれについて判定すること。 

6 第一条の規定は法第六十三条第五項において準用する法第四十五条第一項第一号イに規定する政令

で定める割合について、第二条の規定は法第六十三条第五項において準用する法第四十五条第一項第

一号ロに規定する政令で定める額及び数について、第三条の規定は法第六十三条第五項において準用

する法第四十五条第二項に規定する政令で定める小規模な特定非営利活動法人について、第四条の規

定は法第六十三条第五項において準用する法第四十五条第一項第一号ロ及びこの項において準用する

第三条の月数の計算方法について、第五条の規定は法第六十三条第五項において準用する法第四十五

条第二項に規定する政令で定める方法について、それぞれ準用する。この場合において、第五条第一

項中「法第四十四条第一項の認定を受けようとする」とあるのは「法第六十三条第一項の認定の申請

に係る合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立する」と、同条第二項中「小規模法

人が法第四十四条第一項の認定を受けようとする」とあるのは「法第六十三条第一項の認定の申請に

係る合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立する特定非営利活動法人が小規模法人

となる」と、それぞれ読み替えるものとする。 

 

附 則 抄 

(施行期日) 

第一条 この政令は、平成二十四年四月一日から施行する。 

 

附 則 (平成二八年一二月七日政令第三七〇号) 

この政令は、特定非営利活動促進法の一部を改正する法律の施行の日(平成２９年４月 1 日)から施行

する。 

 

附 則 (令和二年三月二十七日政令第六五号) 

(施行期日) 
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１ この政令は、令和二年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

２ この政令の施行前に特定非営利活動促進法第四十四条第一項若しくは第六十三条第一項若しくは

第二項の認定の申請又は同法第五十一条第三項の有効期間の更新の申請をした者のこれらの申請に

係る認定又は有効期間の更新の基準については、なお従前の例による。 
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特定非営利活動促進法施行規則(内閣府令第五十五号) 

(最終改正 令和三年内閣府令第三十三号) 

 

第一章 特定非営利活動法人 

第一章 特定非営利活動法人 

(公表の方法) 

第一条 特定非営利活動促進法（以下「法」という。）第十条第二項の内閣府令で定める方法は、インター

ネットの利用とする。ただし、インターネットの利用に代えて、公報に掲載する方法により公表するこ

とができる。 

 

(電磁的方法) 

第一条の二 法第十四条の七第三項に規定する内閣府令で定めるものは、次に掲げる方法とする。 

一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの 

イ 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通

じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

ロ 送信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された情報の内容を電気通信回線を

通じて情報の提供を受ける者の閲覧に供し、当該情報の提供を受ける者の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルに当該情報を記録する方法 

二 電磁的記録媒体(電磁的記録に係る記録媒体をいう。以下同じ。)をもって調製するファイルに情報を

記録したものを交付する方法 

2 前項各号に掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができ

るものでなければならない。 

 

(電磁的記録) 

第二条 法第十四条の九第一項に規定する内閣府令で定めるものは、特定非営利活動法人の使用に係る電

子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体をもって調製するファイルに情報を記録したものと

する。 

 

(役員の欠格事由のうち内閣府令で定めるもの) 

第二条の二 法第二十条第六号に規定する内閣府令で定めるものは、精神の機能の障害により役員の職務

を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。 

 

(所轄庁の変更に伴う事務の引継ぎ) 

第三条 法第二十六条第三項の規定による事務の引継ぎは、所轄庁の変更を伴う定款の変更の認証を受け

た特定非営利活動法人に係る法の規定に基づく事務について行うものとする。 

2 都道府県知事又は指定都市(地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百五十二条の十九第一項に

規定する指定都市をいう。以下同じ。)の長は、所轄庁の変更を伴う定款の変更を認証したときは、遅滞

なく、変更前の所轄庁に当該定款の変更を認証したことを通知するものとする。ただし、変更前の所轄

庁が法第五十三条第三項(法第六十二条において準用する場合を含む。)の都道府県知事であるときは、こ

の限りでない。 

 

(貸借対照表の公告) 

第三条の二 法第二十八条の二第一項第三号に規定する措置であって内閣府令で定めるものは、第一条の

二第一項第一号ロに掲げる方法のうち、インターネットに接続された自動公衆送信装置を使用するもの

による措置とする。 

2 法第二十八条の二第一項第四号に規定する措置として内閣府令で定める方法は、当該特定非営利活動法

人の主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法とする。 

3 前項の方法による公告は、当該公告の開始後一年を経過する日までの間、継続してしなければならない。 
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第二章 認定特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活動法人 

第一節 認定特定非営利活動法人 

 

(寄附金等収入金額に会費の一部を加えることができる特定非営利活動法人の要件) 

第四条 法第四十五条第一項第一号イに規定する内閣府令で定める要件は、次に掲げるものとする。 

一 社員の会費の額が合理的と認められる基準により定められていること。 

二 社員(役員並びに役員の配偶者及び三親等以内の親族並びに役員と特殊の関係(第十六条に規定する

関係をいう。第八条及び第三十二条第一項第四号において同じ。)のある者を除く。)の数が二十人以上

であること。 

 

(総収入金額から控除されるもの) 

第五条 法第四十五条第一項第一号イ(1)に規定する内閣府令で定めるものは、次に掲げるものとする。 

一 国の補助金等(法第四十五条第一項第一号イ(1)に規定する国の補助金等をいう。) 

二 委託の対価としての収入で国等(法第四十五条第一項第一号イ(1)に規定する国等をいう。)から支払

われるもの 

三 法律又は政令の規定に基づき行われる事業でその対価の全部又は一部につき、その対価を支払うべ

き者に代わり国又は地方公共団体が負担することとされている場合のその負担部分 

四 資産の売却による収入で臨時的なもの 

五 遺贈(贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を含む。)により受け入れた寄附金又は贈与者の被相続人

に係る相続の開始があったことを知った日の翌日から十月以内に当該相続により当該贈与者が取得し

た財産の全部若しくは一部を当該贈与者からの贈与(贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を除く。)

により受け入れた寄附金のうち、一者当たり基準限度超過額(法第四十五条第一項第一号イ(2)に規定す

る一者当たり基準限度超過額をいう。第七条第一号において同じ。)に相当する部分 

六 実績判定期間(法第四十四条第三項に規定する実績判定期間をいう。以下同じ。)における同一の者か

ら受け入れた寄附金の額の合計額が千円に満たないもの 

七 寄附者の氏名(法人にあっては、その名称)及びその住所が明らかな寄附金以外の寄附金 

八 休眠預金等交付金関係助成金(特定非営利活動促進法施行令(第二十五条において「令」という。)第

二条第一項ただし書に規定する休眠預金等交付金関係助成金をいう。第六条及び第七条第四号におい

て同じ。) 

 

(同一の者からの寄附金の額のうち一者当たり基準限度となる金額) 

第六条 法第四十五条第一項第一号イ(2)に規定する内閣府令で定める金額は、同号イ(2)に規定する受入寄

附金総額から休眠預金等交付金関係助成金の額の総額を控除した金額の百分の十(寄附者が法人税法施行

令(昭和四十年政令第九十七号)第七十七条各号に掲げる法人又は認定特定非営利活動法人である場合に

あっては、受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金の額の総額を控除した金額の百分の五十)に

相当する金額とする。 

 

(受入寄附金総額から控除される寄附金の額) 

第七条 法第四十五条第一項第一号イ(2)に規定する内閣府令で定める寄附金の額は、次に掲げる金額とす

る。 

一 受け入れた寄附金の額のうち一者当たり基準限度超過額 

二 実績判定期間における同一の者から受け入れた寄附金の額の合計額が千円に満たない場合の当該合

計額 

三 寄附者の氏名(法人にあっては、その名称)及びその住所が明らかな寄附金以外の寄附金の額 

四 休眠預金等交付金関係助成金の額の総額 

 

(役員が寄附者である場合の金額の算出方法の特例) 

第八条 法第四十五条第一項第一号イ(1)及び(2)に掲げる金額を算出する場合において、役員が寄附者であ

って、他の寄附者のうちに当該役員の配偶者及び三親等以内の親族並びに当該役員と特殊の関係のある
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者があるときは、これらの者は当該役員と同一の者とみなす。 

 

(判定基準寄附者について明らかにすべき事項) 

第九条 法第四十五条第一項第一号ロに規定する内閣府令で定める事項は、寄附者の氏名(法人にあっては、

その名称)及びその住所とする。 

 

(事業活動のうちにその対象が会員等である活動等の占める割合) 

第十条 法第四十五条第一項第二号に規定する内閣府令で定める割合は、実績判定期間において、当該申

請に係る特定非営利活動法人の行った事業活動に係る事業費の額、従事者の作業時間数その他の合理的

な指標により当該事業活動のうちに同号イ、ロ、ハ又はニに掲げる活動の占める割合を算定する方法に

より算定した割合とする。 

 

(会員に類するもの) 

第十一条 法第四十五条第一項第二号イに規定する内閣府令で定める者は、次に掲げる者とする。 

一 当該申請に係る特定非営利活動法人から継続的に若しくは反復して資産の譲渡等(法第四十五条第

一項第二号イに規定する資産の譲渡等をいう。以下同じ。)を受ける者又は相互の交流、連絡若しくは

意見交換に参加する者として当該申請に係る特定非営利活動法人の帳簿又は書類その他に氏名(法人

にあっては、その名称)が記載された者であって、当該申請に係る特定非営利活動法人から継続的に若

しくは反復して資産の譲渡等を受け、又は相互の交流、連絡若しくは意見交換に参加する者 

二 当該申請に係る特定非営利活動法人の役員 

 

(特定非営利活動法人の運営又は業務の執行に関係しない者) 

第十二条 法第四十五条第一項第二号イに規定する当該申請に係る特定非営利活動法人の運営又は業務の

執行に関係しない者で内閣府令で定めるものは、当該申請に係る特定非営利活動法人が行う不特定多数

の者を対象とする資産の譲渡等の相手方であって、当該資産の譲渡等以外の当該申請に係る特定非営利

活動法人の活動に関係しない者とする。 

 

(その対象が会員等である資産の譲渡等から除かれる活動) 

第十三条 法第四十五条第一項第二号イに規定する内閣府令で定める活動は、次に掲げるものとする。 

一 当該申請に係る特定非営利活動法人が行う資産の譲渡等で、その対価として当該資産の譲渡等に係

る通常の対価の額のおおむね百分の十程度に相当する額以下のもの及び交通費、消耗品費その他当該

資産の譲渡等に付随して生ずる費用でその実費に相当する額(次号において「付随費用の実費相当額」

という。)以下のものを会員等(法第四十五条第一項第二号イに規定する会員等をいう。以下同じ。)か

ら得て行うもの 

二 当該申請に係る特定非営利活動法人が行う役務の提供で、最低賃金法(昭和三十四年法律第百三十七

号)第四条第一項の規定により使用者が労働者に支払わなければならないこととされている賃金の算

定の基礎となる同法第九条第一項に規定する地域別最低賃金の額を会員等が当該申請に係る特定非営

利活動法人に支払う当該役務の提供の対価の額の算定の基礎となる額とみなして、これと当該役務の

提供の従事者の作業時間数に基づいて算出される金額におおむね相当する額以下のもの及び付随費用

の実費相当額以下のものをその対価として会員等から得て行うもの 

三 法別表第十九号に掲げる活動又は同表第二十号の規定により同表第十九号に掲げる活動に準ずる活

動として都道府県若しくは指定都市の条例で定める活動を主たる目的とする特定非営利活動法人が行

うその会員等の活動(公益社団法人若しくは公益財団法人である会員等又は認定特定非営利活動法人

である会員等が参加しているものに限る。)に対する助成 

 

(その便益の及ぶ者が特定の範囲の者である活動から除かれる活動) 

第十四条 法第四十五条第一項第二号ロに規定する内閣府令で定める活動は、前条第三号に掲げる活動と

する。 
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(特定の地域) 

第十五条 法第四十五条第一項第二号ロ(4)に規定する内閣府令で定める地域は、一の市町村(特別区を含む

ものとし、指定都市にあっては、区又は総合区)の区域の一部で地縁に基づく地域とする。 

 

(特殊の関係) 

第十六条 法第四十五条第一項第三号イ(1)に規定する内閣府令で定める特殊の関係は、次に掲げる関係と

する。 

一 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある関係 

二 使用人である関係及び使用人以外の者で当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持

している関係 

三 前二号に掲げる関係のある者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている関     

 係 

 

(特定の法人との関係) 

第十七条 法第四十五条第一項第三号イ(2)に規定する内閣府令で定める関係は、一の者(法人に限る。)が

法人の発行済株式又は出資(その有する自己の株式又は出資を除く。以下この条において「発行済株式等」

という。)の総数又は総額の百分の五十以上の数又は金額の株式又は出資を保有する場合における当該一

の者と当該法人との間の関係(以下この条において「直接支配関係」という。)とする。この場合において、

当該一の者及びこれとの間に直接支配関係がある一若しくは二以上の法人又は当該一の者との間に直接

支配関係がある一若しくは二以上の法人が他の法人の発行済株式等の総数又は総額の百分の五十以上の

数又は金額の株式又は出資を保有するときは、当該一の者は当該他の法人の発行済株式等の総数又は総

額の百分の五十以上の数又は金額の株式又は出資を保有するものとみなす。 

 

(役員又は使用人である者との特殊の関係) 

第十八条 法第四十五条第一項第三号イ(2)に規定する内閣府令で定める特殊の関係は、第十六条第二号中

「役員」とあるのを「役員又は使用人である者」と読み替えた場合における同条各号に掲げる関係とす

る。 

 

(特定の者の数の役員の総数のうちに占める割合の基準の適合に関する判定) 

第十九条 法第四十五条第一項第三号イに掲げる基準に適合するか否かの判定に当たっては、当該特定非

営利活動法人の責めに帰することのできない事由により当該基準に適合しないこととなった場合におい

て、その後遅滞なく当該基準に適合していると認められるときは、当該基準に継続して適合しているも

のとみなす。 

 

(取引の記録並びに帳簿及び書類の保存) 

第二十条 法第四十五条第一項第三号ハの規定による取引の記録並びに帳簿及び書類の保存は、法人税法

施行規則(昭和四十年大蔵省令第十二号)第五十三条から第五十九条までの規定に準じて行うものとする。 

 

(不適正な経理) 

第二十一条 法第四十五条第一項第三号ニに規定する内閣府令で定める経理は、当該特定非営利活動法人

の経理でその支出した金銭の費途が明らかでないものがあるもの、帳簿に虚偽の記載があるものその他

の不適正な経理とする。 

 

(役員、社員、職員若しくは寄附者等との特殊の関係) 

第二十二条 法第四十五条第一項第四号ロに規定する内閣府令で定める特殊の関係は、第十六条第二号中

「役員」とあるのを「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の

親族」と読み替えた場合における同条各号に掲げる関係とする。 

 

(特定の者と特別の関係がないものとされる基準) 
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第二十三条 法第四十五条第一項第四号ロに規定する内閣府令で定める基準は、次に掲げる基準とする。 

一 当該役員の職務の内容、当該特定非営利活動法人の職員に対する給与の支給の状況、当該特定非営

利活動法人とその活動内容及び事業規模が類似するものの役員に対する報酬の支給の状況等に照らし

て当該役員に対する報酬の支給として過大と認められる報酬の支給を行わないことその他役員等(役

員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの

者と前条に規定する特殊の関係のある者をいう。以下この項並びに第三十二条第一項第三号ロ及び第

五号において同じ。)に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと。 

二 役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産のその譲渡の時における価額に比

して著しく過少と認められる資産の譲渡を行わないことその他これらの者と当該特定非営利活動法人

との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと。 

三 役員等に対し役員の選任その他当該特定非営利活動法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別

の利益を与えないこと。 

四 営利を目的とした事業を行う者、法第四十五条第一項第四号イ(1)、(2)若しくは(3)に掲げる活動を行

う者又は同号イ(3)に規定する特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し、寄附を行わないこと。 

 

(特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合に準ずる割合) 

第二十四条 法第四十五条第一項第四号ハに規定する内閣府令で定める割合は、実績判定期間において、

当該申請に係る特定非営利活動法人の行った事業活動に係る従事者の作業時間数その他の合理的な指標

により当該事業活動のうちに特定非営利活動が占める割合を算定する方法により算定した割合とする。 

 

(小規模法人に関する特例) 

第二十五条 令第五条第二項に規定する内閣府令で定める要件は、第四条各号に掲げるものとする。 

2 令第五条第二項第一号に規定する内閣府令で定めるものは、第五条第一号から第五号まで及び第八号に

掲げるものとする。 

3 令第五条第二項第二号に規定する内閣府令で定める寄附金の額は、第七条第一号及び第四号に掲げる金

額とする。 

 

(認定に関する意見聴取) 

第二十六条 所轄庁が、法第四十七条第四号に掲げる事由の有無について、法第四十八条第二号に定める

者の意見を聴くときは、当該申請に係る特定非営利活動法人から提出された滞納処分に係る国税又は地

方税の納税証明書を示して行うものとする。 

 

(所轄庁以外の関係知事に対する認定の通知等) 

第二十七条 法第四十九条第三項に規定する内閣府令で定める事項は、当該認定に係る特定非営利活動法

人の次に掲げる事項とする。 

一 名称 

二 代表者の氏名 

三 主たる事務所及び法第四十九条第三項の通知を受ける所轄庁以外の関係知事(同項に規定する所轄

庁以外の関係知事をいう。以下同じ。)の管轄する区域内に所在するその他の事務所の所在場所及び電

話番号(ファクシミリの番号を含む。)その他の連絡先 

四 当該認定の有効期間 

2 法第四十九条第四項の規定による同項各号に掲げる書類の提出は、様式第一号により作成した提出書を

所轄庁以外の関係知事に提出してするものとする。 

 

(認定の有効期間の更新の届出) 

第二十八条 法第五十一条第五項において準用する法第四十九条第四項(第一号に係る部分を除く。)の規定

による同項第二号及び第三号に掲げる書類の提出は、様式第二号により作成した提出書を所轄庁以外の

関係知事に提出してするものとする。 
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(認定の有効期間の更新に関する認定特定非営利活動法人の認定に係る規定の準用) 

第二十九条 第四条から第二十六条までの規定は、法第五十一条第二項の有効期間の更新について準用す

る。 

(所轄庁の変更を伴う定款の変更の認証の申請の添付書類) 

第三十条 法第五十二条第三項に規定する内閣府令で定める書類は、次の各号に掲げる書類とする。 

一 法第四十四条第二項の規定により所轄庁に提出した同項第一号に規定する寄附者名簿その他の同項

各号に掲げる添付書類の写し 

二 認定に関する書類の写し 

三 法第五十五条第一項の規定により所轄庁に提出した直近の法第五十四条第二項第二号から第四号ま

でに掲げる書類の写し 

四 法第五十五条第二項の規定により所轄庁に提出した直近の法第五十四条第三項の書類の写し 

 

(定款の変更の通知等) 

第三十一条 所轄庁は、法第五十三条第三項の通知をしようとするときは、当該認定特定非営利活動法人

の第二十七条第一項各号に掲げる事項について通知するものとする。 

2 法第五十三条第四項の規定による法第四十九条第四項各号に掲げる書類の提出は、様式第三号により作

成した提出書を所轄庁以外の関係知事に提出してするものとする。 

 

(認定特定非営利活動法人がその事務所に備え置くべき書類) 

第三十二条 法第五十四条第二項第三号に規定する内閣府令で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項 

二 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項 

三 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項 

イ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次

その順位を付した場合におけるそれぞれ第一順位から第五順位までの取引 

ロ 役員等との取引 

四 寄附者(当該認定特定非営利活動法人の役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特

殊の関係のある者で、前事業年度における当該認定特定非営利活動法人に対する寄附金の額の合計額

が二十万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日 

五 役員等に対する報酬又は給与の状況 

 イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況（ロに係る部分を除く。） 

 ロ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項 

六 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日 

七 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日 

2 法第五十四条第二項第四号に規定する内閣府令で定める書類は、法第四十五条第一項第三号(ロに係る

部分を除く。)、第四号イ及びロ、第五号並びに第七号に掲げる基準に適合している旨並びに法第四十七

条各号のいずれにも該当していない旨を説明する書類とする。 

 

第二節 特例認定特定非営利活動法人 

 

(所轄庁以外の関係知事への書類の提出) 

第三十三条 法第六十二条において準用する法第四十九条第四項の規定による同項各号に掲げる書類の提

出は、様式第四号により作成した提出書を所轄庁以外の関係知事に提出してするものとする。 

2 法第六十二条において準用する法第五十三条第四項の規定による法第四十九条第四項各号に掲げる書

類の提出は、様式第五号により作成した提出書を法第六十二条において準用する法第五十三条第四項の

都道府県知事に提出してするものとする。 

 

(特例認定特定非営利活動法人に関する認定特定非営利活動法人に係る規定の準用) 

第三十四条 第二十六条の規定は所轄庁が法第六十二条において準用する法第四十七条第四号に掲げる事
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由の有無につき法第六十二条において準用する法第四十八条第二号に定める者の意見を聴くときについ

て、第二十七条の規定は法第六十二条において準用する法第四十九条第三項に規定する内閣府令で定め

る事項について、第三十条の規定は法第六十二条において準用する法第五十二条第三項に規定する内閣

府令で定める書類について、第三十一条第一項の規定は所轄庁が法第六十二条において準用する法第五

十三条第三項の通知をしようとするときについて、第三十二条の規定は法第六十二条において準用する

法第五十四条第二項第三号に規定する内閣府令で定める事項について、それぞれ準用する。 

 

第三節 認定特定非営利活動法人等の合併 

(合併の認定の通知等) 

第三十五条 法第六十三条第一項の認定又は同条第二項の認定の申請を受けた所轄庁は、直ちに、合併に

よって消滅する各特定非営利活動法人の事務所が所在する都道府県の知事又は指定都市の長にその旨を

通知するものとする。 

2 前項の規定により通知をした所轄庁は、同項の通知に係る申請に対する処分をしたときは、直ちに、そ

の旨を同項の通知を受けた都道府県の知事又は指定都市の長に通知するものとする。 

3 法第六十三条第五項において準用する法第四十九条第四項の規定による同項各号に掲げる書類の提出

は、様式第六号により作成した提出書を所轄庁以外の関係知事に提出してするものとする。 

4 法第六十三条第五項において準用する法第六十二条において準用する法第四十九条第四項の規定によ

る同項各号に掲げる書類の提出は、様式第七号により作成した提出書を所轄庁以外の関係知事に提出し

てするものとする。 

5 第四条から第二十七条までの規定は、法第六十三条第一項の認定及び同条第二項の認定について準用す

る。この場合において、第十条、第十一条各号、第十二条、第十三条第一号及び第二号、第二十四条並

びに第二十六条中「当該申請に係る」とあるのは「合併後存続する特定非営利活動法人又は合併により

設立した」と、同条中「滞納処分」とあるのは「合併後存続する特定非営利活動法人及び合併によって

消滅する各特定非営利活動法人(合併によって特定非営利活動法人を設立する場合にあっては、合併によ

って消滅する各特定非営利活動法人)の滞納処分」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

(施行期日) 

第一条 この府令は、平成二十四年四月一日から施行する。 

(特定非営利活動促進法施行規則等の廃止) 

第二条 次に掲げる内閣府令は、廃止する。 

一 特定非営利活動促進法施行規則(平成十年総理府令第四十三号) 

二 特定非営利活動促進法第二十六条第三項の事務の引継ぎに関する内閣府令(平成十年総理府令第四

十四号) 

三 内閣府の所管する内閣府本府関係法令に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の

技術の利用に関する法律施行規則(平成十七年内閣府令第三十一号) 

(経過措置) 

第三条 第三条の規定は、この府令の施行の日以後に行われた定款の変更の認証について適用し、同日前

に行われた定款の変更の認証については、なお従前の例による。 

2 法人税法施行令の一部を改正する政令(平成二十年政令第百五十六号)附則第十二条第二項の規定により

なおその効力を有するものとされる同令による改正前の法人税法施行令(第四項において「旧効力法人税

法施行令」という。)第七十七条第一項第二号及び第三号に掲げる法人から受け入れる寄附金がある特定

非営利活動法人に係る第六条の規定の適用については、同条中「第七十七条各号」とあるのは、「第七十

七条各号若しくは法人税法施行令の一部を改正する政令(平成二十年政令第百五十六号)附則第十二条第

二項の規定によりなおその効力を有するものとされる同令による改正前の法人税法施行令第七十七条第

一項第二号若しくは第三号」とする。 

3 旧認定特定非営利活動法人(特定非営利活動促進法の一部を改正する法律(平成二十三年法律第七十号)

附則第十条第四項に規定する旧認定特定非営利活動法人をいう。第五項において同じ。)から受け入れる

寄附金がある特定非営利活動法人に係る第六条の規定の適用については、同条中「認定特定非営利活動
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法人」とあるのは、「認定特定非営利活動法人若しくは特定非営利活動促進法の一部を改正する法律(平成

二十三年法律第七十号)附則第十条第四項に規定する旧認定特定非営利活動法人」とする。 

4 旧効力法人税法施行令第七十七条第一項第三号に掲げる法人を会員等とする特定非営利活動法人に係

る第十三条第三号の規定の適用については、同号中「公益財団法人である会員等」とあるのは、「公益財

団法人である会員等、法人税法施行令の一部を改正する政令(平成二十年政令第百五十六号)附則第十二条

第二項の規定によりなおその効力を有するものとされる同令による改正前の法人税法施行令第七十七条

第一項第三号に掲げる法人である会員等」とする。 

5 旧認定特定非営利活動法人を会員等とする特定非営利活動法人に係る第十三条第三号の規定の適用に

ついては、同号中「認定特定非営利活動法人」とあるのは、「認定特定非営利活動法人若しくは特定非営

利活動促進法の一部を改正する法律(平成二十三年法律第七十号)附則第十条第四項に規定する旧認定特

定非営利活動法人」とする。 

 

附 則 (平成二八年三月三一日内閣府令第二二号) 

この府令は、地方自治法の一部を改正する法律(平成二十六年法律第四十二号)の施行の日(平成二十八年

四月一日)から施行する。 

 

附 則 (平成二九年一月三一日内閣府令第一号) 

この府令は、特定非営利活動促進法の一部を改正する法律(以下「改正法」という。)の施行の日(平成二

十九年四月一日)から施行する。ただし、第三条の次に一条を加える改正規定は、改正法附則第一条第二号

に掲げる規定の施行の日(平成三十年十月一日)から施行する。 

 

附 則 (令和元年六月二七日内閣府令第一五号) 

この府令は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日(令和元年七月一日)から施行する。 

 

附 則 (令和元年一一月二九日内閣府令第四二号) 

この府令は、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する

法律(令和元年法律第三十七号)附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日(令和元年十二月十四日)から施行

する。 

 

附 則 (令和二年三月二七日内閣府令第一六号) 

(施行期日) 

１ この府令は、特定非営利活動促進法施行令の一部を改正する政令(令和二年政令第六十五号)の施

行の日(令和二年四月一日)から施行する。 

(経過措置) 

２ この府令の施行前に特定非営利活動促進法第四十四条第一項若しくは第六十三条第一項若しくは

第二項の認定の申請又は同法第五十一条第三項の有効期間の更新の申請をした者のこれらの申請に

係る認定又は有効期間の更新の基準については、なお従前の例による。 

 

  附 則 (令和三年五月三一日内閣府令第三三号) 

(施行期日) 

１ この府令は、特定非営利活動促進法の一部を改正する法律（令和二年法律第七十二号）の施行の

日（令和三年六月九日）から施行する。 

(経過措置) 

２ この府令による改正後の特定非営利活動促進法施行規則第三十二条第五号の規定は、法第二条第

三項に規定する認定特定非営利活動法人又は同条第四項に規定する特例認定特定非営利活動法人

（以下この条において「認定特定非営利活動法人等」という。）が施行日以後に開始する事業年度に

おいて作成すべき書類について適用し、認定特定非営利活動法人等が施行日前に開始した事業年度

において作成すべき書類については、なお従前の例による。 
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附 則 (令和六年一月二五日内閣府令第三号) 

この府令は、公布の日から施行する。 

様式〔略〕 
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福岡県特定非営利活動促進法施行条例（平成十年福岡県条例第三十一号） 

 

（最終改正 令和三年条例第六号） 

 

(趣旨) 

第一条 この条例は、特定非営利活動促進法(平成十年法律第七号。以下「法」という。)第二章、第三

章及び第五章の規定の実施のための手続その他その施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

(設立の認証申請等) 

第二条 法第十条第一項の申請書は、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載したものでな

ければならない。 

一 申請者の住所又は居所及び氏名又は名称 

二 設立しようとする特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名並びに主たる事務所及びその他の事

務所の所在地 

三 設立しようとする特定非営利活動法人の定款に記載された目的 

2 法第十条第一項第二号ハの各役員の住所又は居所を証する書面は、次の各号のいずれかの書面とす

る。 

一 当該役員が住民基本台帳法(昭和四十二年法律第八十一号)の適用を受ける者である場合にあって

は、同法第十二条第一項の住民票の写し 

二 当該役員が前号に該当しない者である場合にあっては、当該役員の住所又は居所を証する権限の

ある官公署が発給する文書 

3 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合には、当該役員に係る前項の書面の

添付を省略することができる。 

一 知事が住民基本台帳法第三十条の十一第一項第一号の規定により、地方公共団体情報システム機

構から、当該役員に係る機構保存本人確認情報（住民票コード（住民基本台帳法（昭和四十二年法

律第八十一号）第七条第十三号に規定する住民票コードをいう。以下同じ。）を除く。）の提供を受

けるとき。 

二 知事が住民基本台帳法第三十条の十五第一項第一号の規定により、当該役員に係る知事保存本人

確認情報（住民票コードを除く。）を利用することができるとき。 

4 法第十条第二項の規定(法第二十五条第五項及び法第三十四条第五項の規定により準用される場合を

含む。)による公表及び公衆の縦覧については、規則で定めるところによる。 

5 法第十条第四項に規定する条例で定める軽微な不備は、同項に規定する申請書又は添付書類の内容

の同一性に影響を与えない範囲のものであり、かつ、客観的に明白な誤記、誤字又は脱字に係るもの

とする。 

6 法第十条第四項の規定による補正を行おうとする者は、規則で定めるところにより、書面を知事に

提出しなければならない。 

 

(社員総会の議事録) 

第三条 社員総会の議事録は、書面又は法第十四条の九第一項の電磁的記録をもって作成しなければな

らない。 

2 法第十四条の九第一項の規定により同項の社員総会の決議があったものとみなされた場合には、当

該社員総会の議事録は、次に掲げる事項を記載したものでなければならない。 

 一 社員総会の決議があったものとみなされた事項の内容 

 二 前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 

 三 社員総会の決議があったものとみなされた日 

 四 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 

(定款の変更) 

第四条 法第二十五条第四項の申請書は、規則で定めるものでなければならない。 
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2 第二条第五項及び第六項の規定は、法第二十五条第三項の認証について準用する。 

3 法第二十五条第六項の規定による届出を行おうとする者は、規則で定めるところにより、届出書を

知事に提出しなければならない。 

 

(事業報告書等の記載事項) 

第五条 法第二十八条第一項の事業報告書は、次に掲げる事項を記載したものでなければならない。 

一 特定非営利活動法人の名称 

二 前事業年度 

三 事業の実施概要 

2 法第二十八条第一項の年間役員名簿は、次に掲げる事項を記載したものでなければならない。 

一 特定非営利活動法人の名称 

二 名簿作成年月日 

三 理事又は監事の別 

四 就任年月日及び退任年月日又は任期 

五 前事業年度中の報酬支給の有無 

 

(事業報告書等の提出) 

第六条 法第二十九条の規定による事業報告書等の提出は、規則で定めるところにより、毎事業年度初

めの三月以内にしなければならない。 

 

(事業報告書等の公開) 

第七条 法第三十条の閲覧又は謄写の請求があった場合において、知事は、閲覧又は謄写の日時、場所

及び方法を指定することができる。 

 

(解散の届出等の添付書類) 

第八条 法第三十一条第四項の規定による届出には、解散及び清算人の登記をしたことを証する登記事

項証明書を添付しなければならない。 

2 法第三十一条の八の規定による届出には、当該清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書を

添付しなければならない。 

3 法第三十二条の三の規定による届出には、清算結了の登記をしたことを証する登記事項証明書を添

付しなければならない。 

 

(合併の認証申請) 

第九条 法第三十四条第三項の認証を受けようとする特定非営利活動法人(その合併後知事が所轄庁と

なるものに限る。)が提出する申請書は、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載したもの

でなければならない。 

一 合併しようとする各特定非営利活動法人の名称及び主たる事務所の所在地 

二 合併後存続する特定非営利活動法人又は合併により設立する特定非営利活動法人の名称、代表者

の氏名並びに主たる事務所及びその他の事務所の所在地 

三 合併後存続する特定非営利活動法人又は合併により設立する特定非営利活動法人の定款に記載さ

れた目的 

2 第二条第二項、第三項、第五項及び第六項の規定は、法第三十四条第三項の認証について準用する。 

 

 

(合併の場合の貸借対照表等の備置き等) 

第十条 法第三十五条第一項の貸借対照表及び財産目録は、合併する各特定非営利活動法人について作

成し、同条第二項に規定する債権者が異議を述べることができる期間が満了するまでの間、それぞれ

の事務所に備え置かなければならない。 
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(検査の際の証明書) 

第十一条 法第四十一条第三項（法第六十四条第七項において準用する場合を含む。）の証明書は、知事

が発行し、次に掲げる事項を記載したものでなければならない。 

一 発行年月日 

二 職員の所属及び職名 

三 職員の氏名 

四 有効期限 

 

(認定の申請等) 

第十二条 法第四十四条第二項の申請書は、規則で定めるものでなければならない。 

2 前項の規定は、法第五十一条第五項で準用する法第四十四条第二項の申請書について準用する。 

 

 (認定特定非営利活動法人の定款の変更等) 

第十三条 法第五十二条第二項の規定による書類の提出を行おうとする者は、規則で定めるところによ

り、書面を知事に提出しなければならない。 

 

(役員報酬規程等の提出) 

第十四条 法第五十五条第一項の規定による書類の提出は、規則で定めるところにより、毎事業年度初

めの三月以内にしなければならない。 

 

(助成金支給書類の提出) 

第十五条 法第五十五条第二項の規定による書類の提出は、規則で定めるところにより、助成金の支給

後遅滞なくしなければならない。 

 

(役員報酬規程等の公開) 

第十六条 法第五十六条の閲覧又は謄写の請求があった場合においては、第七条の規定を準用する。 

 

(特例認定特定非営利活動法人への準用) 

第十七条 第十二条第一項及び第十三条から前条までの規定は、特例認定特定非営利活動法人について

準用する。 

 

(合併の認定の申請) 

第十八条 法第六十三条第三項の申請を行おうとする認定特定非営利活動法人又は特例認定特定非営利

活動法人は、第九条の申請書の提出に併せて、規則で定めるところにより、法第六十三条第一項又は

第二項の認定に係る申請書を知事に提出しなければならない。 

 

(情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律の適用) 

第十九条 申請、届出、提出、縦覧及び閲覧等に関し、法第七十四条の規定により読み替えて適用され

る情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成十四年法律第百五十一号）の規定を適用

する場合において必要な事項は、規則で定める。 

 

(民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律の適用) 

第二十条 特定非営利活動法人が行う書面の保存、備置き及び閲覧等に関し、法第七十五条の規定によ

り読み替えて適用される民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法

律(平成十六年法律第百四十九号)の規定を適用する場合において必要な事項は、規則で定める。 

 

(規則への委任) 

第二十一条 この条例に定めるもののほか、特定非営利活動法人が知事に提出すべき書類に関する事項

その他この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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附 則 

この条例は、平成十年十二月一日から施行する。 

 

附 則(平成一五年条例第一七号) 

この条例は、平成十五年五月一日から施行する。 

 

附 則(平成一六年条例第六一号) 

この条例は、不動産登記法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律(平成十六年法律第百二十四

号)の施行の日から施行する。 

(施行の日＝平成一七年三月七日) 

 

附 則(平成一八年条例第一七号) 

この条例は、平成十八年四月一日から施行する。 

 

附 則(平成一八年条例第四四号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成二〇年条例第二六号) 

この条例は、平成二十年十二月一日から施行する。 

 

附 則(平成二三年条例第四〇号) 

この条例は、平成二十四年四月一日から施行する。 

 

附 則(平成二四年条例第四四号) 

この条例は、平成二十四年七月九日から施行する。 

 

附 則(平成二七年条例第三三号) 

この条例は、平成二十七年十月五日から施行する。 

 

附 則(平成二七年条例第六○号) 

この条例は、平成二十八年一月一日から施行する。 

 

  附 則（平成二八年条例第五三号） 

この条例は、特定非営利活動促進法の一部を改正する法律（平成二十八年法律第七十号）の施行の日から

施行する。 

 （施行の日=平成二十九年四月一日） 

 

附 則（令和元年条例第二七号） 

この条例は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化

及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律

（令和元年法律第十六号）の施行の日から施行する。 

（施行日＝令和元年十二月二十四日） 

 

  附 則（令和三年条例第六号） 

この条例は、令和三年六月九日から施行する。 
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福岡県特定非営利活動促進法施行条例施行規則（平成十年福岡県規則第四十九号） 

 

（最終改正 令和三年福岡県規則第三十九号） 

（趣旨） 

第一条 この規則は、福岡県特定非営利活動促進法施行条例（平成十年福岡県条例第三十一号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（設立認証申請書及び添付書類） 

第二条 条例第二条第一項の申請書は、様式第一号によるものとする。 

２ 条例第二条第二項第二号の文書が外国語で作成されているときは、翻訳者を明らかにした訳文を添

付するものとする。 

３ 条例第二条第二項各号に掲げる文書は、申請の日前六月以内に作成されたものとする。 

４ 特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号。以下「法」という。）第十条第一項に規定する書類の

うち、同項第一号、第二号イ、第五号、第七号及び第八号に掲げるものには、それぞれ副本一通を添

えるものとする。 

 

（公衆の縦覧等） 

第三条 条例第二条第四項の公表については原則としてインターネットの利用によることとし、公衆の

縦覧は、福岡県人づくり・県民生活部社会活動推進課において行う。 

     

第四条 削除 

 

（縦覧期間中の補正） 

第五条 条例第二条第六項の書面は、様式第二号による補正書とする。 

２ 前項の補正書には、補正後の申請書又は書類を添付するものとする。この場合において、法第十条

第一項第一号、第二号イ、第五号、第七号及び第八号に掲げるものを補正するときは、それぞれ副本

一通を添えるものとする。 

  

（設立登記完了届出書及び添付書類） 

第六条 法第十三条第二項の規定による届出は、様式第三号による届出書を知事に提出して行うものと

する。 

２ 前項の届出書に添付する登記事項証明書にはその写し一通を、財産目録には副本一通を、それぞれ

添えるものとする。 

 

（役員変更等届出書及び添付書類） 

第七条 法第二十三条第一項の規定による届出は、様式第四号による届出書を知事に提出して行うもの

とする。 

２ 法第二十三条第二項の規定の適用を受ける場合における第二条第三項の適用については、同項中「申

請の日」とあるのは、「届出の日」とする。 

３ 第一項の届出書に添付する変更後の役員名簿には、副本一通を添えるものとする。ただし、県の区

域内及び他の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人又は特例特定非営利活動

法人（以下「認定特定非営利活動法人等」という。）のうち知事が所轄する者以外の者が添付する当該

変更後の役員名簿については、この限りでない。 

 

（定款変更認証申請書及び添付書類） 

第八条 条例第四条第一項の申請書は、様式第五号によるものとする。 

２ 前項の申請書に添付する書類のうち、法第二十五条第四項の規定により添付する変更後の定款、当

該定款の変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の事業計画書及び活動予算書並びに法第二十六条

第二項の規定により添付する法第十条第一項第二号イの書類には、それぞれ副本一通を添えるものと
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する。 

 

（定款変更届出書及び添付書類） 

第九条 条例第四条第三項の届出書は、様式第六号によるものとする。 

２ 前項の届出書に添付する変更後の定款には、副本一通を添えるものとする。この場合においては、

第七条第三項ただし書の規定を準用する。 

 

（定款変更登記完了提出書及び添付書類） 

第十条 法第二十五条第七項の規定による登記事項証明書の提出は、様式第七号による提出書を知事に

提出して行うものとする。 

２ 前項の提出書に添付する登記事項証明書には、その写し一通を添えるものとする。この場合におい

ては、第七条第三項ただし書の規定を準用する。 

 

（事業報告書等の提出） 

第十一条 条例第六条の事業報告書等の提出は、様式第八号による提出書を知事に提出して行うものと

する。 

２ 前項の提出書に添付する事業報告書等には、副本一通を添えるものとする。この場合においては、

第七条第三項ただし書の規定を準用する。 

 

（電子閲覧） 

第十二条 条例第七条の規定による閲覧のほか、知事は、直近五事業年度の事業報告書等（設立後当該

書類が作成されるまでの間は法第十条第一項第七号の事業計画書、同項第八号の活動予算書及び法第

十四条の財産目録、合併後当該書類が作成されるまでの間は法第三十四条第五項において準用する法

第十条第一項第七号の事業計画書並びに法第三十四条第五項において準用する法第十条第一項第八号

の活動予算書及び法第三十五条第一項の財産目録。ただし、年間役員名簿並びに社員のうち十人以上

の者の氏名及び住所又は居所を記載した書面は除く。）及び直近の定款の情報の内容を電気通信回線を

通じて情報の提供を受ける者の閲覧（以下「電子閲覧」という。）に供することができる。 

２ 知事は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報が記録されていると認める

ときは、当該情報に係る部分を電子閲覧に供しないことができる。 

一 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の個人を識

別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、申請者、設立代表者、法人の代表者及び法人の

役員の氏名並びに役員の役職に関する情報を除く。 

二 法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業

を営む個人の当該事業に関する情報であって、公にすることにより当該法人等又は当該個人の権利、

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの 

３ 知事は、第一項の規定にかかわらず、特定非営利活動法人の役員、社員その他の利害関係人の生命、

健康、生活又は財産を保護するために特に必要があると認める場合は、当該必要な事項に限り、電子

閲覧に供しないことができる。 

 

（解散認定申請書） 

第十三条 法第三十一条第三項の規定により知事に提出する書面は、様式第九号によるものとする。 

 

（解散届出書、清算人就任届出書及び清算結了届出書） 

第十四条 条例第八条第一項の届出は様式第十号による届出書を、同条第二項の届出は様式第十一号に

よる届出書を、同条第三項の届出は様式第十二号による届出書を知事に提出して行うものとする。 

 

（残余財産譲渡認証申請書） 
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第十五条 法第三十二条第二項の知事の認証の申請は、様式第十三号の申請書を知事に提出して行うも

のとする。 

 

（合併認証申請書及び添付書類） 

第十六条 条例第九条第一項の申請書は、様式第十四号によるものとする。 

２ 第二条第二項から第四項までの規定は、前項の申請書に添付する書類について準用する。 

 

（合併登記完了届出書及び添付書類） 

第十七条 法第三十九条第二項において準用する法第十三条第二項の規定による届出は、様式第十五号

による届出書を知事に提出して行うものとする。 

２ 前項の届出書に添付する登記事項証明書にはその写し一通を、財産目録には副本一通を、それぞれ

添えるものとする。 

 

（検査職員の証明書） 

第十八条 条例第十一条の証明書は、様式第十六号によるものとする。 

 

（認定申請書及び添付書類） 

第十九条 条例第十二条第一項の申請書は、様式第十七号によるものとする。 

２ 前項の申請書に添付する書類のうち、法第四十四条第二項第二号及び第三号の書類にはそれぞれ副

本一通を添えるものとする。 

 

（認定の有効期間の更新申請書及び添付書類） 

第二十条 条例第十二条第二項の規定において準用する場合における同条第一項の申請書は、様式第十

八号によるものとする。この場合においては、前条第二項の規定を準用する。 

 

（認定特定非営利活動法人等の定款の変更等） 

第二十一条 第七条、第九条、第十条及び第十一条の規定は、法第五十二条第一項（法第六十二条にお

いて準用する場合を含む。）の規定により、認定特定非営利活動法人等について法第二十三条、法第二

十五条第六項及び第七項並びに法第二十九条の規定を読み替えて適用する場合において、県の区域内

及び他の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人等のうち知事が所轄する者以

外の者が、これらの規定による届出又は提出を知事にする場合に適用する。 

２ 条例第十三条（条例第十七条において準用する場合を含む。）の書面は、様式第十九号によるものと

する。 

 

（認定特定非営利活動法人等の代表者変更届） 

第二十二条 法第五十三条第一項（法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による届出は、

様式第二十号による届出書を知事に提出して行うものとする。 

 

（認定特定非営利活動法人等の役員報酬規程等提出書及び添付書類） 

第二十三条 条例第十四条（条例第十七条において準用する場合を含む。）の書類の提出は、様式第二十

一号による提出書を知事に提出して行うものとする。 

２ 前項の提出書に添付する書類には、それぞれ副本一通を添えるものとする。 

３ 県の区域内及び他の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人等のうち知事が

所轄する者以外の者が、第一項及び次条第一項の提出を行う場合には、前項及び同条第二項の規定に

かかわらず、副本の添付を要しないものとする。 

 

（認定特定非営利活動法人等が助成金の支給を行った場合の実績の提出書及び添付書類） 

第二十四条 条例第十五条（条例第十七条において準用する場合を含む。）の書類の提出は、様式第二十

二号による提出書を知事に提出して行うものとする。 
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２ 前項の場合においては、当該書類の副本一通を添えるものとする。 

 

（特例認定申請書及び添付書類） 

第二十五条 条例第十七条において準用する場合における条例第十二条第一項の申請書は、様式第二十

三号によるものとする。この場合においては、第十九条第二項の規定を準用する。 

 

（合併認定申請書） 

第二十六条 条例第十八条の申請書は、様式第二十四号によるものとする。 

 

（電子情報処理組織を利用した申請等） 

第二十七条 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成十四年法律第百五十一号。  

以下「情報通信技術活用法」という。）第六条第一項の規定により行われた法第十条第一項に規定す

る申請において、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成

十四年法律第百五十三号）第三条第一項に規定する署名用電子証明書の送信があったときは、条例

第二条第二項各号に掲げる書面が添付されたものとみなす。 

２ 情報通信技術活用法第六条第一項の規定により行われた法第十三条第二項（法第三十九条第二項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による届出、法第二十五条第七項の規定による提出、法第三十

一条第四項の規定による届出並びに法第三十一条の八及び法第三十二条の三の規定による届出にお

いて、電気通信回線による登記情報の提供に関する法律（平成十一年法律第二百二十六号）第二条

第一項第一号の登記情報を利用することができる場合には、法第十三条第二項、条例第八条又は法

第二十五条第七項の登記事項証明書が添付されたものとみなす。 

３ 第三条、第十二条及び前二項に定めるもののほか、情報通信技術活用法第六条から第八条までの規

定により電子情報処理組織（情報通信技術活用法第六条第一項における「電子情報処理組織」をいう。）

を使用する方法その他の情報通信の技術を使用する方法により行う場合については、知事等に係る行

政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則（平成十六年福岡県規則第二十五号）に定める

手続等の例による。 

 

（電磁的記録による保存） 

第二十八条 法第七十五条の規定により読み替えて適用する民間事業者等が行う書面の保存等における

情報通信の技術の利用に関する法律（平成十六年法律第百四十九号。以下「電子文書法」という。）第

三条第一項の保存は、法第十四条（法第三十九条第二項において準用する場合を含む。）、法第二十八

条第一項及び第二項、法第三十五条第一項、法第五十四条第一項（法第六十二条（法第六十三条第五

項において準用する場合を含む。）及び法第六十三条第五項において準用する場合を含む。）並びに法

第五十四条第二項及び第三項（これらの規定を法第六十二条において準用する場合を含む。以下同じ。）

の規定に基づく書面の保存とする。 

２ 特定非営利活動法人が、前項の書面の保存を電磁的記録により行う場合は、次の各号のいずれかの

方法により行わなければならない。 

一 作成された電磁的記録を特定非営利活動法人の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は

磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。

以下同じ。）をもって調製するファイルにより保存する方法 

二 書面に記載されている事項をスキャナ（これに準ずる画像読取装置を含む。）により読み取ってで

きた電磁的記録を特定非営利活動法人の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディ

スクをもって調製するファイルにより保存する方法 

３ 特定非営利活動法人は、前項の規定により電磁的記録の保存を行う場合は、必要に応じ電磁的記録

に記録された事項を出力することにより、直ちに明瞭かつ整然とした形式で当該特定非営利活動法人

の使用に係る電子計算機その他の機器に表示し、及び書面を作成することができるよう、必要な措置

を講じなければならない。 

 

（電磁的記録による作成） 
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第二十九条 法第七十五条の規定により読み替えて適用する電子文書法第四条第一項の書面の作成は、

法第十四条、法第二十八条第一項、法第三十五条第一項並びに法第五十四条第二項及び第三項の規定

に基づく書面の作成とする。 

２ 特定非営利活動法人が、前項の書面の作成を電磁的記録により行う場合は、当該特定非営利活動法

人の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法又は磁気ディスクをもって調製する

方法により作成を行わなければならない。 

 

（電磁的記録による縦覧等） 

第三十条 法第七十五条の規定により読み替えて適用する電子文書法第五条第一項の縦覧等は、法第二

十八条第三項、法第四十五条第一項第五号（法第五十一条第五項及び法第六十三条第五項において準

用する場合を含む。）並びに法第五十二条第四項、第五項及び法第五十四条第四項（これらの規定を法

第六十二条において準用する場合を含む。）の規定に基づく書面の閲覧とする。 

２ 特定非営利活動法人が、前項の書面の閲覧に代えて当該書面に係る電磁的記録に記録されている事

項の閲覧を行う場合は、当該事項を当該特定非営利活動法人の事務所に備え置く電子計算機の映像面

における表示又は当該事項を記載した書類により行わなければならない。 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、平成十年十二月一日から施行する。 

（福岡県行政組織規則の一部改正） 

2 福岡県行政組織規則（昭和三十四年福岡県規則第六十六号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

 

附 則（平成一二年規則第八六号）抄 

（施行期日） 

1 この規則は、平成十二年四月一日から施行する。 

 

附 則（平成一五年規則第二五号） 

この規則は、平成十五年五月一日から施行する。 

 

附 則（平成一六年規則第六一号） 

この規則は、不動産登記法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成十六年法律第百二十四

号）の施行の日から施行する。ただし、様式第七号の備考の(1)の④の改正規定は、平成十七年一月一日

から施行する。 

（施行の日＝平成一七年三月七日） 

 

附 則（平成一八年規則第三八号） 

（施行期日） 

1 この規則は、平成十八年四月一日より施行する。 

（電子縦覧に係る経過措置） 

2 この規則の施行前にされた法第十条第一項（法第三十四条第五項において準用する場合を含む。）及

び法第二十五条第四項に規定する申請に係る書類の情報の内容については、改正後の第四条第一項の

規定は適用しない。 

（電子閲覧に係る経過措置） 

3 平成十八年三月三十日以前に事業年度の終期が到来し、又はこの規則の施行前に提出（法第二十九

条第一項又は第八条第二項の規定に基づく提出をいう。）のあった改正後の第十条第一項の事業報告書

等及び役員名簿等については、同項の規定は適用しない。 

 

附 則（平成一八年規則第六三号） 
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この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則（平成二〇年規則第三八号）抄 

（施行期日） 

1 この規則は、平成二十年四月一日から施行する。 

 

附 則（平成二〇年規則第五九号） 

この規則は、平成二十年十二月一日から施行する。 

 

附 則（平成二二年規則第七号） 

この規則は、平成二十二年四月一日から施行する。 

 

附 則（平成二四年規則第七号） 

この規則は、平成二十四年四月一日から施行する。 
 

附 則（平成二四年規則第三五号） 

この規則は、平成二十四年七月九日から施行する。 
 

附 則（平成二七年規則第六九号） 

この規則は、平成二十八年一月一日から施行する。 

 

（福岡県行政組織規則の一部改正） 

２ 福岡県行政組織規則（昭和三十四年福岡県規則第六十六号）の一部を次のように改正する。 

     〔次のよう〕略 

 

附 則（平成二八年規則第四一号） 

１ この規則は、平成二十八年四月一日から施行する。 

 

  附 則（平成二九年規則第四号） 

この規則は、平成二十九年四月一日から施行する。 

 

附 則（令和元年規則第八号） 

この規則は、令和元年七月一日から施行する。 

 

  附 則（令和元年規則第三二号） 

この規則は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡

素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正す

る法律（令和元年法律第十六号）の施行の日から施行する。 

（施行日＝令和元年十二月二十四日） 

 

附 則（令和三年規則第三十九号） 

（施行期日） 

1 この規則は、令和三年六月九日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

2 この規則による改正後の福岡県特定非営利活動促進法施行条例施行規則様式第二十一号は、施行日以

後に開始する事業年度において提出すべき書類について適用し、施行日以前に開始した事業年度にお

いて提出すべき書類については、なお、従前の例による。 
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様式第１号（第２条関係） 

 

 

年  月  日 

福岡県知事 殿 

 

申請者 住所又は居所           

氏名又は名称             

電話番号             

 

設立認証申請書 

 

特定非営利活動促進法第１０条第１項の規定により、下記のとおり特定非営利活動法人を設立するこ

とについて認証を受けたいので、申請します。 

 

記 

 

１ 特定非営利活動法人の名称（フリガナ） 

２ 代表者の氏名 

３ 主たる事務所の所在地 

４ その他の事務所の所在地 

５ 定款に記載された目的 

 

（備考） 

（１） ３及び４には、事務所の所在地の町名及び番地まで記載すること。 

（２） 申請書には次に掲げる書類（条例第２条第３項の規定の適用を受ける場合にあっては、④の書類を除く。）を添付

すること。 

① 定款（法第１０条第１項第１号）[２部] 

② 役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有無を記載した名簿をいう。）（法第１

０条第１項第２号イ）[２部] 

③ 各役員が法第２０条各号に該当しないこと及び法第２１条の規定に違反しないことを誓約し、並びに就任を承

諾する書面の謄本（法第１０条第１項第２号ロ）[１部] 

④ 各役員の住所又は居所を証する書面（法第１０条第１項第２号ハ）[１部] 

⑤ 社員のうち１０人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所又は居所を記載し

た書面（法第１０条第1項第３号）［１部］ 

⑥ 法第２条第２項第２号及び法第１２条第１項第３号に該当することを確認したことを示す書面（法第１０条第

１項第４号）[１部] 

⑦ 設立趣旨書（法第１０条第１項第５号）[２部] 

⑧ 設立についての意思の決定を証する議事録の謄本（法第１０条第１項第６号）[１部] 

⑨ 設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書（法第１０条第１項第７号）[２部] 

⑩ 設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書（その行う活動に係る事業の収益及び費用の見込みを記載し

た書類をいう。）（法第１０条第１項第８号）[２部] 

（３） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第２号（第５条関係） 

 

年  月  日 

 

福岡県知事 殿 

                      （申請者の住所若しくは居所 

又は特定非営利活動法人の名称（フリガナ）） 

         申請者名又は代表者名               

  電話番号                     

 

補正書 

 

年  月  日に申請した[ 補正する書類の種類 ]について不備がありましたので、特定

非営利活動促進法第１０条第４項（同法第２５条第５項及び第３４条第５項において準用する場合を含

む。）の規定により、下記のとおり補正を申し立てます。 

 

記 

 

１ 補正の内容 

２ 補正の理由 

 

（備考） 

（１） [ 補正する書類の種類 ]には、申請書の場合は、その申請書の名称（「設立認証申請書」等）

を、申請書に添付された書類の場合は、当該申請書の名称及び当該書類を特定することができる

文言（「設立認証申請書に添付する法第１０条第１項第１号の書類」等）を記載すること。 

（２） １には、補正する箇所について、補正後と申請段階の記載の違いを明らかにした対照表を記載

すること。 

（３） 補正書には、補正後の書類を添付すること。ただし、以下の書類について補正を行う場合は、

補正後の書類各２部を添付すること。 

① 定款 

② 役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有無を記載した名簿

をいう。） 

③ 設立趣旨書又は合併趣旨書 

④ 設立若しくは合併当初の事業年度又は定款変更の日の属する事業年度及びそれらの翌事業年

度の事業計画書 

⑤ 設立若しくは合併当初の事業年度又は定款変更の日の属する事業年度及びそれらの翌事業年

度の活動予算書（その行う活動に係る事業の収益及び費用の見込みを記載した書類をいう。） 

（４） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第３号（第６条関係） 

 

 

    年  月  日 

 

福岡県知事 殿 

 

主たる事務所の所在地           

特定非営利活動法人の名称（フリガナ）   

代表者氏名                

電話番号                 

 

 

設立登記完了届出書 

 

 

設立の登記を完了したので、特定非営利活動促進法第１３条第２項の規定により、登記事項証明書

及び財産目録を添えて届け出ます。 

 

 

 

（備考） 

（１） この届出書には、登記事項証明書２部（うち写し１部）及び財産目録２部を添付すること。 

（２） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第４号（第７条関係） 

 

 

年  月  日 

福岡県知事 殿 

 

主たる事務所の所在地           

特定非営利活動法人の名称（フリガナ）   

代表者氏名                

電話番号                 

 

役員変更等届出書 

 

 下記のとおり役員の変更等があったので、特定非営利活動促進法第２３条（同法第５２条第１項（同

法第６２条において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定によ

り、変更後の役員名簿を添えて届け出ます。 

 

変更年月日 

変更事由 
役 名 氏名（フリガナ） 住所又は居所 

    

 

（備考） 

（１） 「変更事由」の欄には、新任、再任、任期満了、死亡、辞任、解任、住所（又は居所）の異動、

改姓又は改名の別を記載し、また、補欠のため、又は増員によって就任した場合には、その旨

を付記すること。なお、任期満了と同時に再任した場合には、再任とだけ記載すれば足りる。 

（２） 「役名」の欄には、理事、監事の別を記載すること。 

（３） 改姓又は改名の場合には、「氏名」の欄に、旧姓又は旧名を括弧を付して併記すること。 

（４） 「住所又は居所」の欄には、条例第２条第２項に掲げる書面によって証される住所又は居所を

記載すること。 

（５） 役員が新たに就任した場合（任期満了と同時に再任された場合を除く。）は以下の書類を添付

すること。 

① 当該各役員が法第２０条各号に該当しないこと及び法第２１条の規定に違反しないことを誓

約し、並びに就任を承諾する書面の謄本（法第２３条第２項） 

② 当該各役員の住所又は居所を証する書面（法第２３条第２項） 

（６） 変更後の役員名簿については、２部を添付すること（ただし、本県以外の都道府県に主たる事

務所を設置し、本県にその他の事務所を置く認定特定非営利活動法人等が法第５２条第１項（法

第６２条において準用する場合を含む。）の規定に基づき提出する場合は、１部とする。）。 

（７） ２以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人等が法第５２条第１項

（法第６２条において準用する場合を含む。）の規定に基づき本県以外の関係知事に提出する場合

には、提出先の各都道府県が定めるところによること。 

（８） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第５号（第８条関係） 

 

 

年  月  日 

 

福岡県知事 殿 

 

主たる事務所の所在地           

特定非営利活動法人の名称（フリガナ）   

代表者氏名                

電話番号                 

 

定款変更認証申請書 

 

 下記のとおり定款を変更することについて、特定非営利活動促進法第２５条第３項の認証を受けたい

ので、申請します。 

 

記 

 

１ 変更の内容 

２ 変更の理由 

 

（備考） 

（１） １には、変更しようとする定款の条文等について、変更後と現行の記載の違いを明らかにした

新旧条文等の対照表を記載すること。変更しようとする時期を定めている場合には、その旨も記

載すること。 

（２） 当該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本（法第２５条第４項）［１部］、変更後の定

款（法第２５条第４項）［２部］並びに当該定款の変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の事

業計画書及び活動予算書（当該定款の変更が法第１１条第１項第３号又は第１１号に掲げる事項

に係る変更を含むものであるときに限る。）（法第２５条第４項）［２部］を添付すること。 

（３） 所轄庁の変更を伴う定款の変更の場合には、（２）に掲げる書類のほか以下の書類を添付する

こと。 

① 役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有無を記載した名簿

をいう。）（法第２６条第２項）［２部］ 

② 法第２条第２項第２号及び法第１２条第１項第３号に該当することを確認したことを示す書

面（法第２６条第２項）[１部] 

③ 直近の法第２８条第１項に規定する事業報告書等（設立後当該書類が作成されるまでの間は

法第１０条第１項第７号の事業計画書、同項第８号の活動予算書及び法第１４条の財産目録、

合併後当該書類が作成されるまでの間は法第３４条第５項において準用する法第１０条第１項

第７号の事業計画書、法第３４条第５項において準用する法第１０条第１項第８号の活動予算

書及び法第３５条第１項の財産目録）（法第２６条第２項）[１部] 

（４） 法第５２条第３項（法第６２条において準用する場合を含む。）の規定により、認定特定非営利

活動法人等が法第２６条第１項の所轄庁の変更を伴う定款の変更の申請をする場合には、（２）及

び（３）に掲げる書類のほか、以下の書類を添付すること。 

① 法第４４条第２項第１号に規定する寄附者名簿の写し（特例認定特定非営利活動法人は除

く。）、同項第２号に規定する認定又は特例認定の基準に適合する旨を説明する書類及び法第４

７条の欠格事由のいずれにも該当しない旨を説明する書類の写し、同項第３号に規定する寄附

金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類の写し 

② 認定又は特例認定の通知書の写し 
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③ 所轄庁に提出した直近の法第５４条第２項第２号及び第３号に規定する以下の書類の写し 

イ 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

ロ 前事業年度の収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金

に関する事項及び以下に掲げる書類 

（イ） 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項 

（ロ） 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項 

（ハ） 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項 

（ア） 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も

多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ第１順位から第５順位

までの取引 

（イ） 役員等との取引 

（ニ） 寄附者（当該認定特定非営利活動法人等の役員、役員の配偶者若しくは３親等以内

の親族又は役員と特殊の関係のある者で、前事業年度における当該認定特定非営利活

動法人等に対する寄附金の額の合計額が２０万円以上であるものに限る。）の氏名並び

にその寄附金の額及び受領年月日  

（ホ） 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項  

（ヘ） 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日  

（ト） 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその

実施日 

ハ 法第４５条第１項第３号（ロに係る部分を除く。）、第４号イ及びロ、第５号並びに第７号

に掲げる基準に適合している旨並びに法第４７条の欠格事由のいずれにも該当しない旨を

説明する書類 

④ 所轄庁に提出した直近の法第５４条第３項に規定する助成金の支給の実績を記載した書類 

（５） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第６号（第９条関係） 

 

 

年  月  日 

 

福岡県知事 殿 

 

主たる事務所の所在地           

特定非営利活動法人の名称（フリガナ）   

代表者氏名                

電話番号                 

 

定款変更届出書 

 

 下記のとおり定款を変更したので、特定非営利活動促進法第２５条第６項（同法第５２条第１項（同

法第６２条において準用する場合を含む。）により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により、当

該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更後の定款を添えて届け出ます。 

 

記 

 

１ 変更の内容 

２ 変更の理由 

 

（備考） 

（１） １には、変更した定款の条文等について、変更後と変更前の記載の違いを明らかにした新旧条

文等の対照表及び変更した時期を記載すること。 

（２） この届出書には、議事録の謄本１部及び変更後の定款２部を添付すること（ただし、本県以外

の都道府県に主たる事務所を設置し、本県にその他の事務所を置く認定特定非営利活動法人等が

法第５２条第１項（法第６２条において準用する場合を含む。）の規定に基づき提出する場合は、

副本の添付を要しない。）。 

（３） ２以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人等が法第５２条第１項

（法第６２条において準用する場合を含む。）の規定に基づき、本県以外の関係知事に提出する場

合には、提出先の各都道府県が定めるところによること。 

（４）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第７号（第１０条関係） 

 

    年  月  日 

 

福岡県知事 殿 

 

主たる事務所の所在地           

特定非営利活動法人の名称（フリガナ）   

代表者氏名                

電話番号                 

 

定款変更登記完了提出書 

 

定款の変更の登記を完了したので、特定非営利活動促進法第２５条第７項（同法第５２条第1項（同

法第６２条において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定に

より、登記事項証明書を添えて提出します。 

 

（備考） 

（１） この提出書には、登記事項証明書２部（うち写し１部）を添付すること（ただし、本県以外の

都道府県に主たる事務所を設置し、本県にその他の事務所を置く認定特定非営利活動法人等が法

第５２条第１項（法第６２条において準用する場合を含む。）の規定に基づき提出する場合は、写

しの添付を要しない。）。 

（２） ２以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人等が法第５２条第１項

（法第６２条において準用する場合を含む。）の規定に基づき、本県以外の関係知事に提出する場

合には、提出先の各都道府県が定めるところによること。 

（３） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第８号（第１１条関係） 

 

 

    年  月  日 

 

福岡県知事 殿 

 

主たる事務所の所在地           

特定非営利活動法人の名称（フリガナ）   

代表者氏名                

電話番号                 

 

事業報告書等提出書 

 

下記に掲げる前事業年度（  年  月  日から  年  月  日まで）の事業報告書等につい

て、特定非営利活動促進法第２９条（同法第５２条第１項（同法第６２条において準用する場合を含む。）

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により、提出します。 

 

記 

 

１ 前事業年度の事業報告書 

２ 前事業年度の活動計算書 

３ 前事業年度の貸借対照表 

４ 前事業年度の財産目録 

５ 前事業年度の年間役員名簿 

６ 前事業年度の末日における社員のうち１０人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表

者の氏名）及び住所又は居所を記載した書面 

  

（備考） 

（１） この提出書には、上記の提出書類各２部を添付すること（ただし、本県以外の都道府県に主た

る事務所を設置し、本県にその他の事務所を置く認定特定非営利活動法人等が法第５２条第１項

（法第６２条において準用する場合を含む。）の規定に基づき提出する場合は、副本の提出を要し

ない。）。 

（２） 特定非営利活動に係る事業のほか、その他の事業を行う場合には、活動計算書を一つの書類の

中で別欄表示し、また、その他の事業を実施していない場合は脚注においてその旨を記載する、

あるいは、その他の事業の欄全てに「ゼロ」を記載する。 

（３） ５の書類は、前事業年度において役員であったことがある者全員の氏名及び住所又は居所並び

にこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿をいう。 

（４） ２以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人等が法第５２条第１項

（法第６２条において準用する場合を含む。）の規定に基づき、本県以外の関係知事に提出する場

合には、提出先の各都道府県が定めるところによること。 

（５） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第９号（第１３条関係） 

 

 

年  月  日 

 

福岡県知事 殿 

 

主たる事務所の所在地           

特定非営利活動法人の名称（フリガナ）   

代表者氏名                

電話番号                 

 

解散認定申請書 

 

 特定非営利活動促進法第３１条第１項第３号に掲げる事由により下記のとおり特定非営利活動法人を

解散することについて、同条第２項の認定を受けたいので、申請します。 

 

記 

 

１ 事業の成功の不能となるに至った理由及び経緯  

２ 残余財産の処分方法 

 

（備考） 

（１） 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能の事由を証する書面（法第３１条第３項）

を添付すること。 

（２） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第１０号（第１４条関係） 

 

 

年  月  日 

 

福岡県知事 殿 

 

特定非営利活動法人の名称（フリガナ）   

清算人 住所               

氏名               

電話番号             

 

解散届出書 

 

 特定非営利活動促進法第３１条第１項第  号に掲げる事由により下記のとおり特定非営利活動法

人を解散したので、同条第４項の規定により、届け出ます。 

 

記 

 

１ 解散の理由 

２ 残余財産の処分方法 

 

（備考） 

（１）   の部分には、解散事由の区分に応じ、「１」、「２」、「４」又は「６」を記入すること。 

   ① 「１」は、「社員総会の決議」（法第３１条第１項第１号）によって解散した場合 

② 「２」は、「定款で定めた解散事由の発生」（法第３１条第１項第２号）によって解散した場

合 

③ 「４」は、「社員の欠亡」（法第３１条第１項第４号）によって解散した場合 

④ 「６」は、「破産手続開始の決定」（法第３１条第１項第６号）によって解散した場合 

（２） 解散及び清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書（条例第８条第１項）を添付するこ

と。 

（３） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第１１号（第１４条関係） 

 

 

年  月  日 

 

福岡県知事 殿 

 

特定非営利活動法人の名称（フリガナ）   

清算人 住所               

氏名               

電話番号             

 

清算人就任届出書 

 

 下記のとおり（特定非営利活動法人の名称）の解散に係る清算中に清算人が就任したので、特定非営

利活動促進法第３１条の８の規定により、届け出ます。 

 

記 

 

１ 清算人の氏名及び住所 

２ 清算人が就任した年月日 

 

（備考） 

（１） 当該清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書（条例第８条第２項）を添付すること。 

（２） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第１２号（第１４条関係） 

 

 

年  月  日 

 

福岡県知事 殿 

 

特定非営利活動法人の名称（フリガナ）   

清算人 住所               

氏名               

電話番号             

 

清算結了届出書 

 

 （特定非営利活動法人の名称）の解散に係る清算が結了したので、特定非営利活動促進法第３２条の

３の規定により、届け出ます。 

 

（備考） 

（１） 清算結了の登記をしたことを証する登記事項証明書（条例第８条第３項）を添付すること。 

（２） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第１３号（第１５条関係） 

 

 

年  月  日 

 

福岡県知事 殿 

 

特定非営利活動法人の名称（フリガナ）   

清算人 住所               

氏名               

電話番号             

 

残余財産譲渡認証申請書 

 

下記のとおり残余財産を譲渡することについて、特定非営利活動促進法第３２条第２項の認証を受け

たいので、申請します。 

 

記 

 

１ 譲渡すべき残余財産 

２ 残余財産の譲渡を受ける者 

 

（備考） 

（１） ２には、残余財産の譲渡を受ける者が複数ある場合には、各別に譲渡する財産を記載するこ

と。 

（２） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第１４号（第１６条関係） 

年  月  日 

福岡県知事 殿 

 

主たる事務所の所在地                     

合併しようとする特定非営利活動法人（甲）の名称（フリガナ）  

代表者氏名                          

電話番号                           

主たる事務所の所在地                     

合併しようとする特定非営利活動法人（乙）の名称（フリガナ）  

代表者氏名                          

電話番号                           

 

合併認証申請書 

 

 特定非営利活動促進法第３４条第５項において準用する同法第１０条第１項の規定により、下記のと

おり合併することについて、認証を受けたいので、申請します。 

 

記 

１      特定非営利活動法人の名称（フリガナ） 

２ 代表者の氏名 

３ 主たる事務所の所在地 

４ その他の事務所の所在地 

５ 定款に記載された目的 

 

（備考） 

（１）      の部分には、合併の態様に応じて「合併後存続する」又は「合併によって設立する」を

記入すること。 

（２） ３及び４には、事務所の所在地の町名及び地番まで記載すること。 

（３） 申請書には次に掲げる書類（条例第９条第２項において準用する条例第２条第３項の規定の適用を

受ける場合にあっては、⑤の書類を除く。）を添付すること。 

① 合併の議決をした社員総会の議事録の謄本（法第３４条第４項）[１部] 

② 定款（法第１０条第１項第１号）［２部］ 

③ 役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有無を記載した名簿をい

う。）（法第１０条第１項第２号イ）［２部］ 

④ 各役員が法第２０条各号に該当しないこと及び法第２１条の規定に違反しないことを誓約し、並び

に就任を承諾する書面の謄本（法第１０条第１項第２号ロ）[１部] 

⑤ 各役員の住所又は居所を証する書面（法第１０条第１項第２号ハ）[１部] 

⑥ 社員のうち１０人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所又は居

所を記載した書面（法第１０条第１項第３号）[１部] 

⑦ 法第２条第２項第２号及び法第１２条第１項第３号に該当することを確認したことを示す書面（法

第１０条第１項第４号）[１部] 

⑧ 合併趣旨書（法第１０条第１項第５号）［２部］ 

⑨ 合併当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書（法第１０条第１項第７号）［２部］ 

⑩ 合併当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書（その行う活動に係る事業の収益及び費用の見込

みを記載した書類をいう。）（法第１０条第１項第８号）［２部］ 

（４） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第１５号（第１７条関係） 

 

 

                                   年  月  日 

 

福岡県知事 殿 

 

主たる事務所の所在地           

特定非営利活動法人の名称（フリガナ）   

代表者氏名                

電話番号                 

 

合併登記完了届出書 

 

合併の登記を完了したので、特定非営利活動促進法第３９条第２項において準用する同法第 

１３条第２項の規定により、登記事項証明書及び財産目録を添えて届け出ます。 

 

（備考） 

（１） この届出書には、登記事項証明書２部（うち写し１部）及び財産目録２部を添付すること。 

（２） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第１６号（第１８条関係） 

 

 

＜表  面＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜裏  面＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 用紙の大きさは、日本産業規格Ｂ列８番とする。 

この証を携帯する者は、特定非営利活動促進法第４１条第３項（同法第６４条第７項にお

いて準用する場合を含む。）の規定により、特定非営利活動法人の業務及び財産の状況等を検

査する職権を行うものである。 
 

第    号 

所  属 

職  名 

氏  名 

 

特定非営利活動促進法第４１条第３項

の規定による職員の証 

 

年  月  日発行 

（有効期限   年  月  日） 

 

  福岡県知事 

 

  
写 

 
 

真 

 

 

印 

 

福
岡
県
印 
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様式第１７号（第１９条関係） 

認定特定非営利活動法人としての認定を受けるための申請書 

 

 

 

 

 年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

福岡県知事 殿 

 
主たる事務所の  
 
所 在 地 

〒 

 

電 話（  ）   ― 

ＦＡＸ（  ）   ― 

（フリガナ）  

法 人 名  

（フリガナ）  

代 表 者 の 氏 名  

設 立 年 月 日     年  月  日 本申請において適用するパブ
リックサポートテスト基準 事  業  年  度  月  日～  月  日 

過去の認定の有無 

（過去の認定の有効期間） 

有 ・ 無 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
 

□ 相対値基準・原則 

□ 相対値基準・小規模法人 

□ 絶対値基準 

□ 条例個別指定法人 

（過去に認定した所轄庁） （          ） 

過去の特例認定の有無  

（特例認定を受けた日） 

有 ・ 無 

（  年  月  日）  

（過去に特例認定した所轄庁） （          ） 

認定取消の有無 

（取 消 日） 

有 ・ 無 

（  年  月  日）  

（取り消した所轄庁） （          ） 

特例認定取消の有無 

（取 消 日） 

有 ・ 無 

（  年  月  日）  

（取り消した所轄庁） （          ） 

特定非営利活動促進法第44条第１項の認定を受けたいので、申請します。 

（現に行っている事業の概要） 

 

 

 

 

 

 

上記以外の事務所の所在地 左記の事務所の責任者の氏名 役 職 

〒 
 

電 話（  ）   ― 

ＦＡＸ（  ）   ― 

  

〒 
 

電 話（  ）   ― 

ＦＡＸ（  ）   ― 
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（注意事項） 

・ 申請書を提出する日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後１年を超える期間が経過していなければ認定申

請書を提出することができません。 

・ 過去に認定又は特例認定の取消しを受けている場合は、その取消しの日から５年を経過した日以後でなければ認定申請

書を提出することができません。 

・ 過去に認定（有効期間の更新を除きます。）又は認定取消を複数回受けている場合は、直近の認定の有効期間又は取消日

を記載してください。 

・ 申請書には知事が別に定める書類を添付してください。 

・ 「事務所の責任者」とは、その事務所における判断事項について責任を持って判断できる者をいいます。 

・ 「上記以外の事務所の所在地」については、定款に記載のある従たる事務所を全て記入してください。 
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（認定申請書次葉） 

申請法人名  

 

上記以外の事務所の所在地 左記の事務所の責任者の氏名 役 職 

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   
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様式第１８号（第２０条関係） 

      認定特定非営利活動法人の認定の有効期間の更新の申請書 

 

 

 

 

 年 月 日 

 

 

 

 

 

 

福岡県知事 殿 

 

 

 
主たる事務所の 
 
所 在 地 

〒 

 

電 話（  ）   ― 

ＦＡＸ（  ）   ― 

（フリガナ）  

法 人 名  

（フリガナ）  

代 表 者 の 氏 名  

認定の有効期間 
自    年  月  日 

至    年  月  日 

本申請において適用するパブ
リックサポート基準 

認定の有効期間の 

満了日の６月前の日 
    年  月  日 

 

□相対値基準・原則 

□相対値基準・小規模法人 

□絶対値基準 

□条例個別指定法人 

認定の有効期間の 

満了日の３月前の日 
    年  月  日 

事  業  年  度 月  日～  月  日 

特定非営利活動促進法第51条第２項の認定の有効期間の更新を受けたいので、申請します。 

（現に行っている事業の概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記以外の事務所の所在地 左記の事務所の責任者の氏名 役 職 

〒 
 

 

電 話（  ）   ― 

ＦＡＸ（  ）   ― 

  

〒 
 

 

電 話（  ）   ― 

ＦＡＸ（  ）   ― 
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（注意事項） 

・ 認定の有効期間の更新を受けようとする法人は、認定の有効期間満了の日の６月前から３月前までの間（更新申請期間）

に更新の申請をしなければなりません。この更新申請期間内に更新の申請をしない場合（災害その他やむを得ない事由に

より更新申請期間内に更新の申請をすることができない場合は除きます。）は、改めて認定の申請を行うこととなります。 

・ 認定の有効期間の欄には、直近の法第44条第1項の認定を受けた日から継続している有効期間を記入してください。 

・ 申請書には知事が別に定める書類を添付してください。 

（既に所轄庁に提出している書類のうち、その記載した事項に変更のないものを除きます。） 

・ 「事務所の責任者」とは、その事務所における判断事項について責任を持って判断できる者をいいます。 

・ 「上記以外の事務所の所在地」については、定款に記載のある従たる事務所を全て記入してください。 
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（認定の有効期間の更新申請書次葉） 

申請法人名  

 

 

上記以外の事務所の所在地 左記の事務所の責任者の氏名 役 職 

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   
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様式第１９号（第２１条関係） 

認定特定非営利活動法人の定款変更の認証を受けた場合の提出書 

特例認定特定非営利活動法人の定款変更の認証を受けた場合の提出書 

 

（注意事項） 

 ２以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人等は、所轄庁以外の関係知事に

提出することとなります。 

 

 

   

 

      年   月   日  

 

 

 

 

 

          

              福岡県知事   殿  

主 た る 事 務 所   

の 所 在 地 

〒  

 

電話（    ）   ― 

本県に設置しているそ

の他の事務所の所在地 

〒  

 

電話（    ）   ― 

（フ リ ガ ナ）  

法 人 名 
 

 

（フ リ ガ ナ）  

代 表 者 の 氏 名                     

認定（特例認定）の 

有 効 期 間 

自       年   月   日 

至       年   月   日 

特定非営利活動促進法第 25 条第３項に規定する所轄庁の定款の変更の認証を受けたので、同法第 52

条第２項（同法第62条において準用する場合を含む。）の規定に基づき提出します。 

定款変更の 

認証日 
定款変更の内容 添付書類 チェック 

   

・社員総会の議事録の

謄本 

・変更後の定款 

 

□ 

 

□ 
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様式第２０号（第２２条関係） 

認定特定非営利活動法人の代表者変更届 

           特例認定特定非営利活動法人の代表者変更届 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

      年   月   日  

 

 

          

 

 

                福岡県知事   殿  

主 た る 事 務 所   

の 所 在 地 

〒 

   

 

 

電話（    ）   ― 

（フ リ ガ ナ）  

法 人 名 
 

 

（フ リ ガ ナ）  

代 表 者 の 氏 名                     

認定（特例認定）の 

有 効 期 間 

自       年   月   日 

至       年   月   日 

 

 代表者を変更したので、特定非営利活動促進法第53条第１項（同法第62条において準用する場合を含

む。）の規定に基づき提出します。 

 

異動年月日 変更後の代表者の氏名及び住所 変更前の代表者の氏名及び住所 
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様式第２１号（第23条関係） 

認定特定非営利活動法人の役員報酬規程等提出書 

特例認定特定非営利活動法人の役員報酬規程等提出書 

 

特定非営利活動促進法第55条第1項（同法第62条において準用する場合を含む。）の規定に基づき、以下の書類を提出します。 

(1) 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に 

関する規程 

チェック欄   ④ 役員等に対する報酬又は給与の状況 

 イ 役員等に対する報酬又は給与の支給

（ロを除く。） 

ロ 給与を得た職員の総数及び総額 

 

 

提出しない場合  

最後に役員報酬規程を提出した事業年度（ 年度）   ⑤ 支出した寄附金の額並びにその相手先及

び支出年月日 

 

最後に職員給与規程を提出した事業年度（ 年度）  

(2) 前事業年度の収益の明細その他の資金に関する事

項、寄附金に関する事項その他の内閣府令で定める事項

を記載した書類 

（特定非営利活動促進法第54条第2項第3号に定め

る事項を記載した書類のうち、資産の譲渡等に関する事

項を記載した書面を除く。） 

  

⑥ 海外への送金又は金銭の持出しを行った

場合におけるその金額及び使途並びにその

実施日 

 

  ① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資

金に関する事項 

  (3) 法第45条第1項第3号(ロに係る部分を除

く。)、第4号イ及びロ、第5号並びに第7号に

掲げる基準に適合している旨及び法第47条各号

のいずれにも該当していない旨を説明する書類 

  

② 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他

その内容に関する事項 

 イ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそ

れぞれについて、取引金額の最も多いものから

順次その順位を付した場合におけるそれぞれ第

一順位から第五順位までの取引 

 ロ 役員等との取引 

  

  

  認定基準等チェック表(第3表) 

※「ロ」の欄の記載は必要ありません。 

  

  「役員の状況」第3表付表1   

監査証明書 又は 

「帳簿組織の状況」第3表付表2 

  

③ 寄附者(当該認定特定非営利活動法人等の役員、

役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員

と特殊の関係のある者で、前事業年度における当

該認定特定非営利活動法人等に対する寄附金の額

の合計額が二十万円以上であるものに限る。)の氏

名並びにその寄附金の額及び受領年月日 

  認定基準等チェック表(第4表)(初葉)   

認定基準等チェック表(第5表)   

認定基準等チェック表(第7表)   

欠格事由チェック表   

  

（注意事項） 

2 以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人等は、所轄庁及び所轄庁以外の関係知事に提出

することとなります。 

 

 

 

 年 月 日 

 

 

 

 

       

福岡県知事 殿 

 

主たる事務所の 

所  在  地 

〒 

電 話（  ）    ― 

ＦＡＸ（  ）    ― 

（フリガナ） 

法 人 名 

 

 

（フリガナ） 

代表者の氏名 

 

  

認定（特例認定）の有効期間 事 業 年 度 

自      年  月  日 

至     年  月  日 

自     年  月  日 

至     年  月  日 



93 

 

 

「認定特定非営利活動法人の役員報酬規程等提出書・特例認定特定非営利活動法人の役員 

報酬規程等提出書」の記載上の留意点等 

 

１ この用紙は、認定特定非営利活動法人等が、特定非営利活動促進法第55条第1項（同法第62条において準用す

る場合を含む。）の規定により、毎事業年度開始の日から3か月以内に特定非営利活動促進法第54条第2項に掲げ

る書類を所轄庁（2以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人等にあっては、所轄庁及

び所轄庁以外の関係知事）に提出する際に使用します。 

 

２ 各書類を作成するごとに右欄の「チェック欄」にチェックし、この用紙を提出書類の一番前にとじて、提出して

ください。 

  「⑴ 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程」について、提出しない場合は「提出しない場合」

にチェックするとともに、「最後に役員報酬規程を提出した事業年度」「最後に職員給与規程を提出した事業年度」

の空欄に事業年度を記載いただき、チェック欄にチェックしてください。 

 

３ 提出書類の様式について 

特定非営利活動促進法第55条第1項（同法第62条において準用する場合を含む。）の規定により提出する書類

のうち、「法第45条第1項第3号（ロに係る部分を除く。）、第4号イ及びロ、第5号並びに第7号に掲げる基準に

適合している旨及び法第 47 条各号のいずれにも該当していない旨を説明する書類」については、認定申請書の添

付書類としての「認定基準等チェック表」の第3表（「ロ」の欄の記載は必要ありません。）、第3表付表1・2、

第4表（初葉）、第5表、第7表及び欠格事由チェック表を使用することができますが、その際には第3表の「 年 

月 日～ 年 月 日」の欄に当該事業年度を記載の上、使用してください。 
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 様式第２２号（第２４条第１項関係） 

 認定特定非営利活動法人が助成金の支給を行った場合の実績の提出書 

特例認定特定非営利活動法人が助成金の支給を行った場合の実績の提出書 

 

 

 

  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

福岡県知事 殿 

 
主 た る 事 務 所  
 
の 所 在 地 

〒 

 

電話（  ）    －     

（フリガナ） 

 

法 人 名 

 

 

 

（フリガナ） 

 

代 表 者 の 氏 名 

 

 

認定（特例認定）年月日     年  月  日 

認定（特例認定）の有効期間 
自    年  月  日 

至    年  月  日 

  助成金の支給を行ったので、特定非営利活動促進法第55条第２項（同法第62条において準用する場合を

含む。）に規定する助成の実績を以下のとおり提出します。 

支    給    日 支   給    対    象   者 支 給 金 額 助 成 対 象 の 事 業 等 

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  
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「認定特定非営利活動法人が助成金の支給を行った場合の実績の提出書・特例認定特定 

非営利活動法人が助成金の支給を行った場合の実績の提出書」の記載上の留意点等 

 

 

１ この提出書は、認定特定非営利活動法人等が助成金の支給を行った場合に、特定非営利活動促進法第 55 条第

２項（同法第62条において準用する場合を含む。）の規定により助成の実績を記載した書類を所轄庁に提出する

必要がありますので、その際に使用します。 

 

２ 「助成対象の事業等」の欄は、事業等の内容を具体的に記載します。 
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様式第２３号（第２５条関係） 

特例認定特定非営利活動法人としての特例認定を受けるための申請書 

 

 

 

 

 年 月 日 

 

 

 

 

 

 

福岡県知事 殿 

 
主たる事務所の  
 
所 在 地 

〒 

 

電 話（  ）   ― 

ＦＡＸ（  ）   ― 

（フリガナ）  

法 人 名  

（フリガナ）  

代 表 者 の 氏 名  

設 立 年 月 日     年  月  日 

事  業  年  度 月  日～  月  日 

過去の認定の有無 有 ・ 無 

（過去に認定した所轄庁） （               ） 

過去の特例認定の有無 有 ・ 無 

（過去に特例認定した所轄庁） （               ） 

特定非営利活動促進法第58条第１項の特例認定を受けたいので、申請します。 

（現に行っている事業の概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記以外の事務所の所在地 左記の事務所の責任者の氏名 役 職 

〒 
 

 

電 話（  ）   ― 

ＦＡＸ（  ）   ― 

  

〒 
 

 

電 話（  ）   ― 

ＦＡＸ（  ）   ― 

  

〒 
 

 

電 話（  ）   ― 

ＦＡＸ（  ）   ― 
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（注意事項） 

・ 申請書を提出する日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後１年を超える期間が経過していなければ特例認

定申請書を提出することができません。 

・ 法人の設立の日から５年を経過していない法人でなければ特例認定申請書を提出することができません。 

・ 過去に認定又は特例認定を受けたことのある法人は特例認定申請書を提出することができません。 

・ 申請書には知事が別に定める書類を添付してください。 

・ 「事務所の責任者」とは、その事務所における判断事項について責任を持って判断できる者をいいます。 

・ 「上記以外の事務所の所在地」については、定款に記載のある従たる事務所を全て記入してください。 
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（特例認定申請書次葉） 

申請法人名  

 

上記以外の事務所の所在地 左記の事務所の責任者の氏名 役 職 

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

  

〒 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   
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様式第２４号（第２６条関係） 

特定非営利活動促進法第63条第１項又は同条第２項の合併の認定を受けるた

めの申請書 

 

 

 

 

 

 年 月 日 

 

 

 

 

 

 

福岡県知事  殿 

 

 

 
主たる事務所の 

 
所 在 地 

〒 

 

電 話（  ）   ― 

ＦＡＸ（  ）   ― 

（フリガナ）  

法 人 名  

（フリガナ）  

代 表 者 の 氏 名  

認定(特例認定)年月日     年  月  日 
法第 63 条第１項申請において適用 

するパブリックサポートテスト基準 

の有効期間  自  年  月  日 

 至  年  月  日 

 

□相対値基準・原則 

□相対値基準・小規模法人 

□絶対値基準 

□条例個別指定法人 事  業  年  度   月  日～  月  日 

 

 

特定非営利活動促進法第63条      の合併の認定を受けたいので、申請します。 

 

法 人 名 主たる事務所の所在地 現に行っている事業の概要 区分 

合併後存続する法人名又は合併によって設立する法人名 

 

 

（代表者名） 

 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

 
認定 

・ 

特例認定 

・ 

上記以外 

合併によって消滅する法人名 

 

 

（代表者名） 

 

 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

 
認定 

・ 

特例認定 

・ 

上記以外 

合併によって消滅する法人名 

 

 

（代表者名） 

 

 

 

 

電 話（  ）   ―   

ＦＡＸ（  ）   ―   

 
認定 

・ 

特例認定 

・ 

上記以外 

合併によって消滅する法人が複数ある場合には、次葉に記載してください。 

第１項 

第２項 

□認定 

□特例認定 
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（注意事項） 

・ この申請書は、特定非営利活動促進法第63条第３項の規定に基づき、同条第１項の認定を受けようとする認定特定非営

利活動法人又は同条第２項の認定を受けようとする特例認定特定非営利活動法人が、同法第34条第３項の認証の申請に併

せて、所轄庁に提出してください。 

 

・ 申請本文の      は、いずれか一方の不要文字を二本線で抹消します。 

 

・ 区分欄は、その法人が該当する一つを「○」で囲みます。 

・ この申請に係る実績判定期間については、合併後存続する法人又は合併によって消滅する各法人（合併によって法人を

設立する場合にあっては、合併によって消滅する各法人）の各事業年度のうち申請書提出の直前に終了した事業年度の末

日以前２年内に終了した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から申請書提出の直前に終了した各事業年度の末日ま

での期間となります。 

・ 申請書には知事が別に定める書類を添付してください。 

第１項 

第２項 
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福岡県における「特定非営利活動促進法の運用方針」について 

 

平成２３年４月１日 

 

 

（趣旨） 

 平成１０年１２月に施行された特定非営利活動促進法（以下「ＮＰＯ法」という。）は、自由な社

会貢献活動を行う非営利団体に対して、容易に法人格を付与することなどを通じて、その活動を促進

することを目的としています。特定非営利活動法人（以下「ＮＰＯ法人」という。）の自主性と自律

性を尊重する観点から、行政の関与をできるだけ抑制し、事業報告書等を広く情報公開することによ

り市民の信頼を得て、市民によって育てられるべきであるとの考えがとられています。 

 ＮＰＯ法施行後、福岡県のＮＰＯ法人の認証数は年々増加しており、ＮＰＯ法人の活動の実態を広

く県民に知っていただくため、福岡県は、法人設立申請に係る情報や認証法人の事業報告書等をホー

ムページで公開するなど法人に関する情報公開を進めてきました。 

この結果、福祉・まちづくり・子どもの健全育成などＮＰＯ法に定められた１７分野全てにおいて、

その活動は確実に地域に根付き、定着しつつあります。 

本県では、平成２０年４月に新社会推進部を設置し、ＮＰＯ等や企業、行政などが一体となって地

域の課題の解決に対して知恵や力を出し合い協働により地域力を高めていく「新しい共助社会」の実

現に向けたＮＰＯ法人の基盤強化や協働に関する取組を進めているところであり、ＮＰＯ法人は、今

後ますます、新しい共助社会の担い手として活躍が期待されるとともに、自らの活動に対する自覚と

責任が一層強く求められます。 

また、ＮＰＯ法では、所轄庁は、設立認証の申請が法定の認証基準に適合すると認めるときは、そ

の設立を認証しなければならないとされ、申請者自らが認証基準に適合していることを積極的に示す

ことが求められています。 

一方、法人格取得の方法が簡便であるため、公益・非営利性に疑義を生じるような活動を行うＮＰ

Ｏ法人が見られるなどＮＰＯ法人制度の濫用が懸念されるところです。ＮＰＯ法の理念を損なうよう

な活動が現れてくると、健全な活動を行っている他のＮＰＯ法人に対する信頼を低下させるおそれが

あります。 

そこで、ＮＰＯ法人の健全な発展及びＮＰＯ法人の説明責任と県民によるチェック機能の積極的な

活用を目的として、「福岡県における『特定非営利活動促進法の運用方針』」を策定することとしまし

た。 

 具体的には、①法定要件のうち、「主たる目的性」及び「非営利性」への適合性について、必要不

可欠な最低限の判断基準を明確化し、より一層透明性の確保を図るとともに、②ＮＰＯ法人の説明責

任と県民による選択・監視機能の一層の発揮を図るため、ＮＰＯ法人自らが広く県民に対して自主的

に説明を行うよう要請することを基本にした運用を認証及び監督の両段階において一貫して行うこ

ととします。 
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１ 「主たる目的性」及び「非営利性」の法定要件への適合性の一層の明確化 

  「特定非営利活動を行うことを主たる目的」（ＮＰＯ法第２条第２項）とすること、「営

利を目的としないものであること」（ＮＰＯ法第２条第２項第１号）という法定の認証要件

に関し、最低限満たす必要のある基準を明確にし、より一層透明性を確保するため、以下

のものを運用における判断基準とします。 

また、ＮＰＯ法人は、設立後においても当然に認証基準を満たしている必要があります。

ただし、ＮＰＯ法第４１条第１項に基づく報告徴収・立入検査（以下「報告徴収等」とい

う。）の対象となり得る監督関係の運用における判断基準については、一時的な要因や特殊

事情から、認証基準を満たさない事業年度がやむを得ず生じる場合も考慮することとしま

す。 

 

 「主たる目的とし」（ＮＰＯ法第２条第２項）の考え方 

  市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動（ＮＰＯ法別表に掲げる１７分

野のいずれかに該当する活動であって不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与すること

を目的とする活動）がＮＰＯ法人の活動全体の過半を占めていることを意味します。 

具体的には、ＮＰＯ法人の総支出額に占める特定非営利活動に係る事業の支出額の割合

や、活動の頻度、事業に従事する者の数などから特定非営利活動が過半を占めているか否

かを判断することとなります。 

  「不特定かつ多数のものの利益」（ＮＰＯ法第２条第１項）とは、「公益」と同義であり

社会全体の利益を意味するものですので、特定の個人や法人その他の団体の利益（私益）

又はＮＰＯ法人の構成員相互の利益（共益）を目的とした活動は、特定非営利活動として

認められません。 

  「不特定かつ多数」とは、活動の対象者があらかじめ特定されていないことを意味しま

すが、会員制度をとって活動を行う場合でも、会員となれる要件が緩やかで誰でも会員に

なれるような場合などには、「不特定かつ多数」の趣旨を失わせるものではないと考えられ

ます。 

  また、難病患者に対する支援活動など対象者が極めて少ない場合でも、個人を特定して

いるものでない限り、潜在的な「不特定かつ多数」が認められると考えられます。 

  一方、対象とする地域の規模については、最小行政区画である市町村の単位は「不特定

かつ多数」の範囲に入ると考えられます。 

ただし、市町村よりも小さな単位の区域を対象としていたとしても、その活動が社会全

体にとっての利益を目的としていることが認められる場合には、「不特定かつ多数」に当た

るものと考えられます。例えば、市町村より小さな地域を対象とした暴力を追放するとい

う活動が、その地域に働きかけることでより広範囲の地域の治安の向上又はその地域を訪

れる人の安全を目的としているような場合が考えられます。 

なお、「不特定」と「多数」は分離せず、一体のものとして判断します。 

   

 「営利を目的としない」（ＮＰＯ法第２条第２項第１号）の考え方 

   「営利を目的としない」とは、「非営利」と同義でありＮＰＯ法人の構成員等に対する経

済的利益の追求を行わず、形式的にも実質的にも利益を分配したり、財産を還元したりし

ないことを意味します。 

   例えば、決算後に、利益が出たから賞与を支払うということは、剰余利益の分配に該当

し、「非営利」に反することになります。 
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   また、役員報酬や法人の管理経費などに過大な支出をしている場合や、労働の対価が、

法人の事業内容・規模、社会通念に照らして著しく高額である場合などは、構成員に利益

を配分・還元することを目的としている（営利を目的としている）と判断されます。 

   同様に、配当や拠出金の還元を前提とする「出資金」制は、「営利を目的としない」とい

う条件に違反することとなります。この場合、「出資金」という形式をとっていなくても、

何らかの経済的利益を得る目的で出資し、出資者であるという地位に基づいて、法人が事

業活動等から得た利益を供与するような、実質的に出資金とみなされる行為も認められま

せん。 

   「非営利」についての判断は、様々なケースが考えられ一律に基準を設定することは困

難ですが、判断基準の一つとして事業費と管理費の割合が挙げられます。具体的には、Ｎ

ＰＯ法人の総支出額（事業費及び管理費の総計）に占める事業費支出の総額の割合が過半

となっているかなどが判断基準となります。この考え方の詳細については（４）管理運営

において述べます。 

 

※管理費 

  「管理費」とは、法人の各種の業務を管理するため、毎事業年度経常的に必要な支出で

あり、法人の運営における基礎的な管理のための費用をいいます。事業の実施のために直

接必要な費用は、「事業費」に計上します。管理費の例としては、総会・理事会の開催運営

費、管理部門の役員報酬、人件費、交通費等が挙げられます。なお、ここでいう「管理費」

とは、特定非営利活動に係る事業の管理費及びその他の事業の管理費の合計を指します。 

※事業費 

 「事業費」とは、法人の事業実施のために直接必要な支出で、管理費以外のものをいい、

会計処理においては、事業の種類ごとに区分して記載することが望ましいと考えられます。

事業費の例としては、当該事業の実施のために直接必要な人件費、交通費、消耗品費等の

費用が挙げられます。 
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（１） 定款記載事項 

 〈運用における判断基準〉 

○認証基準 

 法人の目的、特定非営利活動の種類、特定非営利活動に係る事業その他当該法人が行う事

業の内容が、定款にそれぞれ具体的かつ明確に記載されていること。 

  〈説明〉 

    定款は法人の根本規則を定めたものであり、対内的、対外的にも、設立認証審査に

おいても最も重要な文書です。ＮＰＯ法第１１条第１項に「目的」（同項第１号）、「そ

の行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類」（同項第３

号）、「その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する事項」

（同項第１１号）等を記載しなければならないとされています。特に法人の目的、行

う事業等については、特定非営利活動を行うことを主たる目的とした法人であること

等を判断する上で、重要な事項であり、定款に具体的かつ明確に規定されていること

が必要です。 

 

 

   ※留意事項 

    定款に記載されている目的及び特定非営利活動の種類と事業の内容に関連性がある

ことが、客観的に分かるよう明確に記載されていること。 

例えば、事業に「物品販売事業」「調査・研究事業」と定めるだけでは、その事業が

特定非営利活動に該当しているか否かを判断することができないので「福祉用具の販

売事業」「介護・福祉サービスに関する調査研究事業」など事業内容が目的を達成する

手段であること、ＮＰＯ法に定められている活動に該当することが客観的に分かるよ

うに具体的に記載すること。 

    特定非営利活動の種類は、別表の文言と一致しているか、又は別表に掲げる活動の

いずれかに該当することが明らかであること。 

    定款に記載されている目的、活動の種類、事業の種類（以下「目的等」という。）と、

設立趣旨書、事業計画書の間にくい違いが生じていないこと。 

定款の目的等、設立趣旨書、事業計画書、収支予算書の内容により受益対象者の範

囲が「不特定かつ多数」であることが明確であること。 
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（２）特定非営利活動に係る事業 

 〈運用における判断基準〉 

○認証基準 

特定非営利活動に係る事業の支出規模は、設立当初の事業年度及び翌事業年度ともに総支出

額の２分の１以上であること。 

ただし、この基準を満たさない合理的な理由が明確な場合は、この限りでない。 

○報告徴収等の対象となり得る監督基準 

特定非営利活動に係る事業の支出規模が、２事業年度連続して総支出額の３分の１以下であ

る場合 

ただし、この基準を満たさない合理的な理由が明確な場合は、この限りでない。   

 〈説明〉 

ＮＰＯ法人は、特定非営利活動を行うことを「主たる目的」（ＮＰＯ法第２条第２項）と

した法人であり、全体の事業活動に占める特定非営利活動に係る事業の割合は過半である

ことが求められています。 

その一方で、ＮＰＯ法人は、「特定非営利活動に係る事業以外の事業（以下「その他の事

業」という。）」を行うことが認められています。しかし、それは、あくまでも特定非営利

活動に係る事業に「支障がない限り」（ＮＰＯ法第５条第１項）行うことが認められてい

るものです。したがって、その他の事業の規模が過大となり、特定非営利活動に係る事業

の実施に必要な財産、資金、要員、施設等を圧迫してはならず、少なくともその他の事業

の支出規模（事業費及び管理費）は、総支出額（事業費及び管理費の総計）の２分の１以

下であることが必要です。 

 

※ 「この基準を満たさない合理的な理由が明確な場合」の例としては、次に示すよう

な場合が考えられます。 

     ○ 事業従事者がボランティア（無償）で事業に従事するため、人件費を必要とせ

ず、特定非営利活動に係る事業規模が小さくなっている場合など。 

     ○ 設立初年度等において、その期間の大半を準備期間に充てていたため、特定非

営利活動に係る事業が実施できなかった場合など。 
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（３） その他の事業 

  ア 経営 

〈運用における判断基準〉 

(ア) 認証基準 

ａ その他の事業において、設立当初の事業年度及び翌事業年度ともに赤字計上さ  れ

ていないこと。 

ｂ その他の事業において、設立当初の事業年度及び翌事業年度ともに特定非営利活動

に係る事業会計からの資金の繰入れが行われる計画となっていないこと。 

(イ) 報告徴収等の対象となり得る監督基準 

ａ その他の事業において、２事業年度連続して赤字計上されている場合 

ｂ その他の事業において、２事業年度連続して特定非営利活動に係る事業会計からの資

金の繰入れを行った場合 

 〈説明〉 

ＮＰＯ法人は、特定非営利活動を行うことを「主たる目的」（ＮＰＯ法第２条第２項）と

した法人であり、その他の事業は、あくまでも特定非営利活動に係る事業に「支障がない

限り」（ＮＰＯ法第５条第１項）行うことが認められているものです。したがって、「その

他の事業」の実施にあたっては、特定非営利活動に係る事業の実施に必要な財産、資金、

要員、施設等を圧迫してはならず、その他の事業を行うための資金を特定非営利活動に係

る事業会計から繰り入れることはできません。 

事業計画又は事業報告において、その他の事業が赤字計上されている場合や、特定非営

利活動に係る事業会計からの資金の繰入れが経常的に行われている場合は、少なくとも「支

障がない限り」行われることが意図されているとは認められません。 

 

イ 収益 

〈運用における判断基準〉 

(ア) 認証基準 

その他の事業の収益は、設立当初の事業年度及び翌事業年度ともに特定非営利活動に係

る事業会計に全額繰り入れられていること。 

(イ) 報告徴収等の対象となり得る監督基準 

その他の事業の収益が、２事業年度連続して特定非営利活動に係る事業会計に全額繰り

入れられていない場合 

 〈説明〉 

ＮＰＯ法人は、特定非営利活動を行うことを「主たる目的」（ＮＰＯ法第２条第２項）と

した法人であり、その他の事業の「収益」については、「特定非営利活動に係る事業のた

めに使用しなければならない」（ＮＰＯ法第５条第１項）とされています。したがって、

その収益は、当然に特定非営利活動に係る事業の実施のために使用する必要があることか

ら、原則として、特定非営利活動に係る事業に全額繰り入れることが必要です。 
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（４） 管理運営 

〈運用における判断基準〉 

(ア) 認証基準 

管理費の総支出額に占める割合が、設立当初の事業年度及び翌事業年度ともに２分の１以

下であること。ただし、この基準を満たさない合理的な理由が明確な場合は、この限りでは

ない。 

(イ) 報告徴収等の対象となり得る監督基準 

管理費の総支出額に占める割合が、２事業年度連続して３分の２以上である場合。ただし、

この基準を満たさない合理的な理由が明確な場合は、この限りではない。 

〈説明〉 

ＮＰＯ法人は、特定非営利活動を行うことを「主たる目的」（ＮＰＯ法第２条第２項）

とした法人であり、全体の事業活動に占める特定非営利活動に係る事業の割合は過半で

あることが求められています。また、「営利を目的としない」（ＮＰＯ法第２条第２項第

１号）法人であり、構成員の経済的利益を追求し、終局的に収益を構成員個人に分配す

ることを目的としないことも求められています。 

管理費はＮＰＯ法人の運営に必要な基礎的な経費ですが、役員の報酬、職員の人件費な

どＮＰＯ法人の内部に還元される傾向が強いものであることから、管理費の規模が過大

となり、「主たる目的」の特定非営利活動に係る事業の実施に必要な財産、資金、要員、

施設等を圧迫してはなりません。したがって、少なくとも管理費の支出規模（管理費の

合計）は、総支出額（事業費及び管理費の合計）の２分の１以下であることが必要です。 

 

※「この基準を満たさない合理的な理由が明確な場合」の例としては、次に示すような

場合が考えられます。 

○ 事業従事者が、ボランティア（無償）で事業に従事するため、人件費を必要とせず、

相対的に事務所経費等の管理費の支出が高くなっている場合など 

○ 管理費には、事務所の賃借料、光熱水費などの事務所経費だけで人件費が少ないにも

かかわらず、事業費と管理費を含めた総支出規模が小さいため、相対的に固定経費の管

理費が多くなっている場合など 

 

 

（５） 定款変更に係る認証事務の運用について（ＮＰＯ法第２５条第 4項） 

定款変更に係る認証申請は、申請に係る変更箇所のみを確認し、それ以外の箇所の

確認は行わないものとします。なお、この場合仮に申請に係る変更箇所以外の箇所に

変更がなされていたとしても、これに認証の効力が及ぶものではないので、申請に遺

漏のないよう注意が必要です。 
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２ 「県民への説明要請」の実施 

(１) 基本的な考え方 

ＮＰＯ法は、ＮＰＯ法人について、「市民が行う自由な社会貢献活動」の主体とし、「自

らに関する情報を積極的に公開することによって市民の信頼を得て、市民によって育てら

れていくべきものとの考えに立ち、広範な情報公開制度を設けることによって広く市民に

よるチェックの下におく」ことを基本理念として制定されています。ここでは、市民によ

る緩やかな監督、あるいはそれに基づくＮＰＯ法人の自浄作用による改善、発展が期待さ

れています。 

このようなＮＰＯ法の理念に照らしてみると、ＮＰＯ法人に関する情報は、できる限り

広く県民相互に提供され、かつ、共有されることが望ましいと考えられます。これにより、

県民にとって、当該ＮＰＯ法人について有益な活動が行われていると認め、積極的に参加

するという機会や、何らかの疑問を抱き、これに説明や改善を求めるという機会が提供さ

れることとなります。また、ＮＰＯ法人にとっても広く県民からの支援を得たり、自身へ

の疑問を払拭したりする契機が与えられます。このような市民社会の実現に向けて、行政

としてもこうした県民による選択・監視機能が一層発揮されるための環境を整備していく

ことが重要です。 

ところで、県民から県に対して、認証申請者やＮＰＯ法人に関し、その活動を懸念する

様々な情報が寄せられることがあります。また、ＮＰＯ法人からの事業報告書等の未提出

や設立認証後の登記未了などの不備等が少なくないことも事実です。 

このような場合、先に述べた環境整備の重要性に照らせば、県としても、提供を受けた

情報や未提出等の事実に基づいて、県民と県民の間（以下「県民間」という。）あるいは県

民と当該ＮＰＯ法人との間において自由・活発な議論がなされる土壌を創ることが適当で

す。 

そこで、県民から情報提供がなされた場合や事業報告書等の未提出等の場合、所轄庁と

して、当該ＮＰＯ法人に対し、下記（２）のとおりＮＰＯ法人自らが広く県民に対して自

主的に説明を行うよう要請する（以下「県民への説明要請」という。）ことができるものと

します。そのうえで、所轄庁における手続の透明性を確保する観点をも加味し、「県民への

説明要請」及びこれに対する当該ＮＰＯ法人による説明の内容につき、基本的に公開する

こととします。 

ただし、緊急を要する場合は「県民への説明要請」を行わず、ＮＰＯ法に定める報告徴

収・立入検査、改善命令等の監督を実施することもあります。 

(２) 具体的な内容 

ア 「県民への説明要請」を実施する場合 

(ア) 認証及び監督の各段階における「県民への説明要請」の実施 

「県民への説明要請」は、あくまで県民による選択・監視機能が発揮されるための

環境整備として自主的な説明を行うよう要請するものであり、ＮＰＯ法において規定

されている所轄庁による監督とは異なり、これに応じなかったということだけで不利

益に取り扱われるものではありません。ただし、行政の関与という側面もあるため、

疑われる法令違反の内容と情報公開の必要性を総合的に判断して実施するものとしま

す。 

このため、認証段階では、県民からの情報提供等により、何らかの法令違反に該当

することが推認されるなど、申請書類のみをもってしては法定の認証基準に適合する

ことが積極的に示されているとは認められない場合に実施することができるものとし

ます。 
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また、監督段階では、報告徴収・立入検査（ＮＰＯ法第４１条第１項）、改善命令（Ｎ

ＰＯ法第４２条）の対象となり得る要件が認められた場合に限って実施することがで

きるものとします。 

なお、定款変更の認証に関し、ＮＰＯ法第２５条第５項は、ＮＰＯ法第１２条に定

める設立の認証基準を準用していることから、これは定款変更の認証基準にもなって

いることになります。したがって、県民からの情報提供等により当該認証基準への適

合性が積極的に示されているとは認められない場合は、設立の認証と同様に「県民へ

の説明要請」を実施することができるものとします。 

(イ) 事業報告書等が提出されていない場合等における「県民への説明要請」の実施 

事業報告書等の全部又は一部が提出されていなかった場合や、不完全な書類しか提

出されていなかった場合、「県民への説明要請」を実施することができるものとします。

また、設立の認証後、登記をしたことを証する登記事項証明書を添付した届出書が提

出されていない場合、「県民への説明要請」を実施することができるものとします。 

 

イ 「県民への説明要請」の内容 

  ＮＰＯ法人に対しては、概ね以下の事項につき県民に対する説明を自主的に実施する

とともに、実施された説明内容（対外的に公表されたもの）を記載した文書を県に対し

速やかに送付するよう文書をもって要請するものとします。その際、情報提供者に関す

る個人情報について、取扱いに十分注意するものとします。 

(ア) 提供された情報内容等に関する事実関係 

(イ) 認証段階においては、認証基準への適合性を積極的に示す事項 

監督段階においては、報告徴収・立入検査、改善命令の対象とならないことを示す

事項 

 

なお、事業報告書等が提出されていない場合及び設立の認証後登記をしたことを証す

る登記事項証明書を添付した届出書が提出されていない場合には、提出されていない理

由及び今後の提出の予定等に関し説明を要請するものとします。 

 

ウ 「県民への説明」の方法 

県民への説明は自主的に実施されるべきもので、実施方法については、当該ＮＰＯ法

人の検討に委ねられるものです。参考例としては以下のものがあります。また、説明内

容を記載した文書を県に対して送付し、県のホームページに掲載することによって代替

することもできるよう配慮するものとします。 

（例）・申請者の住居所や当該ＮＰＯ法人の事務所における誰でも閲覧可能な状態での説

明文書の備置き 

・当該ＮＰＯ法人が運営するホームページへの説明文書の掲載 

・適切な人数を収容できる会場における説明会の実施（その際、あらかじめ広く

周知した上で実施するのが望ましいと考えられます。） 

 

エ 「県民への説明」の結果報告 

ＮＰＯ法人に対して県民への説明要請を行った場合、当該ＮＰＯ法人からの説明内容

の提出状況等については、県のホームページで公開することとします。 

ＮＰＯ法人から説明がなされた場合は、説明文書の受領後１か月程度掲載し、１か月

程度経過した段階で、県民からの反論や寄せられた情報の状況から県民とＮＰＯ法人と
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の間で自由・活発な議論がなされた、又は県民から納得が得られたと判断できるような

場合には、ホームページの掲載を削除することとします。 

説明がなされない場合や、事業報告書等又は設立登記後に提出する書類が提出されな

い場合などは継続して公開するものとします。 

公開に当たっては、個人情報について取扱いに十分注意するものとします。 

また、公開にふさわしくないと考えられる内容が記載されている場合には当該部分を

削除して公開することができるものとします。 

 

オ 監督における「県民への説明要請」の活用 

   監督を行う際にも、県民間又は県民と当該ＮＰＯ法人との間において自由・活発な議

論がなされる土壌を創ることが重要であるため、「県民への説明要請」を活用することが

できるものとします。 

   具体的には、ＮＰＯ法人が法令、法令に基づいて行う行政庁の処分又は定款に違反す

る疑いがあると認められる相当な理由があるとき、所轄庁は、当該疑いについて報告徴

収等を行うことができると規定されています（ＮＰＯ法第４１条第１項）。 

   その報告の内容に関し、当該ＮＰＯ法人に対し「県民への説明要請」を行うことがで

きるものとします。 

また、ＮＰＯ法人がＮＰＯ法第１２条第１項第２号、第３号又は第４号に規定する要

件を欠くに至ったと認めるときその他法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは

定款に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認めるとき、所轄庁は改善命令を行

うことができると規定されています（ＮＰＯ法第４２条）。それを行う際には、県は、当

該ＮＰＯ法人に対し是正措置を採ることを命じるとともに、その是正措置の内容に関し、

「県民への説明要請」を行うことができるものとします。 

 

(３) 「県民への説明要請」を実施する判断基準について 

ア 基本的には個々の実例に応じ、個別に判断することとなりますが、 

  ・情報提供の件数 

  ・情報提供の内容の合理性 

  ・客観的証拠の有無 

・情報提供者の属性（当該団体との利害関係の有無、同一グループによる情報か否か

等） 

等を総合的に考慮して判断することとします。 

イ 情報提供の件数については、過去の事例を踏まえ単なる問合せの件数を除き 

   ・複数者から 

   ・概ね５件程度 

   ・法令等に違反することをうかがわせる具体的な情報 

の集積があれば、「県民への説明要請」を実施することができるものとします。 

ウ 特に悪質で緊急の対応を要することがうかがえる内容の場合には、件数にかかわらず

速やかに対応することができるものとします。 

エ なお、「県民への説明要請」を実施した後、報告徴収や改善命令等のＮＰＯ法に定める

監督を実施した場合において、当該法人が報告や改善措置等を行わない場合は、その点

についても公表することができるものとします。  
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３ 事業報告書等の提出がないＮＰＯ法人への対応について 

ＮＰＯ法人は、毎事業年度終了後３か月以内に、事業報告書等を主たる事務所に備え

置くとともに、所轄庁に提出することが義務付けられています。 

  所轄庁へ事業報告書等を提出しないことは、広範な情報公開制度を設けることによっ

て広く市民によるチェックの下におくことを重視しているＮＰＯ法人制度の根幹に関わ

る問題です。 

  このため、事業報告書等の提出がないＮＰＯ法人について、下記のとおり取り扱うこ

ととします。 

(１) 提出期限経過後速やかに電話・FAX 等による督促を行います。 

(２) (1)の督促後提出されない場合は、督促書を送付します。 

(３) (2)の督促書送付後１か月以内に提出がない場合には県民への説明要請を実施す

るとともに、法人の名称や提出状況等を県のホームページで公開します。 

(４) 上記督促（２年目からは、(2)(3)）を３事業年度にわたって行ったにもかかわら

ず提出がない法人に対しては、福岡県行政手続条例に基づく聴聞を開催し、設立の

認証の取消手続を進めます。取消しを行った場合には「法人の名称、取消しの原因

となる事実、根拠法令及び取り消した日」を県のホームページで公開することとし

ます。 
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 ◆ 事業報告書等未提出法人に対する対応フロー 

 

 

 

   

事業年度終了 

３か月 

提 出 期 限 
未提出 

電話等による督促 ・法人あてに電話、ＦＡＸ、Ｅメール

等で督促を行う。 

・法人代表者あてに督促文書を送付 

（法人事務所又は法人役員に送付す

る。） 

 

県民への説明要請 

 

書面による督促 

３事業年度未提出 

 

聴聞の実施 

 

・行政手続法に基づき聴聞を実施 

設立認証の 

取消決定 
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知事等に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則 

（平成十六年福岡県規則第二十五号） 

 

(趣旨) 

第一条 この規則は、知事等に係る行政手続等を電子情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法により行うために必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第二条 この規則で使用する用語は、福岡県行政手続等における情報通信の技術の利用に関す

る条例(平成十六年福岡県条例第十二号。以下「情報通信技術利用条例」という。)で使用す

る用語の例による。 

2 前項に定めるもののほか、この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

一 知事等 知事若しくは知事に置かれる機関又はこれらの機関の職員であって法令若し

くは条例等の規定により独立に権限を行使することを認められたものをいう。 

二 電子署名 電子署名及び認証業務に関する法律(平成十二年法律第百二号)第二条第一項

に規定する電子署名をいう。 

三 電子証明書 電子署名を行った者を確認するために用いられる事項が当該者に係るも

のであることを証明するために作成された電磁的記録をいう。 

(公示) 

第三条 知事は、知事等がこの規則の規定により電子情報処理組織又は電磁的記録を使用して

行わせ、又は行うこととする手続等について、あらかじめ、当該手続等の根拠となる法令又

は条例等の名称及び条項並びに当該使用を開始する日を公示するものとする。 

(電子情報処理組織による申請等) 

第四条 電子情報処理組織を使用して申請等を行うものは、知事の定めるところにより、申請

等を行うものの使用に係る電子計算機であって知事が定める技術的基準に適合するものか

ら、識別符号及び次項の規定による届出に際して届け出た暗証符号並びに当該申請等を書面

等により行うときに記載すべきこととされている事項を入力して、知事が指定する電子計算

機に備えられたファイルに記録することにより行わなければならない。 

2 前項の規定による申請等を行おうとするものは、知事の定めるところにより、あらかじめ、

申請等を行おうとするものの氏名又は名称、使用しようとする暗証符号その他必要な事項を

届け出なければならない。 

3 知事は、前項の規定による届出を受けたときは、識別符号を付し、その符号を当該届出を

したものに通知するものとする。 

4 第一項の規定により申請等を行うものは、入力する事項についての情報に電子署名を行い、

当該電子署名に係る電子証明書であって次の各号のいずれかに該当するものと併せてこれ

を送信しなければならない。ただし、知事の指定する申請等については、この限りでない。 

一 電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律(平成十四年

法律第百五十三号)第三条第一項に規定する署名用電子証明書 

二 電子署名及び認証業務に関する法律第八条に規定する認定認証事業者が作成した電子

証明書（電子署名及び認証業務に関する法律施行規則（平成十三年総務省・法務省・経済

産業省令第二号）第四条第一号に規定する電子証明書をいう。） 

三 前二号に規定するもののほか、知事が定める電子証明書 

5 第一項の規定により申請等を行うものは、知事の定めるところにより、当該申請等を書面

等により行うときに併せて提出すべきこととされている書面等(以下「添付書面等」という。)
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に記載され、若しくは記載すべき事項を同項に規定する申請等を行うものの使用に係る電子

計算機から入力して、同項の知事が指定する電子計算機に備えられたファイルに記録し、又

は当該添付書面等を提出しなければならない。 

6 知事等は、電子情報処理組織を使用して申請等を行うものが添付書面等のうち知事が定め

るものに記載されている事項を入力する場合は、知事が定める期間、当該入力に係る事項の

確認のために必要な限度において、当該添付書面等を提出させることができる。 

7 規則の規定により同一内容の書面等を複数必要とする申請等(副本又は写しを正本と併せ必

要とするものを含む。)について、第一項の規定により申請等が行われたときは、当該申請等

に係る必要な数の書面等が提出されたものとみなす。 

(電子情報処理組織による処分通知等) 

第五条 知事等は、電子情報処理組織を使用して行われた申請等に対する処分通知等を行う場

合は、当該処分通知等を受けるものがあらかじめ書面等によって処分通知等を受けることを

求めたときを除き、当該処分通知等を電子情報処理組織を使用して行うことができる。 

2 知事等は、電子情報処理組織を使用して処分通知等を行うときは、当該処分通知等を書面

等により行うときに記載すべきこととされている事項を知事等の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルに記録するものとする。この場合において、知事等は、当該処分通知等

が電子署名を要するものと認めるときは、入力する事項についての情報に電子署名を行い、

当該電子署名に係る電子証明書を当該情報と併せて知事等の使用に係る電子計算機に備え

られたファイルに記録するものとする。 

(電磁的記録による縦覧等) 

第六条 知事等は、書面等の縦覧に代えて当該書面等に係る電磁的記録に記録されている事項

又は当該事項を記載した書類の縦覧等を行うときは、当該事項をインターネットを利用する

方法、知事等の事務所に備え置く電子計算機の映像面に表示する方法又は電磁的記録に記録

されている事項を記載した書類による方法によるものとする。 

(電磁的記録による作成等) 

第七条 知事等は、書面等の作成等に代えて当該書面等に係る電磁的記録の作成等を行うとき

は、当該事項を知事等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法又は磁

気ディスク(これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含

む。)をもって作成又は保存する方法によるものとする。 

(氏名又は名称を明らかにする措置) 

第八条 情報通信技術利用条例第三条第四項に規定する氏名又は名称を明らかにする措置で

あって規則等で定めるものは、電子署名(当該電子署名を行った者を確認するために必要な事

項を証する第四条第四項各号に掲げる電子証明書が併せて送信されるものに限る。)並びに第

四条第一項に規定する識別符号及び暗証符号の入力とする。 

2 情報通信技術利用条例第四条第四項及び情報通信技術利用条例第六条第三項に規定する氏

名又は名称を明らかにする措置であって規則等で定めるものは、電子署名とする。 

(規則の規定に基づく行為の取扱い) 

第九条 規則の規定(条例に基づくものを除く。)に基づいて知事等に対して行うこととされ、

又は知事等が行うこととしている申請、通知その他の行為を電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法により行わせ、又は行う場合については、他の法

令及び規則に特別の定めのある場合を除くほか、情報通信技術利用条例及びこの規則の第三

条から第八条までの規定の例による。 

(委任) 

第十条 この規則に定めるもののほか、知事等に係る行政手続等を、電子情報処理組織を使用
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する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う場合に必要な事項は、知事が定

める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成二七年規則第六六号) 

この規則は、平成二十八年一月一日から施行する。 

附 則(令和五年規則第一六号) 

この規則は、公布の日から施行する。 
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組合等登記令(昭和三十九年政令第二十九号) (抄) 

 

(最終改正 令和四年政令第二百四十九号) 

 

 

(適用範囲) 

第一条 別表の名称の欄に掲げる法人(以下「組合等」という。)の登記については、他の法令

に別段の定めがある場合を除くほか、この政令の定めるところによる。 

 (設立の登記) 

第二条 組合等の設立の登記は、その主たる事務所の所在地において、設立の認可、出資の払

込みその他設立に必要な手続が終了した日から二週間以内にしなければならない。 

２ 前項の登記においては、次に掲げる事項を登記しなければならない。 

一 目的及び業務 

二 名称 

三 事務所の所在場所 

四 代表権を有する者の氏名、住所及び資格 

五 存続期間又は解散の事由を定めたときは、その期間又は事由 

六 別表の登記事項の欄に掲げる事項 

 (変更の登記) 

第三条 組合等において前条第二項各号に掲げる事項に変更が生じたときは、二週間以内に、

その主たる事務所の所在地において、変更の登記をしなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、出資若しくは払い込んだ出資の総額又は出資の総口数の変更の

登記は、毎事業年度末日現在により、当該末日から四週間以内にすれば足りる。 

３ 第一項の規定にかかわらず、資産の総額の変更の登記は、毎事業年度末日現在により、当

該末日から三月以内にすれば足りる。 

 (他の登記所の管轄区域内への主たる事務所の移転の登記) 

第四条 組合等がその主たる事務所を他の登記所の管轄区域内に移転したときは、二週間以内

に、旧所在地においては移転の登記をし、新所在地においては第二条第二項各号に掲げる事

項を登記しなければならない。 

 (職務執行停止の仮処分等の登記) 

第五条 組合等を代表する者の職務の執行を停止し、若しくはその職務を代行する者を選任す

る仮処分命令又はその仮処分命令を変更し、若しくは取り消す決定がされたときは、その主

たる事務所の所在地において、その登記をしなければならない。 

 (代理人の登記) 

第六条 組合等のうち、別表の根拠法の欄に掲げる法律の規定により主たる事務所又は従たる

事務所の業務に関し一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有する参事その他の代理

人を選任することができるものが、当該代理人を選任したときは、二週間以内に、その主た

る事務所の所在地において、代理人の氏名及び住所並びに代理人を置いた事務所を登記しな

ければならない。 

２ 組合等のうち、別表の根拠法の欄に掲げる法律の規定により業務の一部に関し一切の裁判

上又は裁判外の行為をする権限を有する代理人を選任することができるものが、当該代理人

を選任したときは、二週間以内に、その主たる事務所の所在地において、代理人の氏名及び

住所、代理人を置いた事務所並びに代理権の範囲を登記しなければならない。 

３ 前二項の規定により登記した事項に変更が生じ、又はこれらの項の代理人の代理権が消滅
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したときは、二週間以内に、その登記をしなければならない。 

 (解散の登記) 

第七条 組合等が解散したときは、合併、破産手続開始の決定及び第八条第二項に規定する承

継があつたことによる解散の場合を除き、二週間以内に、その主たる事務所の所在地におい

て、解散の登記をしなければならない。 

 (継続の登記) 

第七条の二 組合等のうち、別表の根拠法の欄に掲げる法律の規定により継続することができ

るものが、継続したときは、二週間以内に、その主たる事務所の所在地において、継続の登

記をしなければならない。 

 (合併等の登記) 

第八条 組合等が合併をするときは、合併の認可その他合併に必要な手続が終了した日から二

週間以内に、その主たる事務所の所在地において、合併により消滅する組合等については解

散の登記をし、合併後存続する組合等については変更の登記をし、合併により設立する組合

等については設立の登記をしなければならない。 

２ 前項の規定は、組合等が承継（組合等を会員とする他の組合等（以下この項において「連

合会」という。）において、会員が一人になつた連合会の会員たる組合等が別表の根拠法の

欄に掲げる法律の規定により当該連合会の権利義務を承継することをいう。第十四条第二項

において同じ。）をする場合について準用する。 

 (分割の登記) 

第八条の二 組合等が分割をするときは、分割の認可その他分割に必要な手続が終了した日か

ら二週間以内に、その主たる事務所の所在地において、分割をする組合等及び当該組合等が

その事業に関して有する権利義務の全部又は一部を当該組合等から承継する他の組合等（第

二十一条の二において「吸収分割承継組合等」という。）については変更の登記をし、分割

により設立する組合等については設立の登記をしなければならない。 

 (移行等の登記) 

第九条 組合等が種類を異にする組合等となるときは、定款又は寄附行為の変更の認可その他

必要な手続が終了した日から二週間以内に、その主たる事務所の所在地において、新たに登

記すべきこととなつた事項を登記し、登記を要しないこととなつた事項の登記を抹消しなけ

ればならない。 

(清算結了の登記) 

第十条 組合等の清算が結了したときは、清算結了の日から二週間以内に、その主たる事務所

の所在地において、清算結了の登記をしなければならない。 

第十一条から第十三条まで 削除 

 (登記の嘱託) 

第十四条 次に掲げる訴えに係る請求を認容する判決が確定した場合には、裁判所書記官は、

職権で、遅滞なく、組合等の主たる事務所の所在地を管轄する登記所にその登記を嘱託しな

ければならない。 

一 組合等の設立の無効の訴え 

二 組合等の出資一口の金額の減少の無効の訴え 

三 組合等の創立総会、総会、総代会、会員総会、議員総会又は常議員会の決議した事項に

ついての登記があつた場合におけるこれらの決議の不存在若しくは無効の確認又は取消

しの訴え 

２ 組合等の合併（承継を含む。以下この項及び第二十条において同じ。）の無効の訴えに係

る請求を認容する判決が確定した場合には、裁判所書記官は、職権で、遅滞なく、各組合等
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の主たる事務所の所在地を管轄する登記所に、合併後存続する組合等については変更の登記

を嘱託し、合併により消滅する組合等については回復の登記を嘱託し、合併により設立する

組合等については解散の登記を嘱託しなければならない。 

３ 官庁が別表の根拠法の欄に掲げる法律の規定により組合等に対し事業を廃止していない

旨の届出をすべき旨を公告した場合において、当該組合等が当該届出をしないことにより当

該法律の規定により解散したものとみなされたときは、当該官庁は、遅滞なく、その主たる

事務所の所在地を管轄する登記所に解散の登記を嘱託しなければならない。 

４ 官庁は、組合等を代表する者の解任又は組合等の解散を命ずる処分をしたときは、遅滞な

く、その主たる事務所の所在地を管轄する登記所にその登記を嘱託しなければならない。 

 (登記簿) 

第十五条 登記所に、組合等登記簿を備える。 

 (設立の登記の申請) 

第十六条 設立の登記は、組合等を代表すべき者の申請によつてする。 

２ 設立の登記の申請書には、定款又は寄附行為及び組合等を代表すべき者の資格を証する書

面を添付しなければならない。 

３ 第二条第二項第六号に掲げる事項を登記すべき組合等の設立の登記の申請書には、その事

項を証する書面を添付しなければならない。 

 (変更の登記の申請) 

第十七条 第二条第二項各号に掲げる事項の変更の登記の申請書には、その事項の変更を証す

る書面を添付しなければならない。ただし、代表権を有する者の氏、名又は住所の変更の登

記については、この限りでない。 

２ 組合等のうち、別表の根拠法の欄に掲げる法律中に、出資一口の金額の減少をする場合に

は、債権者に対し異議があれば異議を述べるべき旨の公告及び催告をすることを要する旨の

規定があるものの出資一口の金額の減少による変更の登記の申請書には、その公告及び催告

をしたこと並びに異議を述べた債権者があるときは、当該債権者に対し弁済し、若しくは相

当の担保を提供し、若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の財産を

信託したこと又は当該出資一口の金額の減少をしても当該債権者を害するおそれがないこ

とを証する書面を添付しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、組合等のうち、別表の根拠法の欄に掲げる法律中に、出資一口

の金額の減少をする場合には、同項の公告を官報のほか定款に定めた時事に関する事項を掲

載する日刊新聞紙又は電子公告(公告の方法のうち、電磁的方法(会社法(平成十七年法律第八

十六号)第二条第三十四号に規定する電磁的方法をいう。)により不特定多数の者が公告すべ

き内容である情報の提供を受けることができる状態に置く措置であつて同号に規定するも

のをとる方法をいう。以下同じ。)によつてすることができる旨の規定があるものがこれらの

方法による公告をしたときは、同項の登記の申請書には、同項の公告及び催告をしたことを

証する書面に代えて、これらの方法による公告をしたことを証する書面を添付しなければな

らない。 

 (代理人の登記の申請) 

第十八条 第六条第一項の登記の申請書には、代理人の選任を証する書面を添付しなければな

らない。 

２ 第六条第二項の登記の申請書には、代理人の選任及び代理権の範囲を証する書面を添付し

なければならない。 

３ 第六条第三項の登記の申請書には、登記事項の変更又は代理権の消滅を証する書面を添付

しなければならない。ただし、代理人の氏、名又は住所の変更の登記については、この限り
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でない。 

 (解散の登記の申請) 

第十九条 第七条の解散の登記の申請書には、解散の事由の発生を証する書面を添付しなけれ

ばならない。 

 (継続の登記の申請) 

第十九条の二 継続の登記の申請書には、組合等が継続したことを証する書面を添付しなけれ

ばならない。 

 (合併による変更の登記の申請) 

第二十条 合併による変更の登記の申請書には、合併により消滅する組合等(当該登記所の管轄

区域内にその主たる事務所があるものを除く。)の登記事項証明書を添付しなければならない。 

２ 組合等のうち、別表の根拠法の欄に掲げる法律の規定により合併をする場合には、債権者

に対し異議があれば異議を述べるべき旨の公告及び催告をすることを要するものの合併に

よる変更の登記の申請書には、その公告及び催告をしたこと並びに異議を述べた債権者があ

るときは、当該債権者に対し弁済し、若しくは相当の担保を提供し、若しくは当該債権者に

弁済を受けさせることを目的として相当の財産を信託したこと又は当該合併をしても当該

債権者を害するおそれがないことを証する書面を添付しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、組合等のうち、別表の根拠法の欄に掲げる法律の規定により合

併をする場合には、同項の公告を官報のほか定款に定めた時事に関する事項を掲載する日刊

新聞紙又は電子公告によつてすることができるものがこれらの方法による公告をしたとき

は、同項の登記の申請書には、同項の公告及び催告をしたことを証する書面に代えて、これ

らの方法による公告をしたことを証する書面を添付しなければならない。 

 (合併による設立の登記の申請) 

第二十一条 合併による設立の登記の申請書には、第十六条第二項及び第三項並びに前条に規

定する書面を添付しなければならない。 

 (分割による変更の登記の申請) 

第二十一条の二 吸収分割承継組合等がする吸収分割による変更の登記の申請書には、次の書

面を添付しなければならない。 

一 分割をする組合等(当該登記所の管轄区域内にその主たる事務所があるものを除く。)の

登記事項証明書 

二 債権者に対し異議があれば異議を述べるべき旨の公告及び催告をしたこと並びに異議

を述べた債権者があるときは、当該債権者に対し弁済し、若しくは相当の担保を提供し、

若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の財産を信託したこと又

は分割をしても当該債権者を害するおそれがないことを証する書面 

 (分割による設立の登記の申請) 

第二十一条の三 分割による設立の登記の申請書には、第十六条第二項及び第三項に規定する

書面並びに前条各号に掲げる書面を添付しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、組合等のうち、別表の根拠法の欄に掲げる法律の規定により分

割をする場合には、前条第二号の公告を官報のほか定款に定めた時事に関する事項を掲載す

る日刊新聞紙又は電子公告によつてすることができるものがこれらの方法による公告をし

たときは、同項の登記の申請書には、同号の公告及び催告をしたことを証する書面に代えて、

これらの方法による公告をしたことを証する書面を添付しなければならない。 

 (移行等の登記の申請) 

第二十二条 第九条の登記の申請書には、同条に規定する手続がされたことを証する書面を添

付しなければならない。 
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 (清算結了の登記の申請) 

第二十三条 清算結了の登記の申請書には、清算が結了したことを証する書面を添付しなけれ

ばならない。 

 (登記の期間の計算) 

第二十四条 登記すべき事項であつて官庁の認可を要するものについては、その認可書の到達

した時から登記の期間を起算する。 

(商業登記法の準用) 

第二十五条 商業登記法（昭和三十八年法律第百二十五号）第一条の三から第五条まで、第七

条から第十五条まで、第十七条から第十九条の三まで、第二十一条から第二十三条の二まで、

第二十四条（第十五号を除く。）、第二十五条から第二十七条まで、第五十一条から第五十

三条まで、第七十一条第一項、第七十九条、第八十二条から第八十四条まで、第八十七条、

第八十八条、第百三十二条から第百三十七条まで及び第百三十九条から第百四十八条までの

規定は、組合等の登記について準用する。この場合において、同法第二十五条中「訴え」と

あるのは「訴え又は官庁に対する請求」と、同条第三項中「その本店の所在地を管轄する地

方裁判所」とあるのは「その主たる事務所の所在地を管轄する地方裁判所又は官庁」と、同

法第七十九条中「吸収合併による」とあるのは「吸収合併若しくは組合等登記令第八条第二

項に規定する承継（以下「承継」という。）による」と、「合併を」とあるのは「合併又は

承継を」と、「吸収合併により」とあるのは「吸収合併若しくは承継により」と、同法第八

十二条第一項中「合併による」とあるのは「合併又は承継による」と、「吸収合併後」とあ

るのは「吸収合併若しくは承継後」と、同法第八十三条第二項中「吸収合併に」とあるのは

「吸収合併若しくは承継に」と読み替えるものとする。 

第二十六条から第三十二条まで （略） 

 

別表 抄 

名称 根拠法 登記事項 

特定非営利活動法人 
特定非営利活動促進法（平

成十年法律第七号） 

代表権の範囲又は制限に関する

定めがあるときは、その定め 

 

＜参考＞ 

組合等登記令第二十五条において準用される商業登記法第十九条 

 

（申請書の添附書面） 

第十九条 官庁の許可を要する事項の登記を申請するには、申請書に官庁の許可書又はその

認証がある謄本を添附しなければならない。 

 

 

 


